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第 7 章 地下水ポテンシャル 
 

7.1   水理地質的観点による地下水ポテンシャル評価  
 

本調査は、高価な浄水処理の必要が無く、安価な維持管理コストで給水が可能な地下水の開発を

目標としている。地下水のポテンシャル評価項目は以下となる。 

 

 帯水層と海水との関連 

 石灰岩中の地下水 

 盆地内の地下水位 

 基盤深度 

 盆地周縁部での地下水流動方向 

 透水係数 

 地層中の高比抵抗体 

 石灰質の地層 

 地層中の塩分 

  

7.1.1 解析 

 

(1) 帯水層と海水との関連 

海岸砂丘地帯中に淡水が存在するかどうかを明確にするためには、地下水の流動調査が非常に重

要である。収集したデータは、高い透水係数の地層中を通り、地下水は海方向に流動しているこ

とを示唆している。 

この高い透水係数の地層は静水位の勾配から盆地中部まで広がりを持っている。あるいは、この

透水性の良い地層は湖沼から流出していた旧河道とも考えられる。 

 

(2) 石灰岩中の地下水 

1) 帯水層 

掘さく結果により、石灰質砂岩の分布は一部の限定された地域だけではなく、全ての地域に

広く分布している。 しかし、石灰岩の厚さは数メートルしかなく、各層の水平方向の連続性

も小さい。よって、地下水が石灰岩中を流動したとしても、利用できるほどの水量が貯留さ

れていない。地下水位が海水面とほぼ同じであるため、上部から淡水の涵養は多少期待でき

るが、石灰岩中の地下水は海岸砂丘地帯でほとんど存在しないことが判明した。  

 

2) 石灰質の地層 

堆積層中に石灰質の粒子や成分が広く分布しているとことが判明した。 

海に近い砂層中は貝殻片を大量に含んでいる。 
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(3) Ambovombe 盆地内の地下水位 

F018, F015, F014,F032 における静水位は、自然な動水位勾配で海方向に向かっている。本調査で

盆地中心部には試掘を行っていないが、過去に Sarimonto の北にある Ampamorola で掘削された

掘削結果がこの傾向を裏付けている。手掘井戸の試掘（Betioky: P008）では、25m まで掘進した

が地下水は全く得られなかった。 

 

(4) 基盤深度 

物理探査結果では基盤深度は 200m より浅いと解釈されたが、試掘の結果 F009 と基盤が地表に出

ている地域を除いて基盤岩に達することはなかった。過去にも基盤岩まで達した例はほとんどな

く、Ferme d’Ambovombe の井戸のみである。この井戸は深度 172m、標高は El-50m（海面下）で

大理石（基盤岩）に当っている。 

 

(5) Ambovombe 盆地周縁部での地下水流動方向 

西縁部の静水位は南北方向で地形に整合しているが、東縁部の地形との関係は明確ではない。例

えば、試掘井 F032(Ekonka) 、標高 24m (井戸深度 229m)では帯水層は無く、F018（Ambanisarika） 

は 標高 50.45m (井戸深度 203m)には静水位があり、地層は新三紀層であった。両井戸で異なる理

由のひとつは、基盤までの深度が挙げられ、基盤が東部に傾斜している可能性が考えられる。 

 

(6) 透水係数 

多くの試掘井戸は堆積層であるが比湧出量は低く、透水係数も小さい。しかしながら、主要帯水

層としての動水位勾配を再現するため、試掘井 F015 の透水係数との比較において、試掘井の各地

点の透水係数の値を利用してモデリングを実施している。このため、地質毎の帯水層の透水係数

は、第 7 章 3.2 モデリングと 3.3 補正の項で定義している。 

 

(7) 地層中の高比抵抗体 

物理探査の結果では、大部分の地層の比抵抗は非常に低く解析されている。地層は透水性の低い

シルトや粘土であると考えられる。試掘井戸の F032, F018, PM006 は、地下水の存在が期待される

砂礫の高比抵抗域が 50m 深度にある村落として、給水施設建設に最適な水源地点を考慮して選定

した。 

 

(8) 地層中の塩分 

掘さく作業中に泥水中の電気伝導度（EC）は大きく変化し、地層中に塩分が集積していることを

示した。電気伝導度（EC）の変化は 10m 以浅の浅部でも観察された。また、手掘り井戸の掘さく

片を水に溶解すると、電気伝導度は急激に上昇し、その後も時間の経過と共に徐々に上昇してい

く。変化の特徴は深度により異なるが、塩分の含有量を定量的に現場で測定することは難しい。 
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7.1.2  開発可能性の分類 

 

前項での検討結果、地下水開発可能性は次図のように分類できる。 

 

Zone A 硬岩地域。浅い帯水層を対象にしている。帯水層は亀裂や風化帯である。 

Zone B 盆地堆積部北部。対象帯水層は深度 10-70m と幅がある。 

Zone C Ambondro 地域. 浅い宙水。深度 10－20m。 

Zone D Ambovombe 地域 (市街地)、深度 10m-30m の宙水で、比較的塩分濃度が低い不圧帯水層。 

Zone E 海岸部と海岸砂丘地帯。海水面近くにある塩分濃度の高い不圧帯水層が対象となる。 

Zone F 盆地中央部で塩分濃度の高い宙水が一部で存在する。海水面近くにある塩分濃度の高い

帯水層とは深度が異なる。雨季には多くの湖沼が出現する地域である。 

 

 
図 7.1.2-1 地下水ポテンシャルの地域性  

 
7.2   水収支解析  
 

(1)目的 

地下水開発を行う上では、開発可能量に関する情報が必要不可欠である。また、地下水盆の開発

可能量を評価するため、水循環機構を構成する要素を水収支解析により評価する必要がある。 

本章では水収支の算定を行って、流域での開発可能な水資源量と地下水ポテンシャル（地下水涵

養量）の検討を行った。 

 

A 
B 

C 
E 

D 

F 
国道による境界 
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(2)調査対象地域 

水収支解析の検討範囲は、Ambovombe 盆地である。ただし、ここでは盆地から海側の海岸砂丘地

帯についても検討の対象として含めた。調査対象範囲の面積は、GIS アプリケーションソフトウ

ェアでの計算値 1,923km2を用いる。 

 

(3)地下水流動機構 

次図 7.2-1 は水理地質断面図および地下水位モニタリング結果に基づき作成した、Ambovombe 盆

地における地下水流動、水循環機構を示す。 

 

図に示すとおり、調査対象地域の Ambovombe 盆地は、Antanimora 地区の基盤岩分布域を涵養域

とし、Ambovombe 盆地を流出域とした地下水流動形態と考えられる。 

上流部では岩盤の亀裂中や、風化帯を主な帯水層として地下水は流動し、その後これら地下水は

盆地内の堆積層（第三紀、第四紀）中を帯水層として流動する。そして、最終的には海岸砂丘部

の下部を通過して海に流出する。調査実施以前には、当該盆地は閉鎖水系であるため、地下水も

盆地内に留まっているとの説も存在したが、本調査の試掘調査の結果、砂丘地帯の深部には不透

水層は存在せず、砂層を帯水層とする地下水は直接、海へ流出していることが確認された。 

 

一方で、Ambovombe 市内周辺に偏在する浅層地下水であるが、通年に渡って地下水が枯渇せず存

在することから、上流からの継続的な涵養源が存在することが推察された。涵養源としては、市

内周辺の砂丘地帯からの降水による直接涵養が想定される。さらに、Ambovombe 市内北方にある

Sarimonto 湿地からの地下水涵養も想定される。同湿地は Ambovombe 盆地上流から流れる

Bemamba川の最末端にあり、同河川が洪水になった場合の貯水池のような働きをしている。また、

同湿地周辺を乾季に訪問したところ、付近の住民が地面を掘削して地下水を得ているのを確認し

た。このことから、この Sarimonto 湿地からも地下への浸透があることが推察される。 
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図 7.2-1 Ambovombe 盆地の水循環機構 

 

(4)水収支構成要素と水収支モデル 

下図 7.2-2 に地下水流動機構を示す。Ambovombe 盆地は、閉鎖系水系のため、表面流出(河川流出)

の流域外の流出要素はなく、水収支モデルは以下の式で表現される。 

 

REP +=  ........................... (1) 
GWoutQR +=  ................... (2) 

 

 
 

図 7.2-2 水収支モデル 
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(5)水収支構成要素の算定 

 

1)降水量 

降水量は調査対象域における降水量観測所（SAP による観測所）に対してティーセン分割1を行い、

その分割面積比率に応じた面積降水量を算定することとした。表 7.2-1 に示すとおり流域年間降水

量として 543mm/年の値が得られた。 

 

表 7.2-1 面積降水量算定結果 (mm/年) 
観測所 (A); 

ティーセン 
分割面積 

(B); 
(A)/総面積 

(%) 

(C); 
平均 降水量

（mm/年） 
(B)×(C) 

(D); 面積降水量 
算定結果 
 (mm/年) 

Antanimora 604.0 31.4 720.3 226.2 (D)=Σ(B)×(C) ≅  
543mm/年 

(D)×1,923km2= 

1,044,189,000 m3/年 

Ambondro 317.0 16.5 399.0 65.8 
Ifotaka 90.5 4.7 506.6 23.8 

Ambanisarika 314.0 16.3 480.9 78.4 
Ambovombe 496.0 25.8 492.5 127.0 
Amboasary 101.5 5.3 414.1 21.9 

Total 1,923 km2 100% - 543 約 1,044 百万 m3/年 

 

2)地下水流出量 

地下水流出量は、Ambovombe 盆地から海岸砂丘を経て海に流出する地下水の量をダルシーの法則

に従って算定した。 図 7.2-3 および 7.2-4 には地下水流出量算定に必要な要素を示す。 

 
図 7.2-3 地下水流出量算定モデル (1)

                                                  
注）1ティーセン分割は隣接する 2 つの観測所の垂直二等分線同士により流域を分割したものである 
 

試掘井戸 F015 
地下水位標高 
Elv. ＝6.1m

試掘井戸 F030 
地下水位標高 
Elv. ＝4.5m 5.5km 

L = 30km 

10.5km
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図 7.2-4 地下水流出量算定要素(2) 

 

表 7.2-2に示す通り試掘井戸 F015および F030の地下水位標高から地下水の動水勾配を算定した。 

 

表 7.2-2 地下水動水勾配算定結果 
井戸 No. (A); 

地下水位標高 (m) 
(B); 

海岸からの 
距離 (km) 

(C); 
動水勾配 
=(A)/(B) 

F015 6.1 10.5 0.00058 
F030 4.5 5.5 0.00082 

   0.00070 

 

さらに、F015 井戸における揚水試験の回復試験結果から透水係数として 9.2×10-2 cm/s および

6.8×10-2 cm/s の値が得られている。ここでは両者の平均値をとって 8.0×10-2 cm/s を採用する。さ

らに帯水層の幅は 30km、帯水層の厚さは 90m とした。 

 

こうして得られた値から下式によって地下水流出量が算定される。 

 

)/(m 432,682,74/s)(m1.51290000,300007.01008.0hLiTQ 332 年　 ==××××=×××= −  

）：帯水層厚（

）：帯水層幅（

：動水勾配

：透水係数

：地下水流出量

mh
mL

i
)s/cm(T

)s/m(Q 3

 

 

地下水流出量は 47,682,432 m3/年となり、この値を流域面積（1,923 km2）で除すると 24.8mm/年と

なる。 

 

3)地下水揚水量 

調査対象地域の地下水利用量については詳細な情報を得ることは困難であるが、ここでは本調査

を通じて行ったインベントリー調査の結果に基づいて地下水利用量の概算を試みる。 

 

試掘井戸 F030 
地下水位標高 
Elv. ＝4.5m 

試掘井戸 F015 
地下水位標高 
Elv. ＝6.1m

90 m 
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a)Antanimora 地区 

インベントリー調査の結果、47 ヶ所のハンドポンプ井戸が確認されている。また、ポンプが設置

されていない井戸は 19 ヶ所確認されている。さらには同地区には AES による給水用の井戸が 2

ヶ所存在する。表 7.2-3 には Antanimora 地区の地下水揚水量算定結果を示す。 

 

表 7.2-3 Antanimora 地区地下水揚水量算定結果 
井戸タイプ 揚水量 

(m3/日) 
井戸本数 合計 

(m3/年) 
ハンドポンプ 2.00 47 34,310 
ポンプ無し井戸 0.50 19 3,468 
ｿｰﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ井戸 A 18.2 1 6,643 
ｿｰﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ井戸 B 20.7 1 7,556 
  合計 51,977 

 

b)Ambovombe 地区 

インベントリー調査の結果、ポンプの無い伝統的浅井戸が 75 ヶ所確認された。また、ポンプの設

置されている井戸が 3 ヶ所確認され、うち 2 ヶ所はソーラーポンプ（5 m3/日）による給水であり、

残る一ヶ所は電気による水中モーターポンプでの給水（30 m3/日程度）が行われている。 

表 7.2-4 には Ambovombe 地区の地下水揚水量算定結果を示す。 

 

表 7.2-4 Ambovombe 地区地下水揚水量算定結果 
井戸タイプ 揚水量 

(m3/日) 
井戸本数 合計 

(m3/年) 
伝統的浅井戸 0.50 75 13,688 
ｿｰﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ井戸 5.00 2 3,650 
ﾓｰﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ井戸 30.0 1 10,950 
  合計 28,288 

 

c)総揚水量 

a)、b)で算定した値の総計は、51,977 m3/年＋28,288 m3/年＝80,265 m3/年となる。 

 

4)地下水涵養量 

得られた値を(2)式に代入することで、地下水涵養量が得られる。 

 

年/m ,762,6977447,682,432 265,08GWoutQR 3=+=+=  

 

この値を流域面積（1,923km2）で除すると 24.8mm/年となる。この値は、流域降水量 543mm に対

しては 4.6%に相当する。 

 

5)蒸発散量 

蒸発散量は(1)式より算定することができる。 

 

年/m ,506,56896947,682,43200,044,189,01RPE 3=−=−=  
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この値を流域面積（1,923 km2）で除すると 518.2mm/年となる。算定された蒸発散量の値は流域降

水量のほとんどを占めるが、この中には Ambovombe 盆地内に雨季に多数確認される「たまり水」

や既述の Sarimonto 湿地といった一時地表上に貯留された後に蒸発するという成分が含まれてい

る。 

 

7.3 地下水シミュレーション 
 

7.3.1 目的 

地下水シミュレーションの目的は以下の通りである。 

 

・ Ambovombe 市の給水施設整備計画が実施された場合の地下水位と水質（塩分濃度）の変化を

予測する 

・ 予測の結果、地下水位や水質に大きな影響が予測される場合には、揚水井の配置や揚水量を

変えた検討により、環境影響が許容範囲内となるような計画に修正する 

・ 地下水の開発可能量が十分にあると判断される場合は、どの程度まで開発できるか、その可

能量を検証する 

 

7.3.2 地下水シミュレーションモデルの構築 

 

(1)モデル化範囲 

検討対象範囲は、給水計画における地下水水源の開発箇所（F006 および F015 井戸）が含まれる

Ambovombe 盆地とする。図 7.3.2-1 にモデル化の範囲を示した。 

 

図 7.3.2-1 モデル化範囲 

(2)使用モデル 

地下水シミュレーションには塩水侵入解析機能（密度流解析機能）を有する米国地質調査所

（USGS）による SEAWAT（SEAWAT:A Computer Program for Simulation of Three-Dimensional 

地下水水源開発箇所 

モデル化範囲 
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Variable-Density Ground Water Flow）を使用した。 

本モデルは世界的にも一般的な三次元差分地下水流動解析モデルである MODFLOW（USGS）と、

地下水汚染物質の移流･分散・化学反応を解くモデルである MT3D（同）をカップリングさせたも

ので、地下水流動（密度流解析機能も含む）と物質移動を同時に計算できるものである。 

 

(3)モデルの構築 

1)帯水層分布範囲 

検討対象地域には盆地中心部を除いてほぼ均等に井戸が分布し、地下水も盆地内に広く分布して

いると考えられる。また、試掘調査の結果、盆地縁辺部である F009、F014 地点及び F018 地点で

も地下水が確認された。従って本検討において、帯水層分布域は Ambovombe 盆地全域とした。 

 

2)地表面標高 

地表面標高は、ランドサット画像データから得た地形図（25m 間隔）を使用した。図 7.3.2-2 は、

使用した地形等高線を示す。 
 

 
図 7.3.2-2 モデル化に用いた地表面標高 

 

3)基盤標高 

基盤深度は、既往のボーリングデータ及び電気探査結果などから調査団が作成した基盤標高等高

線図を使用した。図 7.3.2-3 には、使用した基盤標高等高線図を示した。 

ただし、北部岩盤分布域については、試掘調査で地下水の確認された最も深い深度 80m を帯水層

厚と考え、地表面標高から 80m を差し引いた値を基盤標高としている。 
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図 7.3.2-3 モデル化に用いた基盤標高 

 

4)解析メッシュ 

解析範囲（94.5km×40.0km）を 500m×500m の正方形の格子に分割した。図 7.3.2-4 に解析メッシュ

を示した。また、塩水侵入状況をより詳細に把握するため、垂直方向に 6 層に区分している。 

 

 

 
図 7.3.2-4 解析メッシュ 

 

5)水理地質区分 

水理地質区分は既往の表層地質分布図を参考とした。図 7.3.2-5 には参考にした地質図を示す。 
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モデル化に際しては、先カンブリア紀の基盤岩、褐色砂・白色砂（第三紀堆積物）、砂丘堆積物（第

四紀堆積物）および沖積層の 4 種類に区分して取り扱った。 

 

0 5 102.5
km


Legend

Ambovombe Basin
 

図 7.3.2-5 モデル化に使用した水理地質区分 

 

7.3.3 モデルの検証 

 

(1)検証方法 

モデルの検証は入力パラメータ（水理パラメータ）を変化させて地下水位の平面分布が現地調査

結果から得られたものと同等になるように行った。計算は初期水位と最終水位とが同一になるま

で（定常状態になるまで）繰り返し行った。 

 

(2)境界条件と入力条件 

1)固定水頭境界 

固定水頭境界としては、海岸線部に標高 0m を、また Ambovombe 盆地最上流部に標高 380m をそ

れぞれ設定した。Ambovombe 盆地最上流部に固定水頭境界を設定したのは、現地踏査の際、最上

流部に湧水（乾期でも枯渇せず）が確認された事実に基づいている。 

 

2)固定濃度境界 

固定濃度境界としては、海岸線部に海水の塩分濃度 35,000mg/ℓを設定した。 
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3)初期塩分濃度分布 

現地調査結果から Ambovombe 盆地内の塩分濃度分布は、電気伝導度が 200mS/m 以下程度の上流

部岩盤分布域と同 400～700mS/m 程度の堆積層分布域に大きく分けられる。  

こうした状況から、本モデルでは塩分濃度の分布を以下のように簡略化して取り扱った。 

図 7.3.3-1 に示す電気伝導度平面分布を参照し、図中に示した境界線より上流部を電気伝導度

=200mS/m（塩分濃度＝1,000mg/ℓ）の区間、下流部を電気伝導度 500mS/m（塩分濃度＝2,500mg/ℓ）

の区間に区分した。モデルへの入力は、電気伝導度の値を塩分濃度に変換した値を適用している。 

 

 

図 7.3.3-1 電気伝導度測定結果（2005 年 11 月） 

 

 

図 7.3.3-2 モデルに入力された初期塩分濃度分布 

 

4)地下水涵養量 

地下水涵養量は、水収支検討結果から得られた値に基づき 25mm/年を使用した。また、同地域で

は降水浸透後に地層中の塩分濃度が地下水中に溶出していると考えられることから、涵養量にも

初期塩分濃度条件と同様の塩分濃度値を与えている。 

地域 1 : EC=200mS/m 

地域:2 : EC=500mS/m 
井戸 No.F014 

井戸 No.F015 

地域 1 : EC=200mS/m 
(塩分濃度：1,000mg/lit) 

地域 2 : EC=500mS/m 
(塩分濃度：2,500mg/lit) 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 7 章 地下水ポテンシャル 

 

 7 - 14

5)分散定数 

分散定数は縦方向 1m、横方向 0.1m とした。 

6)飽和透水係数 

飽和透水係数は、試掘調査結果を参考として表 7.3.3-1 の通り設定した。 

 

表 7.3.3-1 使用した飽和透水係数 

地層区分 採用値 参考値 
基盤岩 7.0×10-5 cm/sec  試掘井戸 F001 の飽和透水係数=3.5×10-5～6.6×10-5 (cm/sec) 

第三紀堆積層 

3.0×10-4 cm/sec 

 試掘井戸 F014 の飽和透水係数=1.0×10-4～2.8×10-4 (cm/sec) 

 試掘井戸 F018 の飽和透水係数=4.5×10-6(cm/sec) 

 試掘井戸 F009 の飽和透水係数=3.0×10-6 (cm/sec) 

砂丘堆積層 A 7.0×10-2 cm/sec  試掘井戸 F015 の飽和透水係数=6.8×10-2～9.2×10-2 (cm/sec) 

砂丘堆積層 B 7.0×10-1 cm/sec 地下水位分布計算結果より同定 

沖積層 1.0×10-4 cm/sec 試掘井戸 F006 及び F006b の飽和透水係数=4.9×10-5～9.3×10-4 (cm/sec) 

 

7)有効空隙率 

有効空隙率は 0.15 を使用した。 

 

(3)検証結果 

図 7.3.3-3 には地下水位平面分布の再現結果を示す。 

 

 

図 7.3.3-3 検証結果 
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7.3.4 将来予測計算 

 

(1)地下水開発計画 

現在地下水開発計画としては、表 7.3.4-1 に示す 4 ケースが想定されている。 

 

表 7.3.4-1 地下水開発計画 
ケース 内容 開発井戸 開発量 

Case-1 Ambovombe 市内付近の深井戸 F015 を水源として

Ambovombe 市内に生活用水を供給する。 
F015 230 m3/日 

(83,950 m3/年) 

Case-2 北部岩盤地帯の地下水を水源として Ambovombe 市内に飲

料水を供給する。 
F006 275 m3/日 

(100,375m3/年)

Case-3 Ambovombe 市内付近の深井戸 F015 を水源として

Ambovombe 市内及び海岸砂丘地帯に生活用水を供給する。
F015 1,790 m3/日 

(653,350 m3/年)

Case-4 北部岩盤地帯の地下水を水源として Ambovombe 市内及び

海岸砂丘地帯に飲料水を供給する。 
F006 2,065 m3/日 

(753,725 m3/年)

 

(2)計算方法 

予測計算では設定した地下水開発計画の導入により、地下水位の低下とそれに伴う海水（塩水）

侵入域の急激な拡大といった影響が生じるかどうかを確認する。 

ここでは以下の通り、ケーススタディを実施して検証を行うこととした。 

① 前項で示した現況再現モデルを使用とする。 

② F015 井戸の揚水量を 0～5,000(m3/日)まで変化させて地下水位の低下量を確認する。 

③ F006 井戸の揚水量を 0～5,000(m3/日)まで変化させて地下水位の低下量を確認する。 

④ 上記地下水位低下量の確認と併せて塩水侵入範囲の変化も確認する。 

⑤ 計算期間は 10 年間とした。 

 

(3)モニタリング箇所の設定 

地下水位及び塩水侵入範囲の確認は、F015 井戸から海岸線までの区間におよそ 1km 間隔で観測箇

所を設定してこれらの水位及び水質の変化を求めることで行った。 

図 7.3.4-1 は、水位・水質モニタリング箇所の設定状況を示す。 

 
図 7.3.4-1 モニタリング井戸設置箇所 

井戸 F015

モニタリング井戸
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(4)計算結果 

図 7.3.4-2 は、予測計算から得られた F015 井戸の揚水量変化（Q=0、1,000、2,000、3,000、4,000、

5,000 m3/日）に伴う観測井戸（含む揚水井戸）の水位低下量と塩分濃度の変化量の関係図を示す。

図の通り、F015 井戸の揚水量の増加とともに水位低下量及び塩分濃度は増加しているが、塩分濃

度の変化（塩水侵入の程度）は No.6 井戸までのみ確認され、それより内陸側では濃度の変化は生

じていない。 

さらに、この結果は F006 井戸の揚水条件（0～5,000 m3/日）を（F015 の揚水条件と同時に）与え

た場合も同様の結果となった。従って給水計画で予定されている地下水開発を行った場合でも、

地下水位の大幅な低下による塩水侵入は生じることはないという結果が得られた。 
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図 7.3.4-2 計算結果 
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7.3.5 試掘井戸 F015 の地下水開発可能性評価 

 

(1)目的 

試掘調査の結果、試掘井 F015 地点において表層に塩分濃度の低い層（電気伝導度 300mS/m～

400mS/m 程度）の存在が確認された。 

 

これまで行われた現地調査の結果では、この層の分布範囲やこの層の生成要因等に関する詳細な

情報は把握されていない。従い、ここでは現地調査結果から推定される仮定に基づいて当該低塩

分濃度層の再現を試み、そのうえで地下水開発を導入した場合の塩分濃度の変化を予測計算によ

り検討する。 

 

(2)境界条件 

1)初期塩分濃度 

現地調査の結果、沿岸部の試掘井戸 F015 に低塩分濃度の層が存在することが確認された。図

7.3.5-1 は,F015 及び F030 井戸の水質鉛直プロファイルの結果を示す。 
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図 7.3.5-1 沿岸部低塩分濃度の分布状況 

 

図の通り、F015 井戸の地下水面下およそ 10m 程度の厚さで電気伝導度が 500mS/m 以下の低濃度

層が存在している。また、この層は F030 井戸にはわずかに存在するが、その他の箇所では確認さ

れていないため、F015 井戸を中心として 10km ほどの範囲を分布域と考えた。 

そこで、下図に示す範囲に低塩分濃度分布域に相当するエリアとして初期塩分濃度＝1,500mg/ℓ

（電気伝導度換算でおよそ 300mS/m）で（解析メッシュでは第 1 層から第 4 層まで）与えた。図

7.3.5-2 に初期塩分濃度条件を示す。 

 

F015

F030

F015 井戸低塩分濃度層 
（EC 500mS/m 未満） 
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図 7.3.5-2 初期塩分濃度設定状況 

 

2)涵養量の塩分濃度 

涵養量の塩分濃度条件は、上述の低塩分濃度箇所についてのみ Ambovombe 市内の浅井戸内地下

水の塩分濃度最低値を参考にして 500 mg/ℓの値を設定した。 

 

3)揚水井戸と観測井戸の設置 

F015 の水質変化を把握するために、図 7.3.5-3 に示すようなモニタリング井戸を設置した。 

EC=200mS/m の区間 
→塩分濃度=1,000mg/lit 

EC=500mS/m の区間 
→塩分濃度=2,500mg/lit 

EC=300mS/m の区間 
→塩分濃度=1,500mg/lit 

EC=300mS/m の区間 
→塩分濃度=1,500mg/lit 

EC=500mS/m の区間 
→塩分濃度=2,500mg/lit 
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図 7.3.5-3 モニタリング井戸設定状況 

 

(3)計算結果 

上記初期設定条件により 10 年間の計算を行った。図 7.3.5-4 に計算結果（第 4 層の塩分濃度平面

分布状況と鉛直断面分布状況）を示す。 

 

 
図 7.3.5-4 (a) 塩分濃度分布状況（平面） 

 

 

図 7.3.5-4 (b) 塩分濃度分布状況（鉛直断面） 
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図 7.3.5-4 に示すとおり、F015 井戸の箇所で厚さおよそ 12m の低塩分濃度層が再現されたことが

わかる。また、図 7.3.5-5 には、モニタリング箇所の塩分濃度および電気伝導度の計算結果を示す。 
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図 7.3.5-5 塩分濃度と電気伝導度の経年変化 

 

(4)揚水時の水質変化 

1)揚水井戸の設定 

上記の通り、F015 井戸周辺の低塩分濃度層再現モデルを用いて当該井戸で揚水を行った場合の塩

分濃度の変化を検討した。ここで、F015 井戸のスクリーンは、低塩分濃度層から取水することを

想定し第四層のみに設定した。 

 

2)揚水量 

揚水量は、250、500、1,000、1,500、2,000、3,000、4,000、5,000 m3/日の 8 段階に設定した。 

 

3)計算結果 

図 7.3.5-6 には、揚水量を 0～5,000 m3/日に変化させた場合の水質モニタリング井戸第 4 層中間点

の塩分濃度変化を示す。 

図の通り、揚水量の増加に伴って塩分濃度も上昇していくが、揚水量 3,000 m3/日以上のケースで

は最終的な塩分濃度は 2,200mg/ℓ（電気伝導度換算＝430mS/m）に収束しており、それ以上の塩分

濃度の上昇は生じないという結果になった。 
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図 7.3.5-6 F015 井戸第 4 層の塩分濃度と電気伝導度の変化 
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(5)ケーススタディ I （低塩分濃度地域を減少させた場合） 

同様のモデルを用いて、いくつかの境界条件を変えた場合について同様に予測計算を行った。ケ

ーススタディⅠでは、低塩分濃度地域の面積が半分になった場合について予測計算を行った。 

図 7.3.5-7 には、ケーススタディⅠでの初期塩分濃度条件を示した。 

 

 
図 7.3.5-7 ケーススタディでの初期塩分濃度条件 

 

図 7.3.5-8 は、揚水量を 0～5,000 m3/日に変化させた場合の水質モニタリング井戸第 4 層中間点の

塩分濃度変化を示す。図の通り、塩分濃度が若干上昇しているが、低塩分濃度地域の面積を半分

にする以前とほぼ同等の値となった。従って、面積を半分にした場合でも、影響はほとんどない

といえる。 
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図 7.3.5-8 F015 井戸第四層の塩分濃度と電気伝導度の変化 

 

(6)ケーススタディ II （低塩分濃度地域直下帯水層の地下水塩分濃度を変化させた場合） 

ケーススタディⅡでは、低塩分濃度層（モデルでの第 4 層）直下の第 5、第 6 層の塩分濃度を

2,500mg/ℓから 4,000mg/ℓ及び 5,500mg/ℓに変化させた場合における予測計算を行った。 

図 7.3.5-9 に計算結果を示す。図の通り、第 5、第 6 層の塩分濃度を変化させた場合、第 4 層での

地下水塩分濃度の値は急激に増大するという結果になった。 

従って、今後 F015 井戸において地下水開発を行う場合は、低塩分濃度層直下の地下水塩分濃度の

EC=200mS/m の区間 
→塩分濃度=1,000mg/lit 

EC=500mS/m の区間 
→塩分濃度=2,500mg/lit 

EC=300mS/m の区間 
→塩分濃度=1,500mg/lit 
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値を精度良くモニタリングすることが重要であると考えられる。 
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図 7.3.5-9  F015 井戸第 4 層の塩分濃度と電気伝導度の変化 

 

7.4 地下水モニタリング計画 
 

(1)概要 

地下水モニタリングは、地下水資源を管理する上で重要な事項である。地下水シミュレーション

によって、地下水環境への影響を予測することは可能であるが、実際のモニタリングによりその

影響予測の精度を検証することが可能になる。 

 

(2)モニタリング計画 

本調査を通じて、地下水位と地下水の水質についてモニタリングを行った。また、自動観測機器

によって、水位と水質の連続観測も行われた。 

そこで、これら機器を本調査終了後も活用してモニタリングを継続する必要がある。 

図 7.4-1 および 7.4-2 には、自動観測機器が設置されている箇所の位置図を示している。これら機

器を用いて、基本的にはAmbovombeのAESの職員が実際のモニタリングを行い、首都Antananarivo

の MEM の職員が、これらデータの監理を行うという体制での実施を提案する。 

 

図 7.4-3 にはモニタリング実施体制（案）を示す。 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 7 章 地下水ポテンシャル 

 

 7 - 23

 

図 7.4-1 地下水モニタリング地点位置図 

 

 

図 7.4-2 地下水モニタリング地点位置図（Ambovombe 市内） 
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図 7.4-3 地下水モニタリング体制 

 

********** 

MEM 

AES 技術者 
（Ambovombe） 

MEM 技術者 
（首都 Antananarivo） 

AES 

 データ蓄積 
 データ確認 
 データ評価 

 モニタリング作業

 データ送付 
 機器整備 

報告 

指示 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 8 章 給水計画 

 8-1

第 8 章 給水計画  
 

8.1 基本条件 
 
8.1.1 給水区域 

 

調査対象地域の給水区域は、都市部の Ambovombe 市と村落部のコミューンの 2 地区に区分され

る。 

(1) 都市部の Ambovombe 市(コミューン) 

1) 2005 年の人口 :  38,213 人、 58 フクタン 

(2) 上記以外の村落部コミューン 

1) 2005 年の人口 :  239,767 人、332 フクタン 

2) 調査団による給水区域の分類(2005 年)と自立的な給水施設の提案 

-人口 300 人以下:         1,183 村落: 手押しポンプ揚水施設 

-人口 300 人以上 1,000 人以下 :    164 村落 :手押しポンプないし太陽光利用揚水施設 

-人口 1,000 人以上 2,000 人 :  3 村落：太陽光利用揚水施設 

3) 水源：飲料可能な地下水 

 
図 8.1.1 -  給水対象地区 

 

8.1.2 水需要 

 

(1) 給水人口 

2005 年 2 月～4 月の人口調査によると、調査対象 15 コミューン、390 フクタンの人口は、下表に

示す通り、277,980 人であった。 
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表 8.1.2-  給水対象コミューンの人口と村落数（フクタン） 
No. コミューン 村落数 

（フクタン）

人口(2005)
(人) 

人口予測 
（2015） 

(人) 

水需要 
(2015) 

（m3/日） 

調査村落 
（フクタン）

  

1 Ambanisarika 12 11,112 16,592 166 11 

2 Ambazoa 20 15,168 22,648 226 20 

3 Ambohimalaza 15 13,395 20,000 200 14 

4 Ambonaivo 15 9,001 13,440 134 13 

5 Ambondro 23 18,556 27,706 277 22 

6 Ambovombe-Androy 58 38,213 42,000 420 50 

7 Analamary 15 10,509 15,691 157 14 

8 Antanimora  38 22,725 33,931 339 19 

9 Antaritarika 24 14,037 20,959 210 23 

10 Beanantra 26 12,404 18,521 185 22 

11 Erada 17 10,799 16,124 161 17 

12 Maroalomainty 32 32,645 48,743 487 32 

13 Maroalopoty 50 36,394 54 ,340 543 41 

14 Sihanamaro 28 20,120 30,041 300 12 

15 Tsimananada 17 12,902 19,264 193 16 

 Antaritarika 除く合計 366 263,943 366,069 3,661 303 

 総合計 390 277,980 400,000 4,000 326 

 

(2) 目標年次 

給水目標年次は、ミレニアム開発目標年次(MDG)の 2015 年である。 

 

(3) 人口増加率 

人口増加率は、対象 2 県の 2002 年～2005 年について、Ambovombe-Androy 県の人口増加は、16,388

人で 6.1% の増加率、Tsihombe 県は 19,568 人で 27.5%の増加率である。一方、地方村落部 15 コミ

ューンの増加率は 35.5％と報告されているが、Ambovombe 都市部の増加率は比較的少ない 。 

給水対象地区の 2015 年の人口は、ロジスチック曲線法(Logistic Curve Method)により、総人口は

400,000 人と推定され、Ambovombe 市は 42,000 人、それ以外の村落部は 358,000 人である。 

 
(4) 給水原単位  

給水原単位は、安全な地下水を 10 ℓ/人・日を給水する。 

 

(5) 水需要量 

Ambovombe 市およびそれ以外の村落部の目標年次 2015 年の水需要量は、給水原単位 10 ℓ/人・日

であるため、それぞれ 420 m3/日と 3,580 m3/日となる。 
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表 8.1.2-2  給水対象人口と水需要量 
項目 実績値 予測値 

 年次 2005 2015 
1. 給水対象地区の総人口 278,000 400,000 

1-1) Ambovombe 市以外の村落部 239,800 358,000 
1-2) Ambovombe 市 38,200 42,000 

2. 水需要量 (m3/日) 
 10 ℓ/人・日 2,780 4,000 

2-1) Ambovombe 市以外の村落部の水需要量  
 10 ℓ/人・日 2,398 3,580 
2-2) Ambovombe 市の水需要量  

 10 ℓ/人・日 382 420 
 

8.1.3  水源と給水区域 

 
調査対象地域の最適な水源は、地下水である。地表からの汚染のない深井戸から揚水する。地下

水は、乾季においても安全で安定した量が供給可能である。調査対象地域の平坦な Ambovombe

盆地では、厚い第四紀沖積層が基盤岩を覆っている。粘土、砂礫、砂岩や礫岩が、不圧地下水層

を形成している。一方、Ambovombe 盆地の北部の Antanimora や Manave の丘陵部では花崗片麻岩

や片岩の風化帯が露頭し、半被圧ないし被圧地下水を形成している。給水対象地域を、下図の通

り、A, B, C, D, E, F ゾーンの各ゾーンに区分すると、主な給水対象地区は、Ambovombe 市の D ゾ

ーンと海岸地域の E ゾーンである。 

 

図 8.1.3-1  給水対象地区のゾーン区分 
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8.2 給水計画代替案 
 

8.2.1  給水計画代替案の検討 

 

水資源調査は、給水対象地区に対して年間を通じて安定で安全な水源としての地下水を中心に総

合的に検討した。試掘調査は、給水対象村落に 1 水源 1 給水施設を目標に、20 井の深井戸と 5 井

の手掘り井戸を試掘した。成功した試掘井を利用して 5 ヶ所で、パイロットプロジェクトによる

給水施設を建設した。試掘調査結果による、安定で安全な水源としての地下水ポテンシャルは、以

下の 2 地区に限定された。 

1) Ambovombe 市郊外 (F015: 生活用水) 

2) Antanimora 地区 (F001、 F006 、F006B: 飲料水) 

 

【D: 飲料水供給計画案】 

給水計画代替案(D1 – D3) は、Ambovombe 市郊外の試掘井（F015）水源を利用する案で、水質的

にはマダガスカル国基準値限界であるが、立地条件が良好なため生活用水として利用することが

可能である。一方、給水代替案(D4 – D6)は、Antanimora 地区の試掘井(F001, F006 及び F006B)を

活用する計画案で、飲料水水源である。このため、給水計画は、以下の点を考慮して選定する。 

1) 運営維持管理は現状の AES 技術レベルで可能な施設。 

2) 水料金は、持続的な給水施設の運営維持管理が可能な更新費を含み、現状の水価格バケツ 1

杯 100Ar/13ℓ (¥5.6/13ℓ)以下で独立採算制が可能な施設。 

3) 住民の支払い可能な水料金、50～100 Ar/13ℓ (¥2.8～5.6/13ℓ) である。 

4) 南部給水公社(AES) は 1980 年代に設立されたが、燃料費の高騰、補助金の縮小ほかの理由に

より、2006 年 7 月現在のバケツ 1 杯の原価は 150～500 Ar/13ℓとなっている。一方、公定水価

格は 100 Ar /13ℓである。 

5) 給水計画代替案(D1 ‐ D6)のバケツ 1 杯の水価格は、30～50Ar/13ℓと試算される。 

 

給水計画代替の（D1 と D2）は、Ambovombe 市郊外の水源（F015）を活用し、最も優先度の高い

Ambovombe 市とその周辺地区(ゾーン D)に給水する案である。 

給水代替案（D1）と（D2）の違いは以下となる。 

1) (D1)は揚水の動力源をディーゼル発電方式で独自に行う。 

2) (D2)は JIRAMA の商用電源を活用する。 

だたし、現状の Ambovombe 市における JIRAMA の電力供給量は十分とはいえない。しかし、運

営維持管理費の経済性の点では非常に効率的であるため、現実的な計画としては(D1)から、将来

的に(D2)へと転換していくと考えられる。 

 

代替案(D3)は、試掘井(F015)を活用して、海岸砂丘地帯（ゾーン E）に給水する案である。水源の

水質は塩分濃度が高く、WHO 飲料水基準に適合しない生活用水であるが、以下に説明する計画

D4 を採用しない場合の代替案となる。 

 

最も効率の良い給水施設は、1 村落 1 水源である。ただし、地下水水源（F015）の水質は塩分濃
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度が高く（EC：300mS/m）飲料用には適さないが、炊事、洗濯、シャワー等の生活用水として使

用可能である。よって、現在、生活用水確保に困窮する Ambovombe 市及び周辺地区 4 万人に対

して、緊急に給水改善を行う計画として実施する。給水システムは適正規模で、裨益住民当たり

の投資コストも適切である。運営費を含む水の生産コストは 20－30 Ar/13ℓバケツと試算され、現

在の 100 Ar/13ℓバケツの改善策として、また、運営維持管理機関である南部給水公社（AES）の

経営改善に十二分に寄与すると判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.2.1-1  給水計画代替案 (D1～D6) 

 

表 8.2.1-1  給水計画代替案 (D1 – D6) 基本事項の比較 

水源 
裨益人口 
(計画対象 
給水人口) 

直接 
工事費

裨益人口一人

当たり建設 
コスト 

水生産 
コスト 

（施設更新費

含まず） 

採算割れ

しない 
最小 

水生産量 

月単位の運営・維

持管理費 (生産コ

ストによる) 

 人 ¥ ¥/人≒（Ar /人) 13ℓバケツ (m3/日) 百万/月 

D1 
Ambovombe  
郊外 (F015) 

40,000 ¥1.3 億
3,250 

(54,000)
¥1.1

(Ar20)
400 

¥1.04
 (Ar18.5)

D2 
Ambovombe 

 郊外 (F015) 
40,000 ¥1.3 億

3,250 
(54,000)

¥0.84
(Ar15)

400  
¥0.78

 (Ar13.9)

D3 
Ambovombe  
郊外 (F015) 

179,000 ¥11.0 億
6,145 

(108,000)
¥1.4

(Ar25)
400  

¥1.29
 (Ar23.1)

D4 
Antanimora 

 地区(F006B) 
206,500 ¥23.0 億

11,380
 (198,000)

¥0.84
(Ar15)

700  
¥1.36

 (Ar24.2)

D5 
Antanimora 

地区(F006B) 
206,500 ¥23.0 億

11,380
 (198,000)

¥1.4
(Ar25)

700 
¥2.26

 (Ar40.4)

D6 
Antanimora 

地区(F006B) 
84,500 ¥13.0 億 

15,300
 (270,000)

¥1.4
(Ar25)

400  
¥1.29

 (Ar23.1)
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D 

Ambovombe 市給水計画 
D1（ディーゼル発電単独の給水施設）

D2（JIRAMA 商用電力利用） 

海岸砂丘地帯への給水計画 
D3（ディーゼル発電単独の給水施設） 

Ambovombe 市と海岸砂丘地帯への給水計画 

D4(太陽光及びディーゼル利用給水施設） 

D5（ディーゼル発電単独の給水施設） 

Ambovombe 市給水計画 
D6（ディーゼル発電単独の給水施設）

E 
WS（F015）：(D1-D3)  
WS（F006B）:（D4-D6） 
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一方、給水代替案 (D4 – D6)は、Antanimora 地区の WHO 水質基準を満たす飲料水を水源とする案

である。水源から給水区域の Ambovombe 市へは、送水管路約 60km が必要で、さらに最終地点の

海岸砂丘地帯の Antaritarika へは 50 数 km の送水管路が必要である。しかし、地形的な利点があ

り、水源地点からの約 80m の標高差を利用して自然流下で最終地点の Antaritarika に給水が可能

である。   

 

給水計画(D4 と D5)は、水源から最終給水地点までの給水対象地域のほぼ全域を一貫したプロジェ

クトとして給水する計画案で、実施工期は 5 年間程度が必要である。このため、最も必要とされ

る飲料水の供給計画を期分けして計画するが、それぞれの完結性を持たせて実施する。 

1)  (D4)は、太陽光を利用した給水システムを 4 ヶ所以上設置して、燃料費や運営維持管理費の

低減を考慮した案である。 

2)  (D5)は、動力源をディーゼル発電として、3 ヶ所の揚水施設に集中し、初期投資の低減と運

営の効率化を図る案である。 (表 8.2.1-1 参照) 

 

給水計画(D6)は、Antanimora 地区の清浄で安定した地下水を、対象地域で最も優先順位の高い

Ambovombe 市に飲料水として給水する計画である。  

 

給水計画(D1 ‐ D6) は、水料金が現状のバケツ 1 杯 100Ar/13ℓよりも安価に、給水施設の更新性を

含む持続的な運営維持管理を、独立採算制を考慮して計画している。このため、各案の実施に当

っては、上記独立採算制を実行する運営維持管理の組織体制が必要である。体制案としては、既

存の AES の活用と新規の独立組織の設立(民営化)などの案がある。調査の結果、対象地域の水問

題を総合的に検討している現在のAESの経験を活用した組織改革と強化が最もふさわしいと思料

される。このため、計画(D1)緊急実施案(2007)の着手と同時に、AES の技術経営支援のためのプロ

ジェクト技術強化(S1)に着手し、計画(D1)による Ambovombe 市内の給水により得られる水収入を

より効率的に活用し、経営改善に取り組む必要がある。さらに、2008 年以降の対象地域の給水改

善計画の具現化に向けて、 計画(D4) の具体的な実施案を、実施機関（MEM）、地方自治体、EU

やアフリカ開発銀行そして NGO など同地域で活動している組織との連携･協調体制を構築す

る。具体的には、多様な分野を総合的に技術支援する(S1、S2 そして S3)の実施が必要である。2006

年 11 月、MEM によるミニパイプ（Ambassary-Sampona）も送水を開始したため、技術支援計画（S4）

として Ambovombe 市や海岸砂丘地帯への給水の関連性を検討する。具体的な対応については、下

記のものが含まれる。 

1) 自然流下式の管路給水計画と保健衛生計画に伴う天水溜の改修、建設計画の調整と推進。 

2) 水料金を住民の支払い意志の範囲内（50-100 Ar /13ℓバケツ）で実行するため AES の経営・組

織強化、支援。 

3) 既存パイプライン（Beloha-Tsihombe 間 140km）の技術的・経営・運営組織強化、緊急改善の

ための技術支援。 

4) ミニパイプ（Ambasary-Sampona）の送水開始に伴う、Ambovombe 市や海岸地域への給水のた

めの管路の延長に係る技術支援。 

 

次に、天水溜設置の優先順位は、恒久的な給水施設や地下水源のある地域より、10km 以上離れた
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地域を優先して実施する。 

1) 優先順位 1： 管路系給水の恩恵が小さい 10km 以上離れた地域 

Analamary（12基）、Maroaropoty（43基）、Maroaromainty（29基）、Beanantara（25基）、Shihanamara

北西部（17 基）、Ambovombe の中央部から北部（38 基）、計 164 基が対象となる。 

2) 優先順位 2： 海岸砂丘地帯の管路系給水が実施されない場合の地域 

Antaritarika（27 基）、Ambazoa（15 基）、Erada（14 基）、Tsimananada（8 基）、計 64 基が対

象となる。 

3) 優先順位 3： 上記条件に適合する地域を除外した 4 フクタン 53 基が対象となる。 

天水溜の設置場所については、既存天水溜の評価を含め水源からの距離で選定する。天水溜と既

存水源までの距離を 5km に 1 基として、水源の空白地帯をなくするように順次実施する。 

 

給水計画(D7) は、大型天水溜の建設である。2006 年に実施された開発計画策定のための各コミュ

ーンへの要望調査でも上位にはいっており、水源がない条件下では、季節的制限があっても必要

とされている。しかし、調査結果では、その稼働率が低く、貯水槽に亀裂や漏水が発生した場合

の修繕が技術的、資金的に難易度が高いことも事実である。ただし、天水溜の貯水槽は水がなく

なる期間があるなど、施設の耐久性を保障できる条件ではないため、安全で安定な給水がなされ

ない地域に限り、緊急的、一時的対応として設置すべきである。大型天水溜の建設は、保健衛生

の技術支援と一体で、目標年次 2015 年に向けて実施すべきである。 

1) 優先順位 1 (2007-2010): 管路給水施設の恩恵が少い 10km 以上離れた地域 164 コミューン。 

2) 優先順位 2 (2011-2013): 海岸砂丘地帯の管路系給水が実施されない場合の 64 コミューン。 

3) 優先順位 3 (2014-2015): 上記条件に適合する地域を除外した 4 フクタン 53 コミューンを対象

とする。 

計画(D8)は、公共施設の屋根を集水面(約 100 ㎡)として利用する天水溜で、貯水槽の容量は通常

10 m3 が基準となっている。 

計画(D9)は、各家庭の屋根を利用して集水するタイプの天水溜で、貯水槽は HDPE タンクを使用

し、住民が独自に集水システムを建設する案である。  

計画(D10) は、水路などで集めた天水を地下の人工的な貯水空間に遮水シートを活用して建設す

る地下貯水槽である。コンクリート部は一部分となるため、施工は簡単にできる。  

計画 (D11 と D12)は、上記(D7-D10) の天水溜の水を飲料用に利用する場合、保存のための滅菌

剤、腐敗防止剤の使用である。   

 

その他の計画は次の通りである。 

計画(D13) は、給水トラックに係る検討である。  

計画(D14) は、地下水ポテンシャルがある地域への対応策である。 

計画 (D15)は、塩分濃度が高い水の淡水化装置で、運転維持管理には圧力をかけるための動力お

よびフィルター類の交換が必要となる。  

計画 (D16)は、安全な飲料水確保に関して、煮沸の普及である。  

 

 

【DM: 生活用水供給案】 
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計画 (DM1) は、ハンドポンプの活用で、現在パイロットプロジェクトでロープポンプとヴェル

ニエポンプの 2 機種を設置する。  

計画 (DM2) は、くぼ地の活用である。  

 

【P: 地域特性を生かした水供給用動力案】 

計画 (P1) は、風力発電の導入である。  

計画 (P2)は、送水管路の落差を利用するマイクロ発電である。  

 

【L: 水供給状況改善をサポートする行政事項】 

下記のような課題に対する基本方針を、実際の衛生管理、規制を MEM、地方自治体及びコミュー

ンとの協議を踏まえ、改善策と規制の公布/適用まで支援する。 

 

計画 (L1) は、水の販売に係る法制の問題に対するものである。現在、Ambovombe 市街地で販売

する水売りに対して、登録制は取っているものの販売料金に関する規制はない。 

計画 (L2) は、既存井戸の以下のような問題とそれを改善するための計画である。 

♦ 蓋がないため、上部から異物が入る。蓋は木の板で製作することになるが、井戸口径が大き

く崩壊している井戸など、設置が難しい場合もある。また、設置義務を怠った場合、どのよ

うに強制させるか課題となる。 

♦ 便所は浸透式であるため、住宅密集地にある地下水は糞尿で汚染されている可能性が高い。 

♦ 井戸近傍で洗濯をしているため、その排水が浸透して井戸に戻る可能性が高い。 

計画 (L3)は、上記計画 (L2)と重複する部分もあるが、井戸立地規制に焦点をあてる。Ambovombe

市の南東部では水質が良く、現在人家もほとんどないが、今後、人口増加に伴い地表からの汚染

に対する水源保護対策が必要である。また、南東部に限らず AES が取水している Ambovombe 市

内の浅井戸や、他の地域でも重要な水源の立地規制が必要である。(L2)と同様、実際に規制を担

当することとなるコミューンと MEM との協議や、どのような規制を制定して公布/適用を行うか

などの具体的な支援が必要である。  

計画 (L4)は、管路給水施設が建設されても遠隔地へ水の運搬は必要である。しかし、牛車による

運搬は、高額料金で販売されたり、あるいは、村落内の互助的ボランティアに頼ったりしている

のが現状で、効率よく水が遠隔地に供給されているとは言い難い。水の販売を奨励するために

も、水の販売量によりコミューンもしくは水供給事業体より、報酬を出すなど、拡販を促進する

制度が必要である。  

計画 (L5)は、南部地域の給水事業を民活で実施する案であるが、受け皿の選定など具体的な作業

は進んでおらず、既存の AES の存在は不可欠である。しかし、現状の活動状況と累積赤字から存

続が困難な状況であり、緊急にその経営改善が必要である。  

 

計画対象地域はマ国において最貧困地域であり、2015 年のミレニアム開発目標の達成に向けて、無

償資金協力、技術協力プロジェクト、コミュニティ開発支援無償などを考慮した、総合的な貧困

削減、特に飲料水供給課題に対する迅速、かつ、現地の要求に適した柔軟な対応が必要である。 
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る
た
め
の
高
架
調
整
水
槽

15
0m

3 と
す
れ
ば
、
自
然
流
下

式
送
水
時
間
を

12
hr
以
上
に
延
長
可
能
）
深
井
戸

(φ
6”
、
井
戸
深
度

63
m
、
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
方
式
揚
水
量

Q
=5

0m
3 /h

rx
12

hr
=6

00
m

3 /日
/井
戸

)

１
）　

A
m

bo
vo

m
be
市
住
民

23
,0

00
人
、

2）
　
海
岸
砂
丘
村
落
住
民

17
9,

00
0人
、

3）
　

A
nt

an
im

or
a水
源
住
民

4,
50

0人
、

計
：
　
　
　

20
6,

50
0人
、

4）
　
給
水
量

10
L/
日

/人
(2

,0
65

0m
3 /日

)

1
1
1

20
6,

50
0

2,
30

0百
万
円

/2
06

,5
00

=1
.1
万
円

/人

D
6
飲
料
水

（
短
期
改
善
）

A
nt

an
im

or
aの
水
源

(F
00

6B
)を
利

用
し
た

A
m

bo
vo

m
be
市
街
地
の
み

を
対
象
と
し
た
給
水
施
設

(デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
方
式

)

深
井
戸

2井
(φ

8”
、
井
戸
深
度

63
m
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
揚
水
能
力

60
0m

3 /日
/井
、

高
架
調
整
水
槽

15
0m

3 )　
自
然
流
下
式
管
路

(A
nt

an
im

or
a･

A
m

bo
vo

m
be
間
φ

30
0m

m
、

L=
63

km
、

Q
=5

0m
3/

hr
）
給
水
施
設

(高
架
水
槽

10
0m

3 、
市
内
管
路

10
km
、
配
水
管
路

10
km
、
公
共
水
栓

35
基

)

１
）　

A
m

bo
vo

m
be
市
住
民

23
,0

00
人
、

2）
　

A
m

bo
hi

m
al

az
a村
落
民

57
,0

00
人
、

3）
　

A
nt

an
im

or
a水
源
住
民

4,
50

0人
、

計
：
　
　
　

84
,5

00
人
、

4）
　
給
水
量

10
L/
日

/人
(8

45
m

3 /日
)

1
1

1
84

,5
00

1,
30

0百
万
円

/8
4,

50
0

=1
.5
万
円

/人

D
7

飲
料
水

天
水
溜
め

1
公
共
大
型

雨
季
＋
1ヵ
月
（
計

5ヵ
月
）
の
給
水
を
改
善
す
る
。

ﾌ
ｸ
ﾀ
ﾝ
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ
を
対
象
と
し
、
集
め
る
面
積

10
00

m
2 、
ﾀ
ﾝ
ｸ
容
量

12
0m

3
地
下
水
源
や
既
存
天
水
だ
め
の
な
い

28
1

フ
ク
タ
ン

1
1

1
フ
ク
タ
ン
平
均
人
口

を
50

0人
と
す
る
と

14
0,

50
0

10
百
万
円

/5
00
人

=2
万
円

/人

D
8

飲
料
水

天
水
溜
め

2
公
共
中
型

公
共
施
設
の
屋
根
を
利
用
し
た
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ
　

10
0m

2 、
ﾀ
ﾝ
ｸ

10
m

3
上
記
と
同
様
、
ﾀ
ｲ
ﾌ
ﾟ1
と
の
差
別
化
は
今
後

つ
め
る
。
同
様
に

N
G

O
に
よ
り
建
設
が
ほ
と

ん
ど
で
さ
れ
て
い
る
。

1
1
1
裨
益
対
象
を
受
け
る

住
民
は
建
設
地
周
辺

住
民
と
な
る
が
、

1基
で

50
0人
程
度
。
要

望
で
数
は
決
定
す

る
。

百
万
円

/5
00
人

=0
.2
万
円

/人

D
9

飲
料
水

天
水
溜
め

3
共
同
小
型

民
家
屋
根
集
水
面
積

50
m

3 　
ﾀ
ﾝ
ｸ

5m
3 、
屋
根
の
改
良
も
含
む

A
m

bo
vo

m
be
を
除
く
全
て
の
地
域

1
1
1

1基
で

2世
帯
か
ら

3
世
帯
、

60
万
円

/7
人

=9
万
円

/人

D
10

飲
料
水

天
水
溜
め

4
公
共
大
型

・
地
下
に
人
工
的
な
貯
水
空
間
を
形
成
し
、
雨
水
を
貯
留
す
る
シ
ス
テ
ム
。

・
メ
ー
カ
ー
等
で
提
案
さ
れ
校
庭
等
に
建
設
さ
れ
て
い
る
。

・
集
水
面
積

10
00

m
2 　
貯
水
槽

12
0m

3 と
す
る
。

地
下
水
源
や
既
存
天
水
だ
め
の
な
い

28
1

箇
所
の
フ
ク
タ
ン

1
1
1
フ
ク
タ
ン
平
均
人
口

を
50

0 人
と
す
る
と

14
0,

50
0

13
百
万
円

/5
00
人

=2
.6
万
円

/ 人

D
11

飲
料
水

滅
菌
剤
利
用
教
育

滅
菌
剤

Su
r e

au
等
を
使
用
し
た
水
滅
菌
の
衛
生
教
育
。

A
m

bo
vo

m
be
を
除
く
全
て
の
地
域

1
1
1

23
1,

83
1

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

D
12

飲
料
水

防
腐
剤
利
用
教
育

滅
菌
を
兼
ね
た
防
腐
剤
と
水
腐
敗
防
止
と
衛
生
教
育
。

A
m

bo
vo

m
be
を
除
く
全
て
の
地
域

1
1
1

23
1,

83
1

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

D
13

飲
料
水

給
水
車
１

・
A

nt
an

im
or

aか
ら

A
m

bo
vo

m
be
ま
で
の
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
建
設
が
前
提
で
あ
る
。

・
A

m
bo

ss
ar

yか
ら

A
m

bo
vo

m
be
を
水
源
と
し
た
シ
ス
テ
ム
に
切
り
替
え
る
。

・
6m

3 給
水
車
調
達

A
m

bo
vo

m
be
を
除
く
全
て
の
地
域

1
1

1台
で

6,
00

0人
の
裨

益
85

4万
/6

00
0人

=1
42

3円

D
14

飲
料
水

Im
on

gy
周
辺
ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ

・
10

0m
揚
程
の
あ
る

H
PV

10
0を
想
定
し
、
人
口

10
0人
以
上
の
村
落
に
設
置
す
る
。

揚
程
に
限
界
が
あ
る
た
め
標
高

10
0m
以
下
の
村
落
の
み
。

・
11

0ｍ
井
戸
、
付
帯
施
設
建
設
、
ポ
ン
プ
部
品
販
売
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
、
修
理
人
網
の
構
築
。

Im
on

gy
、

A
nt

ar
ita

rik
a北
部
、

M
an

an
vo

vo
川
流
域

1
16

,2
59

75
4万
円

/2
00
人

=3
.8
万
円

D
15

飲
料
水

淡
水
化
装
置

塩
分
濃
度
の
高
い
水
の
塩
分
を
除
去
す
る
。

井
戸
、
高
架
水
槽
、
公
共
水
栓
の
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
構
成
に
淡
水
化
装
置
を
設
置
す
る
。
ポ
ン

プ
と
淡
水
化
装
置
電
源
と
し
て
ソ
ー
ラ
ー
電
源
を
装
置
す
る
。

地
下
水
の
塩
分
濃
度
が
高
い
全
て
の
地
域

1
1
1
1

25
2,

83
0

具
体
的
に
計
画
を
立

て
て
か
ら
判
明
す
る

D
16

飲
料
水

煮
沸
衛
生
教
育

安
全
な
飲
料
確
保
と
し
て
煮
沸
の
普
及
を
す
る
。

全
て
の
地
域

1
1
1

23
1,

83
1

具
体
的
に
計
画
を
立

て
て
か
ら
判
明
す
る

D
M

1
生
活
用
水

ﾊ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ

EC
3,

00
0か
ら

10
,0

00
µS

/c
m
程
度
の
水
を
期
待
し
て
、
水
位

10
0m
ま
で
揚
水
可
能

な
人
力
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟを
設
置
す
る
。
対
象
地
域
は
標
高

10
0m
ま
で
の
地
点
と
な
る
た
め
、

崖
上
の
海
岸
沿
い
、
若
し
く
は
、
砂
丘
谷
部
の
標
高
の
低
い
地
域
。

・海
岸
部
村
落

・盆
地
東
部
地
域

・A
m

ba
lia

nd
ro
周
辺

1
1
1
1
・
海
岸
部
で
2
5
ﾌ
ｸ
ﾀ
ﾝ

程
度

・
盆
地
東
部
で
30
ﾌ
ｸ

ﾀ
ﾝ
程
度

・
A
m
b
al
ia
nd
ro
周
辺

で
1
0
ﾌ
ｸ
ﾀ
ﾝ
程
度

75
4万
円

/2
00
人

=3
.8
万
円

D
M

2
生
活
用
水

た
め
池
の
建
設

海
岸
地
帯
で
は
雨
季
に
さ
え
も
池
や
沼
が
形
成
さ
れ
な
い
た
め
家
畜
用
水
さ
え
も
事

欠
く
。
窪
地
に
泥
を
張
る
な
ど
し
て
貯
水
可
能
と
す
る
。

自
然
の
池
が
形
成
さ
れ
な
い
海
岸
地
域
の

み
1

海
岸
部
に
位
置
す
る

ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ
の
ﾌ
ｸ
ﾀ
ﾝ

具
体
的
に
計
画
を
立

て
て
か
ら
判
明
す
る

P1
動
力
源

風
力
の
利
用

風
力
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟと
風
力
発
電

海
岸
砂
丘
地
帯
及
び
全
域

1
1
1
1
1
1
2
7
0
,5
6
0

具
体
的
に
計
画
を
立

て
て
か
ら
判
明
す
る

P2
動
力
源

揚
水
発
電

(ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
水
力
発
電

)
送
水
管
路
の
標
高
差
と
流
速
を
利
用
し
た
ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
水
力
発
電
。

A
nt

an
im

or
aか
ら

A
m

bo
vo

m
be
地
点
と

A
m

bo
vo

m
be
か
ら

A
nt

ar
ita

rik
aへ
の
地
点

1
1

1
8
3
,5
8
4

具
体
的
に
計
画
を
立

て
て
か
ら
判
明
す
る

L1
法
規
整
備

水
不
足
時
に
高
額
と
な
る
料
金
を
安

定
さ
せ
る

A
ES
で
建
設
し
た
水
を
転
売
す
る
業
者
に
は
ラ
イ
セ
ン
ス
制
と
し
、
統
制
価
格
以
上

で
の
販
売
を
禁
止
す
る
な
ど

-
1
1
1
1
2
5
2
,8
3
0

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

L2
法
規
整
備

衛
生
状
態
改
善
の
た
め
ボ
ボ
の
デ

ザ
イ
ン
提
案

・
井
戸
周
辺
の
衛
生
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
。

・
井
戸
元
や
蓋
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
制
定
。

A
m

bo
nd

ro
、

A
m

bo
vo

m
be

1
1

3
8
,6
8
4

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

L3
法
規
整
備

井
戸
建
設
と
汚
染
源
規
制
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

・
水
源
地
エ
リ
ア
を
設
定
し
、
人
家
の
建
設
を
規
制
す
る
。

・
病
気
が
発
生
し
た
井
戸
で
は
使
用
を
中
心
さ
せ
る
。

・
汚
染
の
原
因
は
蓋
が
な
い
こ
と
も
あ
る
た
め
、
規
則
化
す
る
。

特
に

A
m

bo
vo

m
be

1
1

3
8
,6
8
4

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

L4
法
規
整
備

牛
車
の
組
織
化
に
よ
る
水
運
搬
、
効

率
化

A
ES
で
建
設
し
た
水
を
転
売
す
る
業
者
に
は
ラ
イ
セ
ン
ス
制
と
し
、
統
制
価
格
以
上

で
の
販
売
を
禁
止
す
る
な
ど
。
ま
た
拡
販
の
た
め
に
遠
方
で
販
売
す
る
場
合
は
割

引
し
て
卸
す
シ
ス
テ
ム
を
状
況
に
よ
り
導
入
す
る
。

特
に

A
m

bo
vo

m
be

1
1
1
1
2
5
2
,8
3
0

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

L5
法
規
整
備

A
ES
の
透
明
化
サ
ポ
ー
ト

・
職
員
配
置
の
適
正
化
。

・
会
計
報
告
の
公
開
（ド
ナ
ー
や
県
に
対
し
て
）

・
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄ建
設
施
設
運
営
が
軌
道
に
の
る
ま
で
の
ｻ
ﾎ
ﾟｰ
ﾄ。

-
1
1
1
1
2
5
2
,8
3
0

ｿ
ﾌ
ﾄﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
、
ｺ
ｽ
ﾄは

ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
の
内
容
に
よ

る

対
象
Z
o
n
e区
分

表
 

8
.
2
.
1
-
2
 
給

水
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画
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調
査
対
象
地
域
給
水
方
法
(案
)一
覧
　

2/
3　
ｺ
ｽ
ﾄ

①
直
接
工
事
費

②
間
接
費

①
＋
②
合
計

注
：
価
格
根
拠

A
r/
1
3
L
円
換
算

価
格
決
定
方
法

A
r

円
換
算

価
格
決
定
方
法

主
要
補
修
事
項

維
持
補
修
難
易
度

D
1

13
0百
万
円

現
地
見
積
り

3
0

1.
7

（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

27
.7
百
万

A
r/月

1.
55
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
発
電
機

+揚
水
機
器

維
持
管
理
は
普
通
で
あ
る
。
A
E
S
な

ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必
要

で
あ
る
。

D
2

13
0百
万
円

現
地
見
積
り

2
0

1.
1

（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

18
.5
百
万

A
r/月

1.
04
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
揚
水
機
器

維
持
管
理
は
容
易
で
あ
る
。
A
E
S
な

ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必
要

で
あ
る
。

D
3

1
,１
０
０
百
万
円

現
地
見
積
り

3
0

1
.7

（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

27
.7
百
万

A
r/月

1.
55
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
発
電
機

+揚
水
機
器

維
持
管
理
は
や
や
難
で
あ
る
。
A
E
S

な
ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必

要
で
あ
る
。

D
4

2
,3
00
百
万
円

現
地
見
積
り

2
5

1
.4

（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

40
.4
百
万

A
r/月

2.
26
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
イ
ン
バ
ー
タ

+揚
水
機

器

維
持
管
理
は
普
通
で
あ
る
。
A
E
S
な

ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必
要

で
あ
る
。

D
5

2
,３
０
０
百
万
円

現
地
見
積
り

3
0

1
.7

（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

48
.5
百
万

A
r/月

2.
72
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
発
電
機

+揚
水
機
器

維
持
管
理
は
普
通
で
あ
る
。
A
E
S
な

ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必
要

で
あ
る
。

D
6

1
,3
00
百
万
円

現
地
見
積
り

3
5

2
（
運
転
費
＋
維
持
管
理
費
＋

更
新
費
)÷
揚
水
量

32
.3
百
万

A
r/月

1.
81
百
万
円

/月
（
燃
料
費
＋
オ
ペ
レ
ー
タ
費
＋

燃
料
輸
送
費
＋
更
新
費

)
発
電
機

+揚
水
機
器

維
持
管
理
は
普
通
で
あ
る
。
A
E
S
な

ど
、
中
心
的
な
運
営
組
織
が
必
要

で
あ
る
。

D
7

1
0百
万
円

3
0%

13
百
万
円

1
98
1B
D
の
単
価
よ
り

ｻ
ｲ
ｽ
ﾞで
比
例
さ
せ
て

算
出
。

1
0
0

5.
6

補
修
頻
度
を
1
5年
と
し
て
、

補
修
費
用
と
維
持
管
理
を
販

売
量
3
60
m
3 で
割
っ
た
。

給
料
：
　

1,
58

4,
00

0
A

r/年 　
補
修
：
　

1,
31

4,
00

0
A

r/年

8.
9万
円

7.
4万
円

・維
持
費
　
８
万

9千
/年

・ 1
10
万
円

/1
5年

=7
万

4千
円

/年
合
計
　

16
万

3千
円

/年

・
管
理
人
給
料

・
貯
水
槽
の
亀
裂
補
修
・
難
、
補
修
を
実
施
し
て
も
、
完
璧
に

漏
水
が
と
ま
る
と
は
言
い
難
い
く
、
再

補
修
を
要
請
し
て
も
業
者
は
対
応

で
き
な
い
。

・
責
任
を
持
っ
て
工
事
を
請
負
の
で

き
る
工
事
会
社
を
組
織
化
す
る
こ
と

が
先
決
と
な
る
が
地
域
の
社
会
状

況
で
は
難
し
い
。

D
8

1
百
万
円

3
0%

1
.3
百
万
円
材
料
費
に
予
想
す
る

人
件
費
を
足
し
て
い

る
。

8
3

4
.6

売
上
げ
の
水
量
は
比
例
す

る
た
め
上
記
と
同
様
に
な
る

と
考
え
る
。

補
修
：
　

1,
08

0,
00

0
A

r/年
6万
円

/年
建
設
費
の

5%
と
す
る
。

と
い
の
補
修
、
屋
根
の

亀
裂
ま
た
は
ふ
き
替

え
。

・
中
、
補
修
を
実
施
し
て
も
、
完
璧
に

漏
水
が
と
ま
る
と
は
言
い
難
い
が
、

地
上
ﾀ
ﾝ
ｸ
な
ら
ば
い
ろ
い
ろ
手
当
て

が
で
き
る
。

・
責
任
を
持
っ
て
工
事
を
請
負
の
で

き
る
工
事
会
社
を
組
織
化
す
る
こ
と

が
先
決
と
な
る
。

D
9

.5
百
万
円

3
0
%

.6
5
百
万
円
材
料
費
に
予
想
す
る

人
件
費
を
足
し
て
い

る
。

8
3

4
.6

売
上
げ
の
水
量
は
比
例
す

る
た
め
上
記
と
同
様
に
な
る

と
考
え
る
。

補
修
：　

56
5,

00
A

r/年
3.

2万
円

/年
建
設
費
の

5%
と
す
る
。

・
貯
水
槽
の
亀
裂
補
修
・
低
、
既
存
ﾀ
ﾝ
ｸ
を
買
換
る
。

・
購
入
先
か
ら
の
運
搬
設
置
に
て
が

か
か
る
が
、
技
術
的
な
難
度
で
は
な

い
。

D
10

1
0
百
万
円

3
0%

13
百
万
円

日
本
で
の
m
3
あ
た
り

の
施
工
単
価
よ
り
。
下

記
は
含
ま
れ
な
い
た

め
概
算
で
2
倍
と
し

た
。
海
上
、
国
内
輸
送

費
、
技
術
者
派
遣
費

用
、
土
工
、
シ
ー
ト

工
、
排
水
工

3
2

1
.8

耐
用
年
数
を
2
0年
と
し
て
更

新
費
を
捻
出
す
る
。
年
間
販

売
量
3
60
m
3 と
す
る
。

-
-

-
補
修
は
不
可
能
で
更

新
の
み

補
修
は
不
可
能

D
11

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

90
00

A
r/年

（ 1
世
帯

6人
）

50
4円

/年
使
用
水
量

1日
20

L/
人

購
入
の
み

一
般
に
流
通
し
て
お
り
購
入
は
容

易
で
あ
る
。

D
12

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

N
A

88
2,

00
0A

r/年
（ 1
世
帯

6人
）

4.
9万
円

/年
使
用
水
量

1日
1L

/人
購
入
の
み

・
流
通
し
て
い
な
い
た
め
、
流
通
網

の
整
備
が
先
決
で
あ
る
。

・
高
価
で
あ
る
。

D
13

6
.6
百
万
円

3
0%

8
.5
4
百
万
円

損
料
計
算
の

基
礎
価
格

更
新
有

23
3A
r
更
新
有

1
3円

・
1日
1
8m
3
の
水
を
運

・
25
0k
m
走
行

・
損
料
算
定
表
に
関
わ
る
修

理
費
や
管
理
量
を
計
算

99
百
万

A
r/年

5.
54
百
万
円

/年
車
輌
基
礎
価
格
を

65
7万
と
し
、

損
料
算
定
表
よ
り
計
算
。

燃
料
、
補
修
、
管
理
費
・
補
修
自
体
は
現
在
も
実
施
し
て
い

る
た
め
可
能
で
あ
る
。

・
現
在
の
ﾄﾗ
ｯ
ｸ
が
更
新
さ
れ
な
か
っ

た
よ
う
に
、
現
在
の
体
制
の
ま
ま
で

は
難
し
い
。

D
14

・
井
戸
掘
削

50
0万

・
付
帯
施
設
　

50
万 ・
ポ
ン
プ
設
置

30
万

・
計

58
0万

30
%

7.
54
百
万
円

南
西
部
案
件

建
設
費

6.
1

0.
33

・
ポ
ン
プ
の
更
新
費
用
を
考

慮
す
る
。

・
10
ℓ/
日

/人

84
0,

00
0A

r/年
４

.７
　
円

/年
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ再
購
入
費
用
も
含
む

・
ﾊ
ﾟｯ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞ等
の
消
耗

部 ・
補
修
人
へ
の
報
酬

・
消
耗
部
品
の
交
換
は
住
民
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ

で
可
能
で
あ
る
。

・
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟを
引
き
上
げ
て
機
能
確
認

す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
あ
る
程
度

修
理
に
な
れ
た
人
員
が
必
要
と
な

る
。
・
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ修
理
人
制
度
と
消
耗
品
販

売
店
を
設
置
す
る
必
要
が
あ
る
。

D
15

・
機
能
を
理
解
し
、
電
気
の
技
術
に

精
通
し
て
い
る
必
要
が
あ
る
。

・
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
の
修
理
人
以
外
で
は
対
応

で
き
な
い
場
合
も
あ
り
う
る
。

D
16

-

D
M

1
・
井
戸
掘
削

50
0万

・
付
帯
施
設
　

50
万

・ポ
ン
プ
設
置

30
万

・
計

58
0万

30
%

7.
54
百
万
円

南
西
部
案
件

建
設
費

6.
1

0.
33

・
ポ
ン
プ
の
更
新
費
用
を
考

慮
す
る

・
10
ℓ /
日

/人

84
0,

00
0A

r/年
４

.７
円

/年
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ再
購
入
費
用
も
含
む

・
ﾊ
ﾟｯ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞ等
の
消
耗

部 ・
補
修
人
へ
の
報
酬

・
消
耗
部
品
の
交
換
は
住
民
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ

で
可
能
で
あ
る
。

・
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟを
引
き
上
げ
て
機
能
確
認

す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
あ
る
程
度

修
理
に
な
れ
た
人
員
が
必
要
と
な

る
。
・
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ修
理
人
制
度
と
消
耗
品
販

売
店
を
設
置
す
る
必
要
が
あ
る
。

D
M

2
・
指
示
を
出
す
管
理
体
を
明
確
に
す

れ
ば
、
住
民
で
沈
殿
物
の
浚
渫
除

去
は
単
純
作
業
で
可
能
で
あ
る
。

P1
国
内
で
一
般
的
で
は
な
い
た
め
難

し
い
。

P2
国
内
で
一
般
的
で
は
な
い
た
め
難

し
い
。

L1
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
供
給
量
が
充
分
に
な
れ
ば
問
題
な

い
。

L2
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
刑
事
罰
が
な
い
限
り
難
度
が
高
い
。

L3
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
刑
事
罰
が
な
い
限
り
難
度
が
高
い
。

L4
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
利
用
形
態
が
慣
習
と
密
接
な
関
係

が
あ
る
た
め
、
商
業
的
に
運
搬
者
が

多
く
な
ら
な
い
と
難
し
い
。

L5
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
N

A
政
府
の
政
治
力
次
第
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判

明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計

画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判

明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計

画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判

明
す
る

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計

画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判

明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計

画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る

建
設
費

維
持
管
理
費

水
価

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判

明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計

画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

試
験
的
に
実
施
し
て
評
価
し
て
の
ち
、
具
体
的
に
計
画
を
立
て
て
か
ら
判
明
す
る
。

8-11                  8-12 
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調
査
対
象
地
域
給
水
方
法
(案
)一
覧
　

3/
3 　
簡
易
評
価

建
設
期
間

環
境
影
響

利
点

欠
点

そ
の
他

実
施
主
体

自
立 性
発
展
性

緊 急 度

優 先 度

借 款
無 償
技 協
草 根
N
G O

D
1
給
水
対
象

A
m

bo
vo

m
be
市
に
近
接
し
た
水
源
（

F0
15
）
の
た

め
、
建
設
コ
ス
ト
が
最
も
経
済
的
で
同
市
へ
の
緊
急
的
水
供
給

改
善
に
有
効
で
あ
る
。
本
計
画
の
実
現
で
、
安
定
し
た
水
収
入

を
も
と
に

A
ES
の
具
体
的
改
革
が
可
能
と
な
る
。

地
下
水
の
水
質
が
マ
ダ
ガ
ス
カ
ル
国
の
水
質
基
準
限
度

(3
,0

20
µS

/c
m
）で
あ
る
た
め
、
生
活
用
水
の
利
用
と
な
る
。
静

水
位
が

13
4m
と
深
い
た
め
、
太
陽
光
利
用
揚
水
施
設
は
適

用
で
き
な
い
。

組
織
的
な
運
営
管
理
主
体
が
必
要
で
あ
る
。

A
ES
、

A
m

bo
vo

m
be
地

方
自
治
体
な
い
し
独
立
採
算
制
新
組
織
に
よ
る
運
営
管
理
が
可
能
で

あ
る
が
、

A
ES
の
経
験
を
活
用
す
べ
き
で
あ
る
。
一
方
、
公
共
水
栓
に

お
け
る
水
販
売
に
つ
い
て
は
民
間
へ
の
委
託
も
可
能
で
あ
る
。

A
ES

高
高

高
◎

○
○

1年
　
（

2年
）
特
に
な
し

D
2

JI
R

A
M

A
商
用
電
力
の
方
が
、
ｼ
ﾞｰ
ｾ
ﾞﾙ
発
電
方
式
よ
り
も
維
持

管
理
が
容
易
で
運
営
コ
ス
ト
が
経
済
的
で
あ
る
。

A
m

bo
vo

m
be

市
に
近
接
し
た
水
源
（
F0

15
）
を
活
用
し
た
生
活
用
水
の
緊
急

改
善
が
可
能
で
あ
る
。

既
存
の

JI
R

A
M

A
発
電
容
量
が

1,
40

00
kW

/日
と
容
量
不
足

で
、
給
電
が
不
確
実
で
あ
る
た
め
、
電
力
容
量
の
改
善
が
必

要
で
あ
る
。

JI
RA

M
A
（A

m
bo

vo
m

be
)と
の
給
電
容
量
の
改
善
に
つ
い
て
協
議
が

必
要
で
、
安
定
し
た
給
電
の
確
約
を
実
施
機
関
（

M
EM

)を
通
じ
て
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。

A
ES

高
高

高
◎

○
○

1年
　
（

2年
）
特
に
な
し

D
3
飲
料
水
に
困
窮
す
る
海
岸
砂
丘
地
域
に
生
活
用
水
を
供
給
す

る
。
管
路
の
短
縮
と
自
然
流
下
式
に
配
水
が
可
能
で
あ
る
。

水
質
的
に
は
、
同
国
水
質
基
準
限
度
（

3,
00

0µ
S/

cm
)で
あ
る

た
め
、
飲
料
水
で
は
な
く
生
活
用
水
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
と
な
る
。

地
下
水
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
評
価
よ
り
、
井
戸
能
力
の
修
正
が
が

必
要
と
な
っ
た
。
（
60

0m
3 /日

/井
→

30
0m

3 /日
/井
）

A
ES
な
ど
中
心
的
な
運
営
管
理
主
体
が
必
要
で
あ
る
。
一
方
、
給
水

槽
や
公
共
水
栓
に
お
け
る
水
販
売
に
つ
い
て
は
民
間
な
い
し
ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ

へ
の
委
託
が
可
能
で
あ
る
。

A
ES

高
高

中
○
○
○

3年
水
質
モ
ニ
タ
リ
ン

グ

D
4

A
m

bo
vo

m
be
市
民
と
海
岸
砂
丘
地
帯
ほ
ぼ
全
域
へ
良
質
の

飲
料
水
を
安
定
し
て
供
給
す
る
。
太
陽
光
利
用
揚
水
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
り
、
燃
料
費
の
負
担
軽
減
を
行
う
。
海
岸
砂
丘
地

帯
の
給
水
に
つ
い
て
は
、
ア
フ
リ
カ
開
発
銀
行

(A
D

B
)と
の
協

調
融
資
に
よ
る
建
設
も
可
能
で
あ
る
。

建
設
に
数
年
を
以
上
を
必
要
と
す
る
た
め
、
緊
急
改
善
に
は

適
さ
ず
、
実
施
に
は
期
わ
け
が
必
要
で
あ
る
。
太
陽
光
利
用

揚
水
施
設
の
場
合
ク
リ
ー
ン
な
動
力
源
で
あ
る
が
、
稼
働
時

間
が

1日
平
均

6h
r、
揚
水
能
力
が

10
0m

3 /日
/施
設
、
と
限
界

が
あ
る
。

A
ES
な
ど
中
心
的
な
運
営
管
理
主
体
が
必
要
で
あ
る
。
一
方
、
給
水

槽
や
公
共
水
栓
に
お
け
る
水
販
売
に
つ
い
て
は
民
間
な
い
し
ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ

へ
の
委
託
が
可
能
で
あ
る
。

A
ES

高
高

中
○
○
○

5年
水
源
地
域
の
住

民
及
び
植
生
な
ど

環
境
配
慮

D
5

A
m

bo
vo

m
be
市
民
と
海
岸
砂
丘
地
帯
ほ
ぼ
全
域
へ
、
良
質
の

飲
料
水
を
安
定
し
て
供
給
す
る
。
ｼ
ﾞｰ
ｾ
ﾞﾙ
発
電
方
式
の
た
め
、

燃
料
コ
ス
ト
が
必
要
で
あ
る
が
、
稼
働
時
間
を
調
節
し
て
必
要

な
揚
水
量
を
得
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
た
め
、
運
営
維
持
管
理

が
効
率
的
で
あ
る
。

建
設
に
数
年
を
以
上
を
必
要
と
す
る
た
め
、
緊
急
改
善
に
は

適
さ
ず
、
実
施
に
は
期
わ
け
が
必
要
で
あ
る
。
動
力
源
の
燃

料
と
し
て
ｼ
ﾞｰ
ｾ
ﾞﾙ
が
必
要
で
価
格
が
、

A
r1

,7
40

/L
=

\1
02

.3
/L
と
高
騰
し
て
い
る
。

A
ES
な
ど
中
心
的
な
運
営
管
理
主
体
が
必
要
で
あ
る
。
一
方
、
給
水

槽
や
公
共
水
栓
に
お
け
る
水
販
売
に
つ
い
て
は
民
間
な
い
し
ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ

へ
の
委
託
が
可
能
で
あ
る
。

A
ES

高
高

中
○
○
○

5年
水
源
地
域
の
住

民
及
び
植
生
な
ど

環
境
配
慮

D
6

A
m

bo
vo

m
be
市
民
と
送
水
管
路
沿
い
の
村
落
に
、
良
質
の
飲

料
水
を
安
定
し
て
供
給
す
る
。
ま
た
、
自
然
流
下
方
式
に
よ
り

最
も
効
率
的
に
給
水
す
る
こ
と
が
可
能
で
、
安
定
し
た
水
収
入

よ
り

A
ES
の
運
営
維
持
管
理
体
制
の
改
善
も
可
能
と
な
る
。

給
水
施
設
全
体
で
は
、
水
源
を

A
nt

an
im

or
a南
部

(F
00

6B
)

と
遠
方
に
あ
る
た
め
送
水
管
路
が
必
要
で
あ
る
。

A
ES
な
ど
中
心
的
な
運
営
管
理
主
体
が
必
要
で
あ
る
。
一
方
、
給
水

槽
や
公
共
水
栓
に
お
け
る
水
販
売
に
つ
い
て
は
民
間
な
い
し
ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ

へ
の
委
託
が
可
能
で
あ
る
。

A
ES

高
高

高
◎
○
○

3年
水
源
地
域
の
住

民
配
慮

D
7
・補
修
を
除
く
維
持
費
は
ほ
と
ん
ど
必
要
な
い
。

・亀
裂
が
全
体
的
に
発
生
し
た
場
合
、
水
漏
れ
の
完
全
に
補

修
は
難
度
が
高
い
。

・補
修
を
請
負
う
会
社
の
確
保
が
課
題
と
な
る
。

・実
施
機
関
は
衛
生
面
の
観
点
で
否
定
的
で
あ
る
。

・雨
が
降
ら
な
い
旱
魃
時
に
は
機
能
し
な
い
。
旱
魃
は
頻
繁

に
起
き
る
。

・
実
施
機
関
の
要
望
と
適
合
し
な
い
た
め
、
日
本
政
府
と
し
て
の
方
針

を
吟
味
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
理
論
的
に
は
支
払
い
可
能
な
水
価
設
定
で

15
年
毎
の
補
修
に
対
応

で
き
る
が
、
一
度
積
立
が
滞
る
と
、
補
修
費
用
が
高
額
な
た
め
対
応
で

き
な
い
。

フ
ク
タ
ン

中
低

中
中

△
○
○
○

3ヶ
月

/基
50

m
ｘ

50
m
の
土

地
収
用

D
8
・小
規
模
に
な
る
点
ﾕ
ｰ
ｻ
ﾞｰ
が
限
定
さ
れ
管
理
し
易
く
な
る
。

・地
上
ﾀ
ﾝ
ｸ
と
な
れ
ば
補
修
の
難
度
が
下
が
る
。

・ﾕ
ｰ
ｻ
ﾞｰ
数
と
使
用
で
き
る
量
の
ﾊ
ﾞﾗ
ﾝ
ｽ
が
と
れ
な
い
。

・
既
に
ほ
と
ん
ど
の
施
設
で
建
設
さ
れ
て
い
て
、
現
地

N
G

O
が
実
施
中

で
あ
る
。

・
理
論
的
に
は
支
払
い
可
能
な
水
価
設
定
で

15
年
毎
の
補
修
に
対
応

で
き
る
。

フ
ク
タ
ン

中
低

低
低

○
○
○

１
ヶ
月

/基
な
し

D
9
・住
民
に
と
っ
て
は
雨
季
の
水
源
が
最
短
距
離
に
な
る
。

・管
理
責
任
が
明
確
に
な
る
。

・自
立
的
で
は
な
い
住
民
に
は
放
棄
さ
れ
る
。

・
個
人
を
対
象
と
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
な
る
た
め
、
普
通
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

は
な
ら
な
い
。

・
理
論
的
に
は
支
払
い
可
能
な
水
価
設
定
で

15
年
毎
の
補
修
に
対
応

で
き
る
。

・
地
域
的
に
は
南
部
一
帯
が
同
様
な
状
況
で
あ
る
か
ら
、
個
人
を
対
象

と
し
て
配
布
で
は
不
公
平
感
が
出
る
。

・
購
入
す
る
か
住
民
の
欲
求
に
よ
る
が
、
買
換
る
住
民
は
少
な
い
と
予

想
す
る
。

個
人

/
フ
ク
タ
ン

中
低

中
低

○
○
○

半
月

/基
な
し

D
10
・不
純
物
が
あ
る
程
度
除
去
さ
れ
る
。

・密
閉
さ
れ
た
地
下
に
貯
留
さ
れ
る
た
め
。

・ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘｰ
ﾄ構
造
物
で
は
な
く
ﾌ
ﾟﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
が
主
要
構
成
資
材
。

・地
中
に
埋
設
す
る
た
め
劣
化
し
に
く
い
。

･補
修
は
で
き
な
い
。

.直
接
浸
透
さ
せ
て
貯
留
で
は
な
く
、
誘
導
し
て
貯
留
す
る
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ
で
あ
る
た
め
、
機
能
す
る
か
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

日
本
で
の
施
工
を
前
提
と
さ
れ
て
い
る
。

フ
ク
タ
ン

中
低

中
低

○
○
○
○

2ヶ
月

/基
土
地
収
用

D
11
既
に
販
売
さ
れ
て
い
る
た
め
、
対
住
民
以
外
の
活
動
が
必
要

な
い
。

共
同
貯
水
槽
で
は
薬
剤
を
添
加
を
継
続
を
す
る
必
要
が
あ
り

無
駄
が
多
い
。
ま
た
、
健
康
面
で
理
論
的
に
問
題
な
く
て
も

果
た
し
て
よ
い
か
疑
問
が
残
る
。

・
住
民
の
要
望
と
合
う
か
疑
問
が
あ
る
。

・
副
次
生
成
に
つ
い
て
不
明
な
点
が
あ
る
。

保
健
省

/
地
方
政
府

低
低

低
低

○
○
○

1-
2年

な
し

D
12
・施
設
建
設
を
伴
わ
な
い

・理
論
的
に
は
水
の
長
期
保
存
が
可
能
と
な
る
。

・高
額
で
あ
る
た
め
、
使
用
量
は
限
定
的
に
す
る
必
要
が
あ

る
。
・一
般
に
は
流
通
し
て
い
な
い
た
め
、
流
通
網
整
備
が
先
決

と
な
る
。

・
住
民
の
要
望
と
合
う
か
疑
問
が
あ
る
。

・
水
の
長
期
保
存
が
可
能
と
な
る
が
高
額
で
あ
る
た
め
、
日
常
で
の
利

用
で
は
な
く
緊
急
用
で
あ
る
。

・
安
価
で
あ
る

Ea
uS

ur
と
併
用
し
て
い
く
事
が
望
ま
し
い
。

保
健
省

/
地
方
政
府

低
低

低
低

○
○
○

1-
2年

な
し

D
13
・施
設
建
設
コ
ス
ト
は
か
か
ら
な
い
。

・需
要
予
測
が
難
し
い
地
域
で
、
確
実
に
保
障
さ
れ
な
い
需
要

に
合
わ
せ
た
機
動
的
な
対
応
が
可
能
と
な
る
。

・燃
料
代
を
準
備
す
る
必
要
が
あ
る
。
運
営
費
だ
け
で
は
、
パ

イ
プ
で
の
送
水
と
比
較
し
て
コ
ス
ト
が
か
か
る
。

・水
ﾄﾗ
ｯ
ｸ
の
更
新
が
必
要
と
な
る
。

・
A

m
bo

ss
ar

yま
で
の
移
動
費
分
が
軽
減
さ
れ
る
た
め
運
搬
経
費
は
半

分
程
度
に
低
減
で
き
る
。

・
車
輌
更
新
の
た
め
の
方
策
が
「マ
」国
よ
り
提
案
さ
れ
な
い
限
り
、
前

例
と
同
じ
結
果
に
な
る
。

A
ES

低
低

低
低

○
A

m
bo

vo
m

be
ま

で
の
ﾊ
ﾟｲ
ﾌ
ﾟﾗ
ｲ
ﾝ

建
設
と
セ
ッ
ト

な
し

D
14
・維
持
管
理
費
用
は
最
小
限
で
あ
る
。

・
現
在
、
ﾊ
ﾟｰ
ﾂ
販
売
店
や
修
理
人
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
が
な
い
た
め
構
築

す
る
必
要
あ
る
。

・塩
分
濃
度
は

EC
3,

00
0µ

S/
m
以
上
と
多
い
。

・
最
も
維
持
管
理
が
確
実
で
あ
る
が
、
対
象
と
で
き
る
範
囲
は
狭
く
、
ま

た
、
ほ
と
ん
ど
が
調
査
対
象
外
で
あ
る
。

M
EM

中
中

高
中

△
○
○

2週
間

/基
な
し

D
15
塩
分
濃
度
い
左
右
さ
れ
ず
量
さ
え
確
保
で
き
れ
ば
実
施
で
き

る
。

・ﾌ
ｨﾙ
ﾀ
ｰ
を
交
換
す
る
必
要
が
あ
り
、
消
耗
部
品
代
が
か
か

る
。
・電
力
費
用
が
か
か
る
。

・マ
国
で
流
通
し
て
い
な
い
た
め
、
ﾄﾗ
ﾌ
ﾞﾙ
が
発
生
し
た
場
合

は
国
外
に
対
象
を
求
め
る
必
要
が
あ
る
。

・ﾒ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｽ
ﾌ
ﾘｰ
を
標
榜
し
て
い
る
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
も
あ
る
が
、
そ
れ
ほ
一
般
化
し

て
い
な
い
現
実
は
、
導
入
が
難
し
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

A
ES

低
低

低
低

○
数
年

な
し

D
16
・新
規
の
機
材
の
導
入
が
必
要
な
い
。

・確
実
に
殺
菌
が
で
き
る
。

・植
生
の
貧
困
な
地
域
で
あ
る
た
め
、
燃
料
の
確
保
が
難
し

い
。
・燃
料
確
保
の
た
め
に
植
生
伐
採
を
進
行
さ
せ
る
危
険
が
高

い
。

ﾕ
ｰ
ｶ
ﾘ等
の
燃
料
木
の
植
林
等
を
実
施
し
て
燃
料
材
の
確
保
を
し
て
か

ら
開
始
す
る
。

保
健
省

低
低

低
低

○
長
期
間

植
生
の
貧
困
な

地
域
で
木
材
伐

採
を
奨
励
し
て
し

ま
う
。

D
M

1
・維
持
管
理
費
が
安
い

・海
岸
の
急
斜
面
を
降
り
る
必
要
が
な
く
な
る
。

・現
在
、
ﾊ
ﾟｰ
ﾂ
販
売
店
や
修
理
人
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
が
な
い
た
め
構
築

す
る
必
要
あ
る
。

・塩
分
濃
度
が
高
い
た
め
生
活
用
水
以
外
に
使
用
で
き
な

い
。
・嗜
好
性
の
問
題
も
あ
る
た
め
、
利
用
さ
れ
る
と
は
保
証
で
き

な
い
。

・
数
ｻ
ｲ
ﾄで
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
を
実
施
し
て
使
用
状
況
確
認
す
る
必
要
が
あ

る
。
・

A
m

bo
vo

m
be
地
域
だ
け
で
は
な
く
、

Tu
le

ar
に
か
け
て
の
海
岸
部
に

も
成
果
を
応
用
で
き
る
。

M
EM

/A
ES

中
中

中
低

○
○

2週
間

/基
な
し

D
M

2
・維
持
管
理
費
が
安
い

・家
畜
が
侵
入
す
る
た
め
衛
生
的
な
利
用
は
期
待
で
き
な

い
。

・
家
畜
は
え
さ
も
必
要
で
、
水
だ
け
あ
っ
て
も
、
移
動
し
て
し
ま
う
。
ま
た
、

衛
生
状
態
を
維
持
で
き
な
い
た
め
、
必
要
性
が
低
い
。

・
漏
水
防
止
が
ど
の
程
度
で
き
る
か
不
明
で
実
証
試
験
が
必
要
で
あ

る
。

ｺ
ﾐｭ
ｰ
ﾝ

/
住
民

高
中

低
低

○
○

数
ヶ
月

/基
付
近
の
植
生
悪

化

P1
自
然
条
件
と
し
て
の
風
力
の
ﾎ
ﾟﾃ
ﾝ
ｼ
ｬ
ﾙ
は
高
い
。

実
績
と
し
て
風
力
は
、
静
水
位
の
浅
い
地
下
水
で
少
量
の
揚

水
が

19
70
年
代
に
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
現
在
稼
動
し
て
い

る
施
設
は
皆
無
で
あ
る
。

実
績
と
し
て
風
力
発
電
の
利
用
は
な
い
が
、
海
岸
地
域
に
お
い
て
の

風
力
ﾎ
ﾟﾃ
ﾝ
ｼ
ｬ
ﾙ
が
大
き
い
く
、
機
器
の
効
率
と
他
地
域
の
実
績
か
ら
風

力
発
電
の
計
画
が
噂
さ
れ
て
い
る
。

A
ES

/M
EM

低
中

低
低

○
1年

再
生
可
能
ク
リ
ー

ン
エ
ネ
ル
ギ
ー

P2
自
然
流
下
式
管
路
の
流
水
を
利
用
し
た
ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
水
力
発
電
の
ﾎ
ﾟ

ﾃ
ﾝ
ｼ
ｬ
ﾙ
が
あ
る
。

・同
国
に
お
け
る
実
績
が
な
く
、
ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
発
電
施
設
の
維
持
管

理
に
つ
い
て
不
確
定
な
部
分
が
あ
る
。

・ﾊ
ﾟｲ
ﾌ
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表 8.2.1－3 給水計画代替案詳細 

1/25 

ID 番号 D1 計画のタイプ：施設 

レベル 2 型給水施設 実施時期 緊急改善＝1 年 2007（年） 

水源 Ambovombe 市東部 (Mangarivitra) 水源の種類 地下水(F015) 

対象地域 Ambovombe 市街 対象人口(2015 年) 40,000

主要目的 Ambovombe 市民への緊急生活用水供給 

その他 ディーゼル発電独立方式（燃料節約型） 

施設計画内容 深井戸 2 井（φ8”、井戸深度 150m、能力 300m3／日） 

給水施設 1 式（水中モーターポンプ、発電機、地上型水槽 300m3、市内配管 10km、公共水

栓 20 基） 

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥130,000,000 ¥3,250

 間接費  

 計 ¥130,000,000 ¥3,250

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2 

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 27.7  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 30.0～ 25.0～

建設期間 1 年 

維持管理の困難度 普通 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 AES の組織改善に付いても検討が必要 

まとめ 長所：  

 

• Ambovombe 市民への緊急水供給改善への対応。 

• このプロジェクトの実現を通じて、AES は水料金を徴収し、機構改革と管

理改善を進めることが可能となる。 

 短所： 水質的には生活用水として利用し、安定した飲料水を確保する必要がある。

 制約条件： • 水質がマ国基準限度である。 

• MEM より当該水源を利用した施設建設の要請を挙げても、日本支援の一

貫として認められない可能性もある。 

環境への影響 特になし 

その他 簡潔性があり緊急に着手が可能である。 
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2/25 

ID 番号 D2 計画のタイプ：施設 

レベル 2 型給水施設 実施時期 緊急改善＝1 年 2007（年） 

水源 Ambovombe 市東部 (Mangarivitra) 水源の種類 地下水(F015) 

対象地域 Ambovombe 市街 対象人口(2015 年) 40,000

主要目的 Ambovombe 市民への緊急生活用水供給 

その他 Ambovombe 市 JIRAMA 商用電源の利用（*） 

施設計画内容 深井戸 2 井（φ8”、井戸深度 150m、能力 300m3／日） 

給水施設 1 式（水中モーターポンプ、地上型水槽 300m3、市内配管 10km、公共水栓 20 基）

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥130,000,000 ¥3,250

 間接費  

 計 ¥130,000,000 ¥3,250

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 18.5  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 20.0～ 15.0～

建設期間 1 年 

維持管理の困難度 普通 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 定期的な水料金収入により、現状の AES の運営体制の改善も可能である。 

まとめ 長所：  

 

• Ambovombe 市民への緊急水供給改善への対応。 

• このプロジェクトの実現を通じて、AES は水料金を徴収し、機構改革と管

理改善を進めることが可能となる。 

 短所： • JIRAMA の商用電力容量が不足している。（*） 

• 水質的には生活用水として利用。 

 制約条件： • JIRAMA の電力容量の改善が必須である。（*） 

• 水質がマ国基準限度である。 

• MEM より当該水源を利用した施設建設の要請を挙げても、日本支援の一

貫として認められない可能性もある。 

環境への影響 特になし 

その他 • 簡潔性があり緊急に着手が可能である。 

• JIRAMA 電力とディーゼル発電の併用方式も考えられる。（*） 

• すなわち、D1 の計画から D2 の計画への移行ないしは併用型が妥当 
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3/25 

ID 番号 D3 計画のタイプ：施設 

管路系給水施設 実施時期 短中期改善＝2-3 年（2008 年以降） 

水源 Ambovombe 市東部 (Mangarivitra) 水源の種類 地下水 (F015)  

対象地域 海岸砂丘地帯の村落 対象人口(2015 年) 179,000

主要目的 Ambovombe 市郊外の水源を活用し、海岸砂丘地帯の村落への生活用水供給 

その他 ディーゼル発電方式 

施設計画内容 深井戸 5 井(φ8”、井戸深度 150m、井戸能力 300 m3/日) 

給水施設 1 式(水中モーターポンプ、地上型集水槽 200 m3、ﾌﾞｰｽﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ、配水管路 52km、配

水槽 600m3、100m3、50m3、公共水栓 36 基) 

地下水ポテンシャル・シュミレーション予測より井戸能力 300 m3/日/井が妥当となると深井

戸 5 井が必要となる。  

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥1,110,000,000 ¥6,145

 間接費  

 計 ¥1,100,000,000 ¥6,145

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 27.7  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 30.0～ 25.0～

建設期間 2-3 年 

維持管理の困難度 やや難 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 燃料の高騰が進んでいるため、運転費は高額となる傾向にある。 

まとめ 長所：  

 

海岸砂丘地帯への生活用水の供給が、送水管路を比較的短縮した形で可能と

なる。 

 短所： • 水質的にはマ国基準限度の生活用水であり、地下水ポテンシャル評価によ

り井戸能力を 600ｍ3/日から 300ｍ3/日に修正する必要がある。 

 制約条件： • 水質がマ国基準限度である。 

• MEM より当該水源を利用した施設建設の要請を挙げても、日本支援の一

貫として認められない可能性もある。 

環境への影響  

その他 • 地下水に係る水量・水質モニタリングが必要である。 

• アフリカ開発銀行との協調支援の可能性もある。 
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4/25 

ID 番号 D4 計画のタイプ：施設 

管路系給水施設+レベル 2 型給水施設 実施時期 全期（緊急･短期･中期）5 年 

水源 Antanimoura 南部 水源の種類 地下水 (F006B)  

対象地域 Ambovombe 市および海岸砂丘地帯の村落 対象人口(2015 年) 206,500

主要目的 Ambovombe 市民および海岸砂丘地帯の村落住民への飲料水供給 

その他 ディーゼル発電方式（燃料節約型）+ 太陽光揚水システムの併用 

施設計画内容 深井戸 6 井(φ6”、井戸深度 65m、各井戸能力 600 m3 /日) 

給水施設 1 式(水中モーターポンプ、高架水槽 50 m3、地上型水槽 300m3 x2 基＋800m3 、配

水槽 50 m3 x4 基、100 m3 x5 基、公共水栓 20 基)、ディーゼル発電方式と太陽光利用の併用

型 

発電施設 ディーゼル発電方式 (2 ヶ所：揚水量 600 m3 /日/井ｘ2 井)、 

太陽光システム揚水方式(4 ヶ所：揚水量１00 m3 /日/井ｘ4 井)  計 1,600 m3/日 

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥2,300,000,000 ¥11,138

 間接費  

 計 ¥2,300,000,000 ¥11,138

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 40.4  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 20.0～ 15.0～

建設期間 2-3 年 

維持管理の困難度 普通 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 太陽光揚水システムの導入による燃料費の負担軽減を視野に入れている。 

まとめ 長所：  

 

• Ambovombe 市民と海岸砂丘地帯の村落全域への安定的な飲料水供給計画。

• このプロジェクトの実現を通じて、AES は水料金を徴収し、機構改革と管

理改善を効果的に進めることも可能である。 

 

 短所： • 施設建設に数年を要するため、緊急改善には適用できない。 

 制約条件： • 自然流下式により効率的な給水システムであるが、送水管路（約 120km）

が長いため、多額の建設コストの支援が必要である。 

環境への影響 特になし 

その他 • 実施機関 MEM の最も望んでいる給水システム。海岸砂丘地帯への安定した飲料水供給が

可能となる。 

• 部分的には、アフリカ開発銀行（ADB）との協調融資による施設建設も可能である 
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5/25 

ID 番号 D5 計画のタイプ：施設 

管路系給水施設+レベル 2 型給水施設 実施時期 全期（緊急･短期･中期）5 年 

水源 Antanimoura 南部 水源の種類 地下水(F006B)  

対象地域 Ambovombe 市および海岸砂丘地帯の村落 対象人口(2015 年) 206,500

主要目的 Ambovombe 市民および海岸砂丘地帯の村落住民への飲料水供給 

その他 ディーゼル発電方式（燃料節約型） 

施設計画内容 深井戸 3 井(φ6”、井戸深度 65m、各井戸能力 600 m3 /日) 

給水施設 1 式(水中モーターポンプ、高架水槽 50 m3、地上型水槽 300m3 x2 基＋800m3 、配

水槽 50 m3 x4 基、100 m3 x5 基、公共水栓 20 基) 

発電容量 ディーゼル発電方式 (3 ヶ所：揚水量 600 m3 /日/井ｘ3 井 1,800 m3 /日) 

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥2,300,000,000 ¥11,138

 間接費  

 計 ¥2,300,000,000 ¥11,138

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 48.5  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 30.0～ 25.0～

建設期間 2-3 年 

維持管理の困難度 普通 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 ディーゼル発電方式単独のため燃料コストが最大となるが、水源は 3 ヶ所となるため運営

維持管理は効率的に実施できる。 

まとめ 長所：  

 

• Ambovombe 市民と海岸砂丘地帯の村落全域への安定的な飲料水供給計画。

• このプロジェクトの実現を通じて、AES は水料金を徴収し、機構改革と管

理改善を効果的に進めることも可能である。 

 短所： • 施設建設に数年を要するため、緊急改善には適用できない。 

• 建設コストが大きいため、期分けが必要となる。 

 制約条件： • 自然流下式により効率的な給水システムであるが、送水管路（約 120km）

が長いため、多額の建設コストの支援が必要である。 

環境への影響 特になし 

その他 • 実施機関 MEM の最も望んでいる給水システム。海岸砂丘地帯への拡充も視野に入れてい

る。 

• 海岸砂丘地帯での、アフリカ開発銀行（ADB）との協調融資による施設建設も可能であ

る。 
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6/25 

ID 番号 D6 計画のタイプ：施設 

管路系給水施設+レベル 2 型給水施設 実施時期 短期目標（2－3 年）：2008-2010 年 

水源 Antanimoura 南部 水源の種類 地下水(F006B)  

対象地域 Antanimora 南部-Ambovombe 市  対象人口(2015 年) 84,500

主要目的 Ambovombe 市民と村落住民への飲料水供給 

その他 ディーゼル発電方式（燃料節約型） 

施設計画内容 深井戸 2 井(φ8”、井戸深度 63m、井戸能力 600m3 /日) 

給水施設 1 式(水中モーターポンプ、発電機、地上水槽 100m3 ＋150m3 、配水槽 5 基、市

内配管 10km、公共水栓 20 基)、送水管 63km 

発電容量 ディーゼル発電方式 (3 ヶ所：揚水量 600 m3 /日/井ｘ3 井 1,800 m3 /日) 

建設費 直接経費（右欄は一人当たり費用） ¥1,300,000,000 ¥15,300

 間接費  

 計 ¥1,300,000,000 ¥15,300

維持管理費 運転費（燃料＋人件費：各施設 30 人）  詳細は表 8.2.1-2

(百万 Ar/月) 維持費（点検修理費）  

 更新準備費（15 年更新）  

 合計 32.3  

最小水料金 更新準備費 含む 含まない 

(Ar/バケツ 13l) （維持管理費+更新費）従量制 30.0～ 25.0～

建設期間 2-3 年 

維持管理の困難度 普通 

維持管理システム 管理機関 AES/AEP（独立事業体） 

 維持機関 AES/AEP（独立事業体） 

 AES の運営維持管理体制の改善を視野に入れた活動が可能 

まとめ 長所：  • Antanimora から Ambovombe 市までを対象に安定的な飲料水供給を行う。

 短所： • 水源を Antanimora 南部に依存するため送水管路の建設コストが大きい。 

 制約条件： • 自然流下式により効率的な給水システムであるが、送水管路が長いため、建

設コストの支援が必要である。 

• 給水施設の運転は、最も簡便であるが燃料を必要とするディーゼル発電方

式を採用する。 

環境への影響 特になし 

その他 • 給水施設は簡便･効率的であるが、燃料費の対応が必要である。 
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ID 番号 D7 計画のタイプ：施設 

天水溜 1／公共大型 実施時期  -  

水源 天水 水源の種類 雨水 

対象地域 地下水源のある地域を除くフクタン 対象人口 281 ヶ所＝約 140 千人 

主要目的 通年使用できる水源が確保できない場合でも、雨季だけでも給水状況を改善する。 

給水期間としては、雨季+１ヶ月（計 5 ヶ月間）。 

その他 施設の大きさ／容量＝集水部面積 1,000m2、貯水部容量 120m3 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

建設費 直接経費 ¥10,000,000 - 

 間接費 ¥3,000,000 (上の 30％とする)

 計 ¥13,000,000 

年間管理費  

 

¥163,000 詳細は表 8.2.1-2 給水

計画代替案を参照  

 計 ¥163,000 

最小水料金 Ar / 13lit バケツ 100Ar 

建設期間 4 ヶ月 

維持管理の困難度 日常の維持は簡単であるが、タンク部分の補修は難易度が高い。 

維持管理システム 管理機関 フクタン/CPE 

 維持機関 フクタン/CPE/民間業者 

タンク部分の補修に関しては難易度が高く、保証ができない。軽微な補修

は、住民で実施できるよう実習の機会を設けたり、数年後に再度管理状況

を確認したりするなどの工夫が必要。 

まとめ 長所：  補修を除き、維持費はほとんど必要無い。 

 短所： 完璧に建設しても、乾燥する期間がありコンクリートに亀裂が発生す

る。亀裂が全体的に発生した場合、水漏れの完全補修は難易度が高い。保

守を請け負う会社の確保が課題となる。 

 制約条件： • 雨季のみ給水する場合、実施機関の要望に適合しない事に成る。 

• 支払い可能な水価設定で、15 年毎の補修に対応できる。 

• 一度積立が滞ると、補修費用が高額なため対応できなくなる。 

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 傾斜地の農地をある面積で接収する必要がある。 

その他 • 除外地域はパイプラインより 10km 以内の区域、地下水下のある地域。よって、内陸

部、Anlamary、東部地域が優先となる。 

• 目標はフクタン 1 ヶ所に複数の施設となり、建設数が膨大となる。このため、優先地

域を選定して建設する。 
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ID 番号 D8 計画のタイプ：施設 

天水溜 2／公共大型 実施時期  -  

水源 天水（公共施設の屋根を利用する。） 水源の種類 雨水 

対象地域 地下水源のある地域を除く 対象人口 1 基当り 500 人程度 

主要目的 通年使用できる水源が確保できない場合でも、雨季だけでも給水状況を改善する。 

給水期間としては、雨季+１ヶ月（計 5 ヶ月間）。 

その他 施設の大きさ／容量＝集水部面積 100m2、貯水部分は HDPE タンク容量 10m3 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

建設費 直接経費 ¥1,000,000 - 

 間接費 ¥300,000 (上の 30％とする)

 計 ¥1, 300,000 

年間管理費 維持費 

 

¥65,000 建設費の 5%とする 

 

 計 ¥65,000 

最小水料金 Ar / 13lit バケツ 83Ar 

建設期間 1 ヶ月 

維持管理の困難度 日常の維持は簡単であるが、塩分含みの風が強いため屋根材と樋の修理は頻発する。 

維持管理システム 管理機関 CPE/個人 

 維持機関 CPE/個人  

個人所有の形態に近くなる。 

まとめ 長所：   

 短所： 利用者数と使用できる集水量のバランスが取れない。 

 制約条件： • 既にほとんどの公共施設で設置済み。 

• 理論的に支払い可能な水価の設定で 15 年毎の補修に対応できる。 

• 補修費用が高額なため支払いが滞らぬよう、住民同士のまとまりが必

要である。 

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 特に無し 

その他 • NGO にとって最も建設のし易い施設のため建設候補地を実施直前に選定する必要があ

る。 

• 他の機関が建設する可能性が高いため、わざわざ日本支援として実施する必要性は低

い。 
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ID 番号 D9 計画のタイプ：施設 

天水溜 3／共同小型 実施時期  -  

水源 天水（公共施設の屋根を利用する。） 水源の種類 雨水 

対象地域 地下水源のある地域を除く 対象人口 1 基当り 2-3 世帯 

主要目的 通年使用できる水源が確保できない場合でも、雨季だけでも給水状況を改善する。 

給水期間としては、雨季+１ヶ月（計 5 ヶ月間）。 

その他 施設の大きさ／容量＝集水部面積 50m2、雨樋での導水、貯水部分は HDPE タンク容量 5m3

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

建設費 直接経費 ≒¥500,000 - 

 間接費 ¥150,000 (上の 30％とする)

 計 ¥650,000 

年間管理費 維持費（年） 

 

¥32,000 建設費の 5%とする 

 

 計 ¥32,000 

Ar / 13lit バケツ Ar / 13lit バケツ 83Ar 

建設期間 0.5 ヶ月 

維持管理の困難度 日常の維持は簡単であるが、塩分含みの風が強いため屋根材と樋の修理は頻発する。 

維持管理システム 管理機関 CPE/個人 

 維持機関 CPE/個人 

まとめ 長所：  • 住民にとっては雨季の水源が最短距離になる。 

• 管理責任が明確になる。 

 短所： 自立的ではない住民には放棄される。 

 制約条件： • 理論的には支払い可能な水価設定で 15 年毎の補修に対応できる。 

• 個人を対象とした配布は不公平感が出る。通常のプロジェクトになりにく

い。 

• 設置するかどうかは住民の意思によるが、買換る住民は少ないと予想する。

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 特に無し 

その他 • 集落の形成は家族毎の傾向があり、数家族以上で構成される集落を優先する方法があ

る。 
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ID 番号 D10 計画のタイプ：施設 

天水溜 4／公共大型 実施時期  -  

水源 天水 水源の種類 雨水 

対象地域 地下水源のある地域を除くフクタン 281 対象人口 各フクタン 1 基 

主要目的 通年使用できる水源が確保できない場合でも、雨季だけでも給水状況を改善する。 

給水期間としては、雨季+1 ヶ月（計 5 ヶ月間）。 

その他 • 地下に人工的な貯水空間を形成し、雨水を貯留するシステム。 

• 地面を掘削してできた凹地に遮水シートで遮水した後、クロスウェーブを積層し、さら

に上面を覆ったあとで、埋め戻す。その中に、水路その他で集めた雨水を貯水し、ハン

ドポンプ等で揚水する。 メーカーで提案され、学校の校庭等に建設されている。傾斜

地を選択する必要がないが、汚染を防ぐため人家から離す必要がある。また窪地を選定

すれば周囲からも集水可能となる。 

• 施設の大きさ／容量＝集水部面積 1,000m2、貯水部容量 120m3 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

建設費 直接経費 ≒¥10,000,000 - 

 間接費 ¥3,000,000 (上の 30％とする)

 計 ¥13,00,,000 

年間管理費   他項目等、詳細は表

8.2.1-2 給水計画代替

案を参照 

 

最小水料金 Ar / 13lit バケツ 32Ar 

建設期間 4 ヶ月 

維持管理の困難度 補修は不可能 

維持管理システム 管理機関 CPE/フクタン 

 維持機関 CPE/フクタン 

まとめ 長所：  不純物がある程度除去される。 

 短所： 補修はできない。 

 制約条件： 建設価格が安ければ、屋根から集水するシステムより衛生度が高く有利で

あるが、水量、水質の実証試験が現地で必要である。植物の根の繁茂に対

する防水シートの耐久性について未知数である。 

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 ある面積にて用地を接収する必要がある。 

その他  
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ID 番号 D11 計画のタイプ：ソフト支援 

滅菌剤利用教育（衛生教育） 実施時期 -  

水源 全水源 水源の種類 全水源 

対象地域 地下水源のある地域を除く 対象人口 ≒232,000（2015 年） 

主要目的 Sur Eau 等を利用するための、滅菌に関わる衛生教育 

その他 Sur Eau 等の配付と販売網の整備 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 ＝購入費 900Ar (¥500) 年経費／世帯 

 計 900Ar (¥500) 

年間管理費 ＝購入費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照 

  

 計 900Ar (¥500) 年経費／世帯 

最小水料金 NA  

建設期間 NA 

維持管理の困難度 - 

維持管理システム 管理機関 住民 

 維持機関 住民 

まとめ 長所：  既に一般に流通しており購入は容易である。 

 短所： -  

 制約条件： • ある地域では既に妊婦に対して利用を促進する活動が進められてい

るが、実際に用いているケースがない。 

• 村落内の衛生状態を勘案すると、水質（滅菌）だけに気をつけてもあ

まり効果があがらない。 

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 特になし。 

その他 この地域の問題は水の汚染では無く、水自体が無いことであるため、住民のニーズと異な

る。当該費用を天水溜建設に当てた方が住民側には歓迎される事である。 
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ID 番号 D12 計画のタイプ：ソフト支援 

滅菌剤・防腐剤利用教育（衛生教育） 実施時期 -  

水源 全水源 水源の種類 全水源 

対象地域 地下水源のある地域を除く 対象人口 ≒232,000（2015 年） 

主要目的 水腐敗防止に関わる衛生教育 

その他 滅菌剤の配布と販売網の整備および衛生教育指導 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 ＝購入費 882,000Ar (¥49,000) 年経費／世帯 

 計 882,000Ar (¥49,000) 

年間管理費 ＝購入費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照 

  

 計 900Ar (¥500) 年経費／世帯 

最小水料金 NA  

建設期間 NA 

維持管理の困難度 - 

維持管理システム 管理機関 住民 

 維持機関 住民 

流通していないため販売網を構築する必要がある。 

まとめ 長所：  施設建設を伴わない 

 短所： 高額であるため、使用量は限定的にする必要がある。 

 制約条件： • 住民の要望とは適合しない。 

• 水の長期保存が可能となるが高額であるため、日常での利用ではなく

緊急用である 

• 安価である Eau Sur と併用していく事が望ましい。 

優先度 低 水源がない場合 

環境への影響 特になし。 

その他 この地域の問題は水の汚染では無く、水自体が無いことであるため、住民のニーズと異な

る。当該費用を天水溜建設に当てた方が住民側には歓迎される事である。 
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ID 番号 D13 計画のタイプ：機材調達支援 

給水車の導入 実施時期 -  

水源 パイプラインで導水された地下水 水源の種類 － 

対象地域 地下水源のある地域を除く 対象人口 1 台当り≒6,000 人 

主要目的 緊急給水・Ambossary から Ambovombe を水源としたシステムに切り替える。 

その他 Ambossary から Ambovombe を水源としたシステムに切り替えるため、6m3の給水車調達 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

建設費 購入費 ¥6,600,000  

 調達管理費（30％） ¥1,980,000 

 計 ¥8,540,000 

年間管理費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照  

 

 計 ¥5,540,000 年経費／台 

最小水料金 Ar / 13lit バケツ 233Ar 

調達期間 6 ヶ月 

維持管理の困難度 車両修理自体は現在も実施しているため可能である。 

維持管理システム 管理機関 AES 

 維持機関 AES 

まとめ 長所：  • 施設建設を伴わない。 

• 需要予測が難しい地域で、確実に保障されない需要に合わせた機動的な

対応が可能となる。 

• Ambossary までの移動費分が軽減されるため運搬経費は半分程度に低減

できる。 

 短所： • 燃料代を準備する必要があり、運営費だけでは、パイプでの送水と比較

してコストがかかる。 

• 給水車の更新が必要となる。 

 制約条件： 車輌更新のための方策がマ国より提案されない限り、前例と同じ結果にな

る。 

優先度 低  

環境への影響 特になし。 

その他 道路状況が悪く車両故障につながっているため、道路整備も必要である。 
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ID 番号 D14 計画のタイプ：施設  

ハンドポンプ付き深井戸給水施設建設 実施時期 -  

水源 地下水 水源の種類 地下水 

対象地域 対象地域西部 対象人口 ≒16,000（2015 年） 

主要目的 水源のない地域で通年使用できる水源を建設する。 

その他 • 100m 揚程のある HPV100 を想定し、人口 100 人以上の村落に設置する。揚程に限界が

あるため揚程水位 100m より浅いの村落のみ。 

• 110ｍ井戸、付帯施設建設、ポンプ部品販売システム、修理システムの構築。 

施設計画内容  

 
 
 
 
 
 
 

建設費 直接経費 ¥5,800,000  

 間接費（30％） ¥1,740,000 他詳細については、表表 8.2.1-2 給水

 計 ¥7,540,000 計画代替案を参照 

維持管理費 維持費（点検費） ¥47,000

 計 ¥47,000

最小水料金 更新準備費含む 6.1Ar Ar / 13lit バケツ

建設期間 0.5 ヶ月／1 基 

維持管理の困難度 消耗部品の交換は住民レベルで可能である。 

維持管理システム 管理機関 CPE 

 維持機関 AES/CPE 

まとめ 長所：  維持管理費用は最小限である。 

 短所： 現在、パーツ販売店や修理システムが無く、構築する必要がある。 

 制約条件： • 水質分析結果として塩分濃度は EC3,000µS/m 以上と多い。 

• 最も維持管理が確実であるが、対象とできる範囲は水位の制約があるた

めに狭い。 

優先度 中  

環境への影響 特になし。 

その他  
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ID 番号 D15 計画のタイプ：施設・装置設置  

ポンプおよび淡水化装置の設置 実施時期 -  

水源 - 水源の種類 地下水 

対象地域 地下水塩分濃度が高いすべての地域 対象人口 ≒250,000 人（2015 年） 

主要目的 塩分濃度の高い水の塩分を除去し、飲料での用途を可能にする 

その他  

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

年間管理費 

最小水料金 

建設･設置期間 ― 

維持管理の困難度 機能を理解し、電気の技術に精通している必要がある。 

維持管理システム 管理機関 AES/CPE 

 維持機関 AES/CPE 

まとめ 長所：  給水対象地域で水源を確保できる 

 短所： フィルターを交換する必要があり、消耗部品代がかかる。 

 制約条件： • マ国で流通していないため、故障が発生した場合は国外に対象を求める

必要がある。 

• メンテナンスフリーを標榜しているメーカーもあるが、それほど一般化

していないのが現実で、導入が難しいことを示唆している。 

優先度 低  

環境への影響 特になし。 

その他  
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ID 番号 D16 計画のタイプ：ソフト支援  

安全な水の利用教育（煮沸衛生教育） 実施時期 -  

水源 - 水源の種類 全ての水 

対象地域 すべての地域 対象人口 ≒230,000 人（2015 年） 

主要目的 安全な飲料確保として煮沸の普及をする。 

その他 各フクタンにて滅菌するために煮沸方法とのその目的を説明する啓蒙活動を実施する。 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

年間管理費 

最小水料金 

建設･設置期間 ― 

維持管理の困難度 食事を作るのと同じで、一般的な作業である。 

維持管理システム 管理機関 保健省 

 維持機関 保健省 

燃料の確保が課題となる。 

まとめ 長所：  新規の機材の導入が必要ない 

 短所： • 植生の貧困な地域であるため、燃料の確保が難しい。 

• 燃料確保のために植生伐採を進行させる危険が高い。 

 制約条件： ユーカリ等の燃料木の植林等を実施するなど燃料の確保が必要である。 

優先度 低  

環境への影響 草木の伐採につながる。 

その他 燃料の確保が課題となるために、供給と環境破壊への影響に関する目処がつかない限り推

進できない。 
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ID 番号 DM1 計画のタイプ：施設  

ハンドポンプ付き深井戸給水施設建設 実施時期 -  

水源 地下水 水源の種類 地下水 

対象地域 海岸地域および東部盆地地域のフクタン 対象人口 

（2015 年） 

対象フクタン数 75 程度 

（≒37,500 人） 

主要目的 水源のない地域で通年使用できる水源を建設する。 

その他 • EC3,000 から 10,000μS/cm 程度の水質を期待して水位 100ｍまで揚水可能な人力ポンプ

を設置する。対象地域は標高 100ｍ位までの崖上の海岸沿いと砂丘谷部の標高の低い地

域とする。 

• 100m の揚程のあるＨPV100 を想定し、人口 100 人以上の村落に設置する。揚程に限界

があるため、揚水水位は 100ｍ以内村落のを対象とする。 

• 110ｍ井戸、付帯施設建設、ポンプ部品販売システム、修理システムの構築。 

施設計画内容  

 

建設費 直接経費 ¥5,800,000  

 間接費（30％） ¥1,740,000 他詳細については、表表 8.2.1-2 給水

 計 ¥7,540,000 計画代替案を参照 

維持管理費 維持費（点検費） ¥47,000

 計 ¥47,000

最小水料金 更新準備費含む 6.1Ar Ar / 13lit バケツ

建設期間 0.5 ヶ月／1 基 

維持管理の困難度 消耗部品の交換は住民レベルで可能である。 

維持管理システム 管理機関 CPE 

 維持機関 AES/CPE 

まとめ 長所：  • 維持管理費用は最小限である。 

• 水汲みのために海岸の急斜面を降りてくる必要が無くなる。 

 短所： • 現在、パーツ販売店や修理システムが無く、構築する必要がある。 

• 塩分濃度が高いため生活用水以外に使用できない。 

• 嗜好性の問題もあり、利用されるとは保証できない。 

 制約条件： • 数サイトでパイロットプロジェクトにて実施して使用状況を確認する

必要がある。 

• Ambovme 地域だけでなく、Tulear にかけての海岸部にも成果を応用でき

る。 

優先度 中  

環境への影響 特になし。 

その他 住民の利用度を検証するために、10 サイト程度で試験的に建設する必要がある。10 サイ

トとするのはサイトにより条件が異なるため、設置基準を明確にするにはその程度の数が

必要となる。 
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18/25 

ID 番号 DM2 計画のタイプ：施設  

ため池の建設 実施時期 -  

水源 雨水 水源の種類 雨水 

対象地域 自然に池が形成されない海岸地域など 対象人口 ≒16,000（2015 年） 

主要目的 海岸地帯では雨季にさえも池や沼が形成されないため、家畜用水さえも事欠くような状況

を改善する。 

その他 窪地に泥（粘土層）を張るなどして貯水を可能とするため池を建設する。 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

建設費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

年間管理費 

最小水料金 

建設期間 NA 

維持管理の困難度 管理主体を明確にすれば、住民で沈殿物の浚渫除去は単純作業で可能である。 

維持管理システム 管理機関 CPE 

 維持機関 CPE 

粘土の確保が建設、保守において課題となる。 

まとめ 長所：  維持管理費用は最小限である。 

 短所： 家畜が侵入するため衛生的な利用は期待できない。 

 制約条件： • 衛生状態を維持できないため、必要性は低い。 

• 漏水防止がどの程度できるか不明で実証試験が必要である。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他 住民の利用度を検証するために、10 サイト程度で試験的に建設する必要がある。10 サイ

トとするのはサイトにより条件が異なるため、設置基準を明確にするにはその程度の数が

必要となる。 
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19/25 

ID 番号 P1 計画のタイプ：施設  

風力利用の揚水システム 実施時期 -  

水源  水源の種類 地下水 

対象地域 海外砂丘地帯および全地域 対象人口 ≒183,000（2015 年） 

主要目的 揚水水位の深い地下水、また、標高の高い東部や海岸地域に導水するための動力ポンプの

動力源として使用する。 

その他 風力発電システムであるがディーゼル発電等、他方式との併用が考えられる。 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

年間管理費 

最小水料金 

建設期間 NA（数ヶ月） 

維持管理の困難度 一般的ではないために、パーツ等第三国調達となる。 

維持管理システム 維持管理機関 AES/MEM 

適切な技術力と部品購入のための規律的な財政が必要とされる 

まとめ 長所：  • 自然条件としての風力のポテンシャルは高い。 

• 省エネ面で期待される発電方式の一つである。 

 短所： 実績として、風力発電は 1970 年代に静水位の浅い地下水で少量の揚水

が実施されているが、現在稼動している施設は皆無である。 

 制約条件： 当地の実績として風力発電の利用はないが海岸地域においての風力ポ

テンシャルが大きく、機器の効率と、他地域の実績から風力発電の計画

が噂されている。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他 稼動率や、修理頻度などを検証する必要がある。 
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ID 番号 P2 計画のタイプ：施設  

マイクロ水力発電装置 

(送水管路の標高差と流速を利用した発電) 

実施時期 -  

水源 - 水源の種類 - 

対象地域 Ambovombe(導水・送水区間) 対象人口 ≒183,000（2015 年） 

主要目的 揚水水位の深い地下水、また、標高の高い東部や海岸地域に導水するための動力ポンプの

動力源として使用する。 

その他 Antanimora から Ambovombe の自然流下方式における管路長 62km、標高差 150m、管口径

300mm、送水量 66m3/hr とした場合、発電ポテンシャルの試算は以下の通りである。 

Pth=9.8x0.0183m3/sx(150-5)=26kW 

施設計画内容  

 

 

 

 

 

 

 

建設費 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

年間管理費 

最小水料金 

建設期間 NA（数ヶ月） 

維持管理の困難度 マ国内で一般的ではないために、装置等は第三国調達となる。 

維持管理システム 維持管理機関 AES/MEM 

適切な技術力と部品購入のための規律的な財政が必要とされる。 

まとめ 長所：  自然流下式管路の流水を利用したマイクロ水力発電のポテンシャルが

ある。 

 短所： • 同国における実績がなく、マイクロ発電施設の維持管理について不明

確な部分がある。 

• 発電量が小さいため用途が限定され実効性が薄い。 

 制約条件： Antanimorra - Ambovombe のパイプラインの建設（導水・送水）が前提で

ある。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他  
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ID 番号 L1 計画のタイプ：ソフト支援  

法規整備：水価安定対策 実施時期 -  

水源 - 水源の種類 - 

対象地域 水源のない全地域 対象人口 ≒252,000（2015 年） 

主要目的 水不足時に高額となる水料金を安定させる。 

その他  

計画内容 AES で建設した水を転売する業者は免許制とし、統制価格以上での販売を禁止するな

ど、法規制を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画実施費用 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

 

 

計画実施期間 NA 

実施の困難度 水供給量の確保と搬送手段の状況に拠る。 

規制導入後の 

管理システム 

管理機関 各県 

 

まとめ 長所：  貧困住民にも水購入の機会が増加する。 

 短所： • 供給量の確保と簡便な搬送手段が確立されないと、水売りの販売意欲

をそぐことになりかえって住民が不利益を被る。 

• 高額な料金が理由で抑えられていた需要が増大し、計画が成功すれば

するほど、給水計画見直しが必要になる可能性が高い。 

 制約条件： 需要を上回る水供給体制の確立が必須である。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他  
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22/25 

ID 番号 L2 計画のタイプ：ソフト支援  

法規整備：衛生状況改善のための設備設置ガ

イドライン制定 

実施時期 -  

水源 浅層地下水 水源の種類 浅井戸（vovo） 

対象地域 既存浅井戸（vovo）を有する全地域 対象人口 ≒38,000（2015 年） 

主要目的 衛生状態改善のため浅井戸施設の標準デザイン提案 

その他  

計画内容 浅井戸周辺の衛生状況改善のためのガイドライン制定のほか、施設建設に関わる井戸構造

や蓋設置に関するガイドラインを制定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画実施費用 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

 

 

計画実施期間 NA 

実施の困難度 難 

規制導入後の 

管理システム 

管理機関 各県 

 

まとめ 長所：  飲料水・生活環境の質を向上できる。 

 短所： 住民にとっては作業量が増える。 

 制約条件： 作業量が増えることで、導入の魅力を感じない場合がある。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他 住民側が行政指導をいかに受け入れるかに拠るところが大きいため、刑事罰がない限りガ

イドラインの施行には難度が高い。 
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23/25 

ID 番号 L3 計画のタイプ：ソフト支援  

法規整備：井戸建設および水源汚染源規制の

ガイドライン制定 

実施時期 -  

水源 浅層地下水 水源の種類 浅井戸（vovo） 

対象地域 既存浅井戸（vovo）を有する全地域 対象人口 ≒38,000（2015 年） 

主要目的 水資源保護と衛生状態改善のため井戸建設に関わるガイドラインを制定する。 

その他  

計画内容 水源地エリアを設定し、人家の建設を規制する、また、病気が発生した井戸の使用を中止

させる、水源保護のため井戸蓋の設置を義務付ける等、水源の汚染源を絶つため、規制を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

計画実施費用 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

 

 

計画実施期間 NA 

実施の困難度 難 

規制導入後の 

管理システム 

管理機関 各県 

 

まとめ 長所：  地下水資源の持続性を管理できる。 

 短所： 不利益を被る住民も存在する。 

 制約条件： • 立地に関する規制が主となる。 

• 住民の受け入れ状況による。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他 住民側が行政指導をいかに受け入れるかに拠るところが大きいため、刑事罰がない限りガ

イドラインの施行には難度が高い。 
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24/25 

ID 番号 L4 計画のタイプ：ソフト支援  

法規整備：水販売の効率化に関わる組織化等

規制整備 

実施時期 -  

水源 AES 水源の種類 AES 供給の水 

対象地域 既存浅井戸を有する全地域 対象人口 ≒250,000（2015 年） 

主要目的 既存する水販売システム（牛車を利用した水販売人）の組織化と効率化を図る。 

その他  

計画内容 AES で生産した水を転売する業者は、免許制とし、統制価格以上での販売を禁止する。ま

た遠方で販売する場合は割引して卸す拡販システムを状況により導入するなど、水 

販売の効率化に関わる規制の導入。 

 

 

 

 

 

 

 

計画実施費用 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

 

 

計画実施期間 NA 

実施の困難度 難 

規制導入後の 

管理システム 

管理機関 各県 

 

まとめ 長所：  • 初期投資が大きい施設建設を最小限化し、維持管理コストを押し上げ

る要因を取り除く。 

• 雇用機会の増大。 

 短所： 水売り調査より、牛車の水売りは水の値段が高額になって活動が盛んに

なる。よって、値段の抑制と運搬の組織化とは相反する。 

 制約条件： 住民の受け入れ状況による。 

優先度 低  

環境への影響 特になし 

その他 行政指導を住民がいかに受け入れるかであるが、刑事罰がない限り難度が高い。 
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25/25 

ID 番号 L5 計画のタイプ：ソフト支援  

法規整備：AES 運営の透明性確保に関わる法

規整備  

実施時期 -  

水源 AES 水源の種類 AES 供給の水 

対象地域 全地域 対象人口 ≒250,000（2015 年） 

主要目的 AES の運営維持管理能力の強化をサポートする。 

その他  

計画内容 職員配置の適正化を図り、会計報告の公開（ドナーや県に対して）等透明性の確保等、プ

ロジェクトにて建設した施設の運営が軌道にのるまでの技術支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画実施費用 詳細は表 8.2.1-2 給水計画代替案を参照。 

 

 

 

 

計画実施期間 NA 

実施の困難度 難  水セクターにおける行政の実施能力次第 

規制導入後の 

管理システム 

管理機関 MEM 

 

まとめ 長所：  無駄なコストを削減し、持続性のコスト分岐点を下げることができる。

 短所： 予想される地域からの反発。 

 制約条件： 政治的介入を排除することが先決であることを、関係者は認識していも

のの、現在も実施できていない。 

優先度 高  

環境への影響 特になし 

その他 導入に関わる難度は高いものの、持続性や発展性ともに高く優先順位は高いと判断され

る。 
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8.2.2  給水計画代替案の選定手順 

 

調査対象地域の試掘調査結果より、地下水水源として水量水質的に妥当な水源は Antanimora 地区

のみである。このため、地下水水源に固執せず、対象地域で可能な給水により現状を改善する案

を、現地の実情に即してロングリストを作成し、その評価から有望な案をショ－トリストする。さ

らに、その優先順位を詳細に検討する。以下の図 8.2.2-1 に、給水計画案選定手順を説明する。 

 

8.2.3  ロングリストの作成 

 

対象地域は、雨季においても水の確保に困窮する生活環境であるため、生活用水（マダガスカル

国飲料水水質基準）が確保されるだけでも改善の効果は大きい。対象地域のさまざまな改善要素

について、立案可能な給水改善案を飲料水供給（WHO 飲料水水質ガイドライン）に限定すること

なく列挙する。また、地下水揚水の課題となる動力費の改善についても、現状の水価格の低減と

貧困改善を進める要素となる。さらに、対象地域での利用可能な水源が限定的であるため、無秩

序に利用、開発されている実情がある。法律や水法による規制などの整備も効果的と考える。調

査対象地域の各給水改善案を、テーマで分類すると以下の図 8.2.3-1 のようになる。 

 

 

図 8.2.2-1 給水案選定の手順フロー 

ロングリスト 
給水に関する改善案（給水代替案） 
D1-16、DM1-3、P1-2、L1-5、S1-3 

自立発展性と緊急性

による 2 項目の各 3 段

階評価 

ショーリスト上位の給水改善案を 
①施設建設と②技術協力(ソフト強化)に

区分して評価する 

給水区域や裨益人

口、実現の容易さに

よる点数評価 

優先順位リスト(①施設建設②技術協力) 

評価としては低い

が予算的実現性や

計画でカバーしき

れない地域での対

処方法として考慮 

優先順位リストには入らないが考慮事項

としての改善案の検討（補足） 
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図 8.2.3-1 給水改善案の分類 

 

対象地域において立案可能な給水改善案をリストとして、表 8.2.3-1 に示す。ここで、自立発展性

と緊急度について以下の基準で評価する。また、ショートリストでの優先順位検討のために、①

施設建設と②教育、法律、技術などソフト強化に区分する。 

 

自立発展性：建設後はドナーの支援なしに、マ国内の人材だけで運営・維持ができること。また、対

象地域内給水改善だけでなく、経済効果が国内の類似分野や近隣にも波及していくこと。 

高：基盤さえ整えば運営･維持は可能で波及効果も高い。 

中：運営・維持の自立性に不安はあるが経済効果は高い。 

低：援助機関の支援が前提となる。 

 

緊急度：住民の水困窮度が非常に高く、実施することで住民の生活改善の裨益効果が大きい。 

高：地域社会や地域経済に裨益効果が発生する。 

中：現状の地域社会に変化はないが、住民の生活改善に寄与する。 

低：地域の要望はある。 

飲 1 

 

 

飲料水供給案 

D 

 

地域特性を生かした水

供給用動力案 

P 

 

 

生活用水供給案 

DM

 

   水供給状況改善をサポ

ートする行政事項 

L

給水条件を改善するために考えられる方策 
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表 8.2.3-1 調査対象地域給水方法(案)一覧 (ロングリスト) 

 主目的 給水施設 給水計画内容 発展

性 
緊急

度 
施設とソ

フト区分

D1 生活用水 
(実質飲料) レベル2型給水施設 Ambovombe市街地対象(ディーゼル発電方式） 高 高 施設 

D2 生活用水 
(実質飲料) レベル2型給水施設 Ambovombe市街地対象同上、動力源をJIRAMA商

用電力とする。 高 高 施設 

D3 生活用水 
(実質飲料) 管路給水施設 海岸砂丘地帯対象(ディーゼル発電方式) 中 中 施設 

D4 飲料水 管路給水施設＋  レ
ベル2型給水施設 

Antanimoraの水源（F006B）を利用したAmbovombe
市及び海岸砂丘地帯の給水施設(太陽光利用＋デ

ィーゼル発電方式) 
中 中 施設 

D5 飲料水 管路給水施設＋  レ
ベル2型給水施設 

Antanimoraの水源（F006B）を利用したAmbovombe
市及び海岸砂丘地帯の給水施設(ディーゼル発電

方式)同上 
中 中 施設 

D6 飲料水 管路給水施設＋  レ
ベル2型給水施設 

Antanimoraの水源(F006B)を利用したAmbovombe
市街地のみを対象とした給水施設(ディーゼル発

電方式) 
中 高 施設 

D7 飲料水 天水溜1 
公共大型 

雨季＋１ヵ月（計5ヵ月）の給水を改善する。 
ﾌｸﾀﾝレベルを対象とし、集める面積1000㎡、タン

ク容量120m3  
低 中 施設 

D8 飲料水 天水溜2 
公共中型 

公共施設の屋根を利用したレベル 100㎡、タンク
10 m3 低 低 施設 

D9 飲料水 天水溜3 
共同小型 

民家屋根集水面積50m2、タンク5m3 、屋根の改良

も含む 中 中 施設 

D10 飲料水 天水溜4 
公共大型 

・地下に人工的な貯水空間を形成し、雨水を貯留

するシステム。 
・積水等で提案され校庭等に建設されている。 
・集水面積1000m2 貯水槽120 m3とする 

低 中 施設 

D11 飲料水 滅菌剤利用教育 滅菌剤Sur eau等を使用した水滅菌の衛生教育 低 低 ソフト

D12 飲料水 防腐剤利用教育 滅菌を兼ねた防腐剤と水腐敗防止と衛生教育 低 低 ソフト

D13 飲料水 給水車１ 

・AntanimoraからAmbovombeまでの管路給水施設

建設が前提である。 
・AntanimoraからAmbovombeを水源としたシステ

ムに切り替える。 
・6給水車調達 

低 中 施設 

D14 生活用水 
(実質飲料 

Antaritarika 
周辺ハンドポンプ 

・100m揚程のあるHPV100を想定し、人口100人以

上の村落に設置する。揚程に限界があるため標高

100m以下の村落のみ。 
・110ｍ井戸、付帯施設建設、ポンプ部品販売シス

テム、修理人網の構築。 

中 高 施設 

D15 飲料水 淡水化装置 

塩分濃度の高い水の塩分を除去する。 
井戸、高架水槽、公共水栓のシステム構成に淡水

化装置を設置する。ポンプと淡水化装置電源とし

てソーラー電源を装置する。 

低 低 施設 

D16 飲料水 煮沸衛生教育 安全な飲料確保として煮沸の普及をする 低 低 ソフト

DM1 生活用水 ハンドポンプ 

EC3,000から10,000µS/cm程度の水を期待して、水

位100mまで揚水可能な人力ポンプを設置する。対

象地域は標高100mまでの地点となるため、崖上の

海岸沿い、若しくは、砂丘谷部の標高の低い地域。 

中 中 施設 

DM2 生活用水 ため池の建設 
海岸地帯では雨季にさえも池や沼が形成されない

ため家畜用水さえも事欠く。窪地に泥を張るなど

して貯水可能とする。 
中 低 施設 

P1 動力源 風力の利用 風力ポンプと風力発電 中 低 施設 

P2 動力源 揚水発電 
(マイクロ水力発電) 

送水管路の標高差と流速を利用したマイクロ水力

発電 低 低 施設 
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L1 法規整備 水不足時に高額とな

る料金を安定させる 

AESで建設した水を転売する業者にはライセンス

制とし、統制価格以上での販売を禁止するなど(法
的) 

低 低 ソフト

L2 法規整備 衛生状態改善のため

vovoのデザイン提案 
・井戸周辺の衛生ガイドライン 
・井戸元や蓋に関するガイドライン制定 低 低 ソフト

L3 法規整備 井戸建設と汚染源規

制のガイドライン 

・水源地エリアを設定し、人家の建設を規制する。 
・病気が発生した井戸では使用を中心させる。 
・汚染の原因は蓋がないこともあるため、規則化

する。 

低 高 ソフト

L4 法規整備 牛車の組織化による

水運搬、効率化 
拡販のために遠方で販売する場合は割引して卸す

システムを状況により導入する。(組織) 中 低 ソフト

L5 法規整備 AESの透明化サポー

ト 

・職員配置の適正化 
・会計報告の公開（ドナーや県に対して） 
・プロジェクト建設施設運営が軌道にのるまでの

サポート 

高 高 ソフト

S1 技術強化 AES技術経営支援 

・日本側で着手する給水計画と連携した技術経営

支援 
・水料金や現状の給水施設運営維持管理者への技

術指導及び経営改善の強化 

高 高 ソフト

S2 技術強化 FU支援（改修指導） 

・既存給水施設（管路給水施設＋浄水場）の改修

と運営・維持管理 
・2005年サイクロンによる取水地点の改修を含む

運営管理の総合的技術的フオローアップ強化 

高 高 ソフト

S3 技術強化 天水利用技術支援 

･地方自治体や住民の要望に沿った天水溜建設と

現地NGO起用など組織的なソフト技術強化 
・実施機関（MEM）との調整が必要のため、天水

溜建設マスタープラン・パイロットの実施、モニ

タリング、裨益効果の検証 

中 中 ソフト

S４ 技術強化 
既存管路 (Sampona)
の拡充に係る技術支

援 

･既存管路系の水源を活用して、Ambovombe市や海

岸砂丘地帯への給水の拡張に係る技術支援 
・実施機関（MEM）やアフリカ開銀などの給水計

画との調整 
･Mini-Pipeの具体的な運営維持管理体制をモニタ

リング評価し体制の強化を支援する 

中 高 

 

ソフト
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8.2.4  ショートリストの作成 

 

ロングリストで行った給水改善方法（案）の評価を図示すると、図 8.2.4-1 (施設建設)と 図 8.2.4-2 

(ソフト技術強化)のようになる。 

 

図 8.2.4-1 ロングリストの評価図（施設建設） 

 

図 8.2.4-1 で、自立発展性および緊急度の評価が中程度以上の施設建設給水改善案に関して、18

案中 9 案をショートリストとし、更に詳細な観点から比較し、優先順位を決定する。また、対象

地域で現実に建設が進められている（D7、D8、D9）にあたる天水溜の建設については、別途特別

考慮事項として分析する。 

 

一方、ロングリストで行ったソフト技術強化の給水改善方法（案）の評価を図示すると、図 8.2.4-2

のようになる。自立発展性および緊急度の評価が中程度以上の給水改善案に関して、12 案中 5 案

をショートリストとし、更に詳細な観点から比較し、優先順位を決定する。また、自立発展性の

高い（L3、L４）については、別途特別考慮事項として分析する。 

 

D2 

D6 

D1

低 
高 

低 

高 

緊急度 

〔必要性〕 

自立発展性 

〔妥当性〕 

MM1

D15 

D7

DM3 P2 

D3

D4 D5DM2 

D9

D10

D14P1 

D8 

D13



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 8 章 給水計画 

 8-45

 

図 8.2.4-2 ロングリストの評価図(ソフト技術強化) 

 

(1) ショートリストの給水施設建設に係る優先順位 

下記の給水施設建設に係る優先順位を検討する。 

 

表 8.2.4-1 優先順位を検討する給水施設建設改善(案)一覧 (ショートリスト) 
 主目的 給水施設 給水計画内容 発展性 緊急度

D1 生活用水 
(実質飲料) レベル2型給水施設 Ambovombe市街地対象(ディーゼル発電方式） 高 高 

D2 生活用水 
(実質飲料) レベル2型給水施設 Ambovombe市街地対象同上、動力源をJIRAMA商用電力とす

る。 高 高 

D3 生活用水 
(実質飲料) 管路給水施設 海岸砂丘地帯対象(ディーゼル発電方式) 中 中 

D4 飲料水 レベル2型給水施設 
＋管路給水施設 

Antanimoraの水源（F006B）を利用したAmbovombe市及び海

岸砂丘地帯の給水施設(太陽光利用＋ディーゼル発電方式) 中 中 

D5 飲料水 レベル2型給水施設 
＋管路給水施設 

Antanimoraの水源（F006B）を利用したAmbovombe市及び海岸

砂丘地帯の給水施設(ディーゼル発電方式)同上 中 中 

D6 飲料水 レベル2型給水施設 
＋管路給水施設 

Antanimoraの水源(F006B)を利用したAmbovombe市街地のみを

対象とした給水施設(ディーゼル発電方式) 中 高 

D9 飲料水 天水溜3 
共同小型 民家屋根集水面積50m2、タンク5m3 

、屋根の改良も含む 中 中 

D14 飲料水 
Antaritarika 
周辺ハンドポンプ 

・100m揚程のあるHPV100を想定し、人口100人以上の村落に

設置する。 揚程に限界があるため標高100m以下の村落のみ。 
・110ｍ井戸、付帯施設建設、ポンプ部品販売システム、修理

人網の構築 

中 高 

DM1 生活用水 ハンドポンプ 

EC3,000から10,000µS/cm程度の水を期待して、水位100mまで

揚水可能な人力ポンプを設置する。対象地域は標高100mまで

の地点となるため、崖上の海岸沿い、若しくは、砂丘谷部の

標高の低い地域。 

中 中 

 

S2 

低 
高 

低 

高 

緊急度 

〔必要性〕 

自立発展性 

〔妥当性〕 

D11 D12

D16

L4

L2 

L3 

S3 

S1

L5 

L1 
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(2)  ショートリストのソフト技術強化改善に係る優先順位 

下記のソフト技術強化改善に係る優先順位を検討する。 

 

表 8.2.4-2 優先順位を検討するソフト技術強化改善方法(案)一覧 (ショートリスト) 
 主目的 給水施設 給水計画内容 発展性 緊急度

L5 法規整備 AESの透明化サポー

ト 

・職員配置の適正化 
・会計報告の公開（ドナーや県に対して） 
・プロジェクト建設施設運営が軌道にのるまでのサポート 

高 高 

S1 技術支援 AES技術経営支援 
・日本側で着手する給水計画と連携した技術経営支援 
・水料金や現状の給水施設運営維持管理者への技術指導及び

経営改善技術支援 
高 高 

S2 技術支援 FU支援（改修指導） 

・既存給水施設（管路給水施設＋浄水場）の改修と運営・維

持管理 
・2005年サイクロンによる取水地点の改修を含む運営管理の

総合的技術的フオローアップ支援 

高 高 

S3 技術支援 天水利用技術支援 

･地方自治体や住民の要望に沿った天水溜建設のため、現地

NGO起用など組織的なソフト技術支援 
・実施機関（MEM）との調整が必要のため、天水溜建設マス

タープラン・パイロット支援と効果の検証を段階的に実施 

中 中 

S４ 技術支援 
既存管路 (Sanpona)
の拡充に係る技術

支援 

･既存管路系の水源を活用して、Ambovombe市や海岸砂丘地帯

への給水の拡張に係る技術支援 
・実施機関（MEM）やアフリカ開銀などの給水計画との調整 
･Mini-Pipeの具体的な運営維持管理体制をモニタリング評価

し体制の強化を支援する 

中 高 

 

 

8.2.5 優先順位の決定 

 

優先順位では、給水施設建設による改善は以下（表 8.2.4-1）の評価項目で点数評価し、ソフト技

術強化は以下（表 8.2.4-2）で、それぞれ総合点で優先順位を決定する。 

 

表 8.2.5-1 給水施設改善評価項目 

 評価項目 5 点 3 点 1 点 

1. 理想的な飲料であるか 飲料水（WHO） マダガスカル基

準 

生活用水 

2. 対象地域のカバー範囲 

（裨益人口） 

対象地域の 

10 万人以上 

対象地域の 

1 万人以上 

対象地域の 

1 万人未満 

3. 1 人あたりの建設コスト ¥1 万以下 ¥3 万未満 ¥3 万以上 

4. 採算水価格（ﾊﾞｹﾂ 13 ﾘｯﾄﾙ） 50Ar 以下 100Ar 未満 100Ar 以上 

5. 影響範囲 地域 5km 以上 地域内 3km 村落内 1km 

6. 維持管理体制の整備 現状維持でよい 現状改善必要 新設が必要 

7. 経常運営費 ￥20 万/月以下 ￥50 万/月未満 ￥50 万/月以上 

8. 実現の容易さ（総金額） 十分可能である 予算があれば可 可能性なし 
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表 8.2.5-2 ソフト技術強化評価項目 

 評価項目 5 点 3 点 1 点 

1. 飲料水改善の強化であるか 飲料水（WHO） マダガスカル基

準 

生活用水 

2. 対象地域のカバー範囲 

（裨益人口） 

対象地域の 

10 万人以上 

対象地域の 

1 万人以上 

対象地域の 

1 万人未満 

3. 1 人あたりの強化コスト ¥1 万以下 ¥3 万未満 ¥3 万以上 

4. 採算水価格検討か 水価経済性検討 経済性検討 特になし 

5. 影響範囲 地域 5km 以上 地域内 3km 村落内 1km 

6. 維持管理体制強化の効果 飛躍的に向上 現状が改善する 変化は少ない 

7. 施設建設との相乗効果 非常に大きい 効果がある 変化がない 

8. 実現の容易さ（総金額） ¥1 億以下 ¥5 億以下 ¥5 億以上 

 

上記の評価項目に対する給水施設改善(表8.2.5-1)とソフト技術強化(表8.2.5-2)の総合点数を以下に

示す。 

 

表 8.2.5- 3 点数評価による給水施設改善の順位付け 

  主目的 給水施設 飲料 人口
コス

ト
水価格

影響

範囲
体制 運営費 

実現性

総金額 
総合 優先順位

D1 
生活用水 

(実質飲料) 

レベル 2 型給水施設 

（ディーゼル発電） 
3 3 5 5 3 3 3 5 30 ２ 

D2 
生活用水 

(実質飲料) 

レベル 2 型給水施設 

（JIRAMA 電力） 
3 3 5 5 3 3 5 5 32 1 

D3 
生活用水 

(実質飲料) 

管路給水施設 

（ディーゼル発電） 
3 5 3 5 5 1 １ 3 26 4 

D4 飲料水 

管路給水施設＋レベ

ル 2 型給水施設 

（太陽光発電） 

5 5 3 5 5 1 5 3 32 1 

D5 飲料水 

管路給水施設＋レベ

ル 2 型給水施設 

（ディーゼル発電） 

5 5 3 5 5 1 1 3 28 3 

D6 飲料水 

管路給水施設＋レベ

ル 2 型給水施設 

（ディーゼル発電） 

5 3 3 5 5 1 5 3 30 2 

D9 飲料水 天水溜(小型) 1 1 3 1 5 5 5 5 26 4 

D14 
飲料水 

(実質飲料) 

Antaritarika 

周辺ハンドポンプ 
3 1 5 1 1 3 5 5 24 5 

DM1 生活用水 ハンドポンプ 1 1 5 1 1 3 5 5 22 6 
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表 8.2.5-1 及び表 8.2.5-3 の点数評価の結果、下記の通り優先順位が決定される。実際には予算の確

保の難易度が実施には大きく影響する。そのため、実施機関ないし日本国政府の投資・支援する

予算により、実施される給水計画が選定される。 

 

1) 優先順位 1： (D2)は、Ambovombe 市約 4 万人の生活用水改善を実施する。但し、JIRAMA

からの電力供給が条件となり、不可能な場合は（D1）と同等の計画となる。ディーゼル発電

方式で当初は地下水を揚水するが、JIRAMA からの電力量の増大が可能となれば、将来的には

公共電力により運転費を効率化する計画となる。 

 水源は郊外の試掘井（F015）を活用する。 

 水質的に飲料水ではなく、生活用水（マダガスカル水質基準）となる。 

 運営維持管理体制は、経験ある AES(Ambovombe)を活用する。ただし、技術と経営面での

強化が必要であるため、水料金などの法制度（L5）(S1)などのソフト強化を同時に実施す

ることにより効果は増大する。 

2) 優先順位 1： (D4)は、中心都市 Ambovombe 市及び海岸砂丘地帯の村落を含む対象地域全域約

21 万人の飲料水供給改善を、自然流下式送水管路により実施するものである。但し、ソーラ

ー揚水システムを導入した運転コストの効率化を前提とした計画である。 

3) 優先順位 2： (D6) Ambovombe 市民と管路沿線の住民約 8.5 万人に飲料水改善を自然流下式

送水管路により実施するものである。但し、ディーゼル発電方式で地下水を揚水する案で、裨

益人口が中程度であるため、プロジェクトコスト全体を縮減する計画案となっている。自然

流下式送水管路等は、上記(D4)の Ambovombe 市までの給水と同じで、海岸砂丘地帯の給水を

含まない案である。 

4) 優先順位 3： (D5)は、中心都市 Ambovombe 市及び海岸砂丘地帯の村落を含む対象地域全域約

21 万人の飲料水供給改善を、自然流下式送水管路により実施するものである。(D4)との相違

点はディーゼル発電による揚水システムである。 

5）優先順位 4： (D3)は、海岸砂丘地帯への給水のため、Ambovombe 市郊外の水源を利用するも

ので、対象人口は約 18 万人の生活用水改善である。自然流下式送水管路を前提とした揚水シ

ステムとなる。 

6）優先順位 4： (D9)は、天水溜(小型)で、年間を通じた安定した給水改善策とはならないが、計

画対象地域内で中心地域から遠いため、改善が望めない給水管路から 10km 以上はなれた地

域の対応策である。このため、本計画は給水施設建設として取り扱うのではなく、(S3)のソ

フト技術強化の中で保健・衛生教育とともに実施する案とする。 

7）優先順位 5 と 6： (D14)及び（DM1）は、海岸砂丘地帯の地域が限定的に判明している地下水

を、ハンドポンプにより取水するものである。現在パイロットプロジェクトも実施中である

が、水質はマダガスカル国飲料水基準を超える場合でも、村落内の水源として生活用水に利

用されている。 

 

上記表 8.2.5-2 の評価項目に対するソフト技術強化各案の総合点数を、下表 8.2.5-４に示す。 
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表 8.2.5-４ 点数評価によるソフト技術強化の順位付け 

 主目的 給水施設 飲料 人口 コスト 水価格
影響

範囲
体制 運営費 実現性 総合 優先順位

L5 法規整備 AESの透明化サポート 
5 3 5 5 3 5 5 3 34 1 

S1 技術支援 AES技術経営強化 

S2 技術支援 FU強化（改修指導） 5 3 3 5 5 5 3 3 31 2 

S3 技術支援 天水利用技術強化 3 3 3 5 3 3 5 5 30 3 

S4 技術支援 飲料水と運営維持管理強化 5 5 3 3 5 3 3 3 30 3 

(＊L1 と S1 は AES 支援でほぼ同一の内容であるため評価は一体で行う) 

 

表 8.2.5-2 及び表 8.2.5-4 の点数評価の結果、緊急に生活用水の現状改善であれば、(D1 と D2)の実

施が最優先となり、同時に(L1 と S1)のソフト技術強化を行うことで、対象地域の給水改善は実証

される。しかし、飲料水供給のためには、(D4)を確実に実施する必要がある。実際には予算の確

保の難易度が実施には大きく影響する。実施機関ないし日本国政府の投資・支援する予算が十分

確保される場合には、(D4)と(L1 と S1)を実施する。更に、（S2）の既存施設改修と(S3)の天水溜

と保健･衛生の支援も緊急に着手する必要がある。また、ミニパイプライン(Ambassary-Sampona)

が 2006 年 11 月に送水を開始したため、これらの給水システムと連携した Ambovombe 市、及び

海岸砂丘地帯への給水計画と、運営維持管理に係る技術支援（S4）が実施機関(MEM)から要請を

受けている。 

 

8.2.6  総合評価とその他考慮事項 

 

上記の選定のためには、建設時に運営機関の体制整備が必須となる。現在この地域の給水を担当

している南部給水公社（AES）の再編成が進行中である。このため、上記の計画を実施するに当

っては、（L5）（S1）AES の現状の水料金を含む技術的な給水施設の運営と経営管理についても

同時に実施できれば、運営体制はより堅実になり、改善効果は向上する。2006 年の第 3 年次補足

調査による AES の経営状態は、2005 年年報の分析の結果、収入源である水販売量が 1 日平均 100 

/日であったことが判明した。（S2）過去の日本の支援による計画販売量は、それぞれの施設で 1

日平均 200 /日である。AES の経営組織改善には、人員削減だけでは対応しきれない収入源の水販

売量の現状回復が大前提となる。このため、十分な収入を確立する施設建設ないし改修（F/U）が

必須である。前報した（D1 と D2）は、投資総予算が少ないうえ、緊急に日平均 400 m3/日を

Ambovombe 市に給水することが可能である。一方、海岸砂丘地域においては、アフリカ開発銀行

等の動向や過去に日本で実施した施設の現況を考慮し、ショートリストから漏れた案も含めて以

下に検討する。 

 

(1) 運営機関の体制整備が途上である場合 

 

1) 考慮する案 1：（D14、DM１）のような生活用水供給を目的としたハンドポンプの建設 
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 但し、適地は限定される 

2) 考慮する案 2：（S3）天水利用技術支援と住民の衛生管理、コミューン開発支援を早急に実施

する。 

 具体的なパイロットプロジェクトとして天水溜(D7－D9)の 1 部に着手し、現地で EU, 

NGO などと、天水溜(大型、中型、小型)の有効性を実証する。 

 実証性とモニタリング評価を通じて、具現化のための長期実施計画策定を支援する。 

 特に、実施機関（MEM）ではなく、コミューンないしフクタンの住民の要望により実施

するもので、技術協力、NGO 活用案が適切である。 

 天水溜の特徴とともに、年間を通じて、また安定した水源代替案の有効性が認められな

い場合は、支援の中で、さらなる代替案を検討する。 

3) 考慮する案 3： (S2)既存管路給水施設及び浄水場施設が危機的な状況にあり、早急な技術的

な改修と AES の現行水販売料金の検討を含む経営改善が必要である。 

 F/U（フォローアップ）支援、コミュニティ開発支援ないしプロ技など総合的な改善策を

実施する必要がある。 

4) 考慮する案 4： 2006 年 3 月に表明しているアフリカ開発銀行との協調融資により、海岸砂

丘地帯の給水を実施するとともに、日本単独では(D6)の Antanimora の飲料水水源をアンバボ

ンベ市に給水する案についても再考する必要がある。 

 同地域での最重要都市 Ambovombe 市へ自然流下式給水管路約 60km。 

 利点と弱点は、上記優先順位４：(D4)案と同様、全体的なプロジェクトコストは相対的に

高額(￥13 億)となる。 

 (D4)案より給水範囲が狭くなるため優先順位が下となる。 

 (D4)案より、海岸砂丘地帯への給水施設がない分、建設費は安くなる。 

 (S4)案の追加は、ミニパイプライン(Ambassary-Sampona)で送水された水を活用するための

技術支援で、これらの給水システムと連携した Ambovombe 市及び海岸砂丘地帯への給水

計画と運営維持管理をアフリカ開発銀行との協調推進する技術支援であり、具体的になれ

ば計画（D6）の優先順位が浮上する。 

 

 

8.3   給水計画の提案 
 

調査対象地域の給水改善に係る代替案の検討の結果、計画の D1 と D2 は、総合的に優先順位が

が高く、現状の給水事情を確実に改善できる計画である。しかし本計画だけではなく、計画 D4 の

実施も必要である。給水計画の実施は、現実的に、いつ着手できるかと建設予算の問題がある。十

分な予算があり、すぐに建設に着手できる場合には、計画 D4 は最重要である。さらに、既存給

水施設の改修、計画 S2 についてもフォローアップないし技術協力の早急な実施が必要である。 

また、MEM が独自に建設している(S4)についても他援助機関との協調の可能性が具体的になって

いるため、技術協力が必要である。加圧ポンプの常用発電機を別に設置するか起電装置を設置し

て、燃料節約型とすべき点が指摘される。これにより、設備建設費は若干高くなるが、水生産コ

スト（送水コスト）を半減できる。 

現在、対象地域の水供給組織、南部給水公社 AES の組織改革が行われている。このため、AES
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の技術的強化や水料金問題、給水施設の運営維持管理についての改善(計画 L5, S1).が、同時に行

われることが必要である。 計画 D1 と D2 の建設費は小額で、400 m3/日の水を Ambovombe 市や

周辺に給水できるため、計画 D3, D4, D5、そして D6 と同時に行うことが有効である。このため、下

記に各計画案に係る、1) 設計概念と 2) 基本事項に係る総合評価を行う。 

  

8.3.1 給水計画代替案（D1～D7）および既存施設改修案 S2 の評価 

 

(1) 給水計画代替案（D1～D7）および既存管路給水施設改修案 S2 の評価 

表 8.3.1 -1 は、優先順位の高い給水計画代替案 D1 ～ D6 と計画 S2 既存管路給水施設の改修の

総合評価である。 

 

1) 水源: 水源は位置が重要である。確認されている水源は、Ambovombe 郊外 F015 と Antanimora

地区の F006B の 2 ケ所の地下水と既存の Ampotaka 浄水場地点の Menarandra 川からの伏

流水である。 

 

2) 給水人口: 給水対象 D1 と D2 は Ambovombe 市で給水人口を 40,000 人とし、計画 D4 と D5 

は村落地域で給水人口 206,500 人とする。一方、計画 S2 の既存管路給水施設の給水人口は 

80,000 人である。 

 

3) 建設費: 直接建設費と裨益者当り建設費の 2 項目について検討した。最も経済的な給水計画

は、 D1 と D2 の F015 の地下水を水源とする Ambovombe 市 40,000 人の給水である。総建

設費は、1 億 3 千万円で、裨益者当りの建設費は 3 千円である。一方、Ambovombe 市と海岸

地域に給水する計画 D4 と D5 の給水人口は 206,500 人とし、Antanimora の地下水水源を利用

するため 120km の送水管路が必要となる。建設費はそれぞれ 23 億円であり、裨益者当りの

建設費は 1 万 1 千円である。  

既存管路給水施設 Beloha-Tsihombe の計画 S2 の給水人口は、80,000 人で、Ampotaka で 

Menarandra 川の伏流水を取水し、140km の管路給水施設で給水している。建設費は 21 億円

で、裨益者当り建設費は 2 万 6 千円である。  

 

4) 水生産コスト: 水生産コストは、現実的な収益を検討する場合、重要な指標である。給水計画

と運営維持管理費について、施設の更新費を含まない場合の水生産コストについて推計を行

った。Ambovombe 市への一日当りの給水量を 400m3 とすると、かかる水生産コストは 1,539 Ar 

/m3  (¥86/m3)、ないしは、13 リットル入りのバケツ一杯当り 20 Ar (¥1.1)となる。一

方、Ambovombe 市と海岸砂丘地帯への一日当りの給水量を 700m3 とすると、1,154 Ar / m3  

(¥65/ m3)ないしは、バケツ一杯あたり 15 Ar （¥0.8）となり比較して低価格となる。 

 

計画 S2 の既存 Beloha-Tsihombe 管路給水施設 140km においては、2005 年の日平均給水量は 7 

m3/日であった。水生産コストは、30,769 Ar/ m3  (¥1,723/ m3 )ないしは、13 リットル入りのバ

ケツ一杯当り 400Ar (¥22)となり、現在の AES のバケツ一杯の価格 100Ar (¥5.6)の 4 倍とな

る。このため、持続的な運営を行うためには、太陽光利用揚水施設などの投入による運転コ
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ストの縮減が必要である。仮に、一日あたり 50 m3 の給水が可能になれば、水生産コストは、バ

ケツ一杯当り 80 Ar (¥4.5)ないし、6,154 Ar/m3  (¥345/m3 )となる。 

また、MEM が独自に建設している(S4)についても、加圧ポンプの常用発電機を別に設置する

か起電装置を設置して、燃料節約型とすべき点が指摘される。これにより、設備建設費は若

干高くなるが、水生産コスト（送水コスト）を半減できる。 

 

5) 水料金の設定 

上記、推計の水生産コストは、経常経費支出（収益的支出）のみの額で、施設の更新費等が

含まれていない原価計算である。実際の水料金の設定には、耐用年が短いポンプと電気設備

等の施設更新費、その他諸経費を含んだ額を含める。このため、計画 D1 ではバケツ一杯当

り 30～40 Ar に、計画 D4 では 20～40 Ar/バケツ程度を水料金として設定する。 

既存施の改修 S2 では、料金は 130 Ar /バケツ程度となり、住民の支払い希望価格を上回るた

め、現時点では、独立採算制での施設更新は困難と判断される。施設更新に当たっては、こ

の地区の特殊性を考慮して、他の給水施設を含めた統一（平均の）料金の設定か、あるいは

新たな政府の援助(補助金)が必要となる。 

 

   参考：水道企業会計の構成概要 

水道企業会計に関する項目 内容 

1.収益的収支 

(利益余剰金と繰越欠損金) 

 

利益余剰金： 利益処分で建設改良積立金等に積立て、または、老朽管等

の更新改良等の水道施設の整備に活用。（本プロジェクトでは積立金に

繰り入れ）  

繰越欠損金補填 

繰越欠損金（赤字額） 

 1)収益的収入 

（経常的な経営活動に伴う収入） 

水道料金、加入金収入、新規加入者給水工事分担金 

他会計繰入金（補助金）や、土地の売却収入等 

2)収益的支出 

（経常的な経営活動に伴う支出） 

人件費 

収人件費（料金徴収等諸経費） （動力費、薬品費他） 

物件費 

施設整備改良費（維持工事、修理費等） 

支払利息費、減価償却費 

2.資本的収支（施設の建設や改良、企

業債発行・償還の収支） 

資本：財産 

）1)資本的収入 企業債（本プロジェクトでは無償を含む援助額） 

純利益から生じた積立金残高 （本プロジェクト施設更新費積立金） 

一般会計繰入金他（補助金等） 

企2)資本的支出 企業債償還額、損益勘定留保資金（現金支出を伴わない減価償却費等）

注）太字は本プロジェクトに関係する項目
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表 8.3.1 -1  給水計画代替案の基本事項の評価  (計画 D1 ～ D6、および S2、S4) （1Ar＝¥0.056,  軽油 3,000Ar/ℓ）  

項目 水源 
計画対象 
給水人口 

(10ℓ/人・日)

直接工事費 運営維持管理費 (施設更新費は含まず)  
備考 

 
 

直接工事費

(共通仮設日

等を含まず)

裨益者当り建

設費 

① 水生産コスト 
(採算性を基準とした 
最小給水量で算出) 

支出 収入 ②採算をとるた

めの最小給水量
 

① x②x30 日 
収入=支出

億円 千円/人 1 バケツ 
/13ℓ 

1m3

当り 百万円 /月 ｍ3  

D1 Ambovombe 市 

(F015) 

40,000 

 

¥1.3 億 ¥3 ¥1.1 

Ar 20 

¥86 

Ar 1,539 

¥1.03 

 

¥1.03 

 

400 
（/日） 

ディーゼル 

D2 Ambovombe 市 

(F015) 

40,000 

 

¥1.3 億 ¥3 ¥0.8 

Ar 15 

¥65 

Ar 1,154 

¥0.77 

 

¥0.77 

 

400 

（/日）

JIRAMA 

Ambovombe 
D3 Ambovombe 市 

(F015) 

179,000 ¥11 億  ¥6 ¥1.4 

Ar 25 

¥108 

Ar 1,923 

¥1.28 ¥1.28 400 

（/日）

ディーゼル 

D4 Antanimora 

(F006B) 

206,500 ¥23 億 ¥11 ¥0.8 

Ar15 

¥65 

Ar 1,154 

¥1.35 ¥1.35 700 
（/日） 

ソーラー と 

ディーゼル 

D5 Antanimora 

(F006B) 

206,500 ¥23 億 ¥11  ¥1.4 

Ar25 

¥108 

Ar 1,923 

¥2.24 ¥2.24 700 

（/日）

ディーゼル 

D6A 

 

Antanimora 

 (F006B) 

84,500 ¥13 億 ¥15 ¥1.4 

Ar25 

¥108 

Ar 1,923 

¥1.28 ¥1.28 200 
（/日） 

ソーラー 

*D6B Antanimora 

 (F006B) 

84,500 ¥13 億 ¥15  ¥0.6 

Ar 10 

¥43 

Ar 769 

¥0.51 

 

¥0.51 *400 

（/日）

ソーラー 

*D6C Antanimora 

 (F006B) 

84,500 ¥13 億 ¥15 ¥0.7 

Ar 13 

¥56 

Ar 1,000 

¥0.67 

 

¥0.67 *400 

（/日）

ディーゼル 

   S2    
(既設管路

給水施設) 

当初計画 

(BD）1995 

80,000 ¥21 億 ¥26 ¥2.8 

Ar 50 

¥215 

Ar 3,846 

¥1.8 

 

¥1.8 

 

280 

（/日）

ディーゼル 

稼動実績値 

2005 年  

80,000 ¥21 億 ¥26 ¥22 

Ar 400  

¥1,723 

Ar 30,769 

¥0.36 

 

¥0.18 

 

7 

（/日）

ディーゼル 

改良計画 80,000 ¥0.5 億 ¥0.6 ¥4.5 

Ar 80 

¥345 

Ar 6,154 

¥0.51 

 

¥0.51 

 

50 
（/日） 

ソーラー(1式/

箇所)  
S4 Ambassary 

Mini-Pipe 

20,000 

 

¥1.3 億 

 

¥7 ¥8.4 

Ar 150 

¥646 

Ar 11,538 

¥1.92 

 

¥1.92 

 

100 
（/日） 

ディーゼル 

注１) AES の支出は Ar288 百万 (¥16 百万/年 2005 年. 給水量は 99 /日  2005 年)  
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 (2) 給水計画 D1 と D4 の施設設計 

試掘調査より確定した水源を利用し、給水計画 D１と D4 について給水設計を行う。 

1)  給水計画 D1: Ambovombe 市郊外の水源 F015 を活用する。  

2)  給水計画 D4: Antanimora 地区の水源 F006B を活用する。 

 

1) 給水計画 D1: 

給水計画D1は、対象地域の最も優先順位の高いAmbovombe市に給水する案で、給水人口は 40,000 

人である。水源は、地下水で Ambovombe 市の郊外に位置するため、対象地域の中では最も効率

的・経済的な給水施設である。しかしながら、地下水の電気伝導度が 302ｍS/m とマダガスカル

国水質基準で、塩分を含むため、飲料水ではなく生活用水として利用する。現在 Ambovombe 市

には、安定した給水施設がないため水不足で生活に困窮している。このため、この地下水開発と

給水計画によって、飲料水以外の料理、洗濯、水浴などの水利用が改善される。計画給水量を 400 

m3/日と想定すると、バケツ 1 杯の新水料金は 30～40 Ar となる。給水施設と給水量は、給水原単

位 10ℓ/人・日とし、運営維持管理費に 15 年間の施設更新費を含んでいるため、本計画は持続的で

ある。また現状の水価格 100 Ar/バケツに対して裨益住民の支払い可能額はバケツ一杯当り 50～

100 Ar 以内であるため、自立的・持続的な給水計画である。 

 

2) 給水計画 D4:  

給水計画 D4 は、対象地域の最も優先順位の高い Ambovombe 市および海岸砂丘地帯に給水する案

で、給水人口は 265,000 人である。水源は、Ambovombe 市の北西 60km、Antanimora 地区の F006

と F006B を活用する計画である。また、この計画では標高差を利用した自然流下式管路による給

水施設である。試掘井 F006B において、WHO 水質基準を満たす清浄な飲料水が確認され、電気

伝導度も 100ｍS/m であった。対象地域では、安定した給水施設がなく飲料水の確保に困窮してい

る地域であるため、この地下水開発と給水計画によって飲料水及び生活用水が確保される。計画

給水量を Ambovombe 市に 200 m3/日と想定すると、バケツ 1 杯の新水料金は 35～40 Ar となり、さ

らに海岸砂丘地帯に 500 m3 /日と想定すると、バケツ 1 杯の新水料金は 20～30 Ar となる。新水料

金の試算は、給水原単位を 10 ℓ/人・日とし、運営維持管理費に 15 年間の施設更新費を含んでいる。こ

のため、計画 D4 についても持続的で自立的な給水施設としての検討と新水料金は、住民の希望

しているバケツ 1杯当り、50~100 Ar以内 である。しかしながら、給水管路が水源地点のAntanimora

から Ambovombe 市を経由し、最終地点の Antaritarika まで全体で 120km の長距離となる。このた

め、建設に当っては水源から Ambovombe 市までの約 65km の給水管路施設を第一段階と

し、Ambovombe 市経由最終地点 Antaritarika までの給水管路施設の約 55km を第二段階として 2

分割して実施する。図 8.3.2-1 は、2006 年の管路ルートの測量結果を考慮した、給水計画 D4 の

計画概要である。 

 

3) 既存給水管路施設 142km 改修計画 S2: 

日本の支援により、1997 年から 1999 年に完成した Ampotaka ～Tsihombe 市の給水管路施設 142km

の改修計画が必要である。最近の燃料費の高騰と給水車両の老朽化のため、給水施設の運営維持

管理と村落への飲料水供給が危機的状態にある。このため、現状の燃料費高騰による維持管理費

の縮減や経済性を考慮した太陽光利用揚水システムなどの導入による改修計画が必要である。 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 8 章 給水計画 

8-55 

日本の支援により、1997 年に建設された給水施設の概要は下記の通りである。 

1) 給水対象人口:  80,437 人 

2) 計画給水量:  284m3 /日 

3) Ampotaka 浄水場と 142km の給水管路: 管路口径 DN75mm-DN150mm 

 (内径 74mm -160mm) 

改修計画 S2 は、下記の通りである。 

1) 送水施設 5 ヶ所の改修:  

太陽光送水システム 5 ヶ所の導入、平均日稼動 6 時間での送水量 50 /日 

2) 既存ディーゼル発電施設 4 ヶ所、8 基の修理と改修 

3) 既存管路の維持管理、漏水と保護 

4) Ampotaka 伏流水取水地点の保護と改修 

 

2006 年現在、南部水公社(AES)のバケツ 1 杯の水料金は 100 Ar/バケツであるが、村落住民にと

っては高価である。AES の 2005 年次報告書によると、2005 年 1 年間の既存給水管路による水

販売量は、2,465 m3/年 (6.8 m3/日)と非常に少ない給水量であった。一方、人件費を除く水生産

コストは、Ar37,116,000 と報告されており、バケツ一杯の生産コストに換算すると 196 Ar/バケ

ツとなり、人件費を含むと 392 Ar/バケツになる。これは、現在の販売価格 100 Ar/バケツと比較

すると、生産コストが 4 倍になり赤字経営の状態となっている。  

 

 

8.3.2 給水施設水位高低図 

 

Ambovombe 市内を水源とする計画 D1 と、Antanimora を水源として Ambovombe 市から海岸地

区を給水する計画 D1 と D4 の概要を、図 8.3.2-1 に示す。 
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8.4 直接工事費の概算 
 

給水計画代替案の概算を下表に示す。概算は、直接工事費のみで諸経費と間接費は含んでいない。 

 

表 8.4 -1  給水計画 D1, D4 と既存改修 S2 の概算費 

 
8.5  事業実施計画 

 

事業実施計画は、下図 8.5-1 に示す通りである。給水代替案の事業実施計画は、政策的にまた資

金的な優先順位によって決定される。同時に、計画対象地域における南部水公社 AES の運営維持

管理に係る、技術的・経営的な支援強化、フローアップ事業についても重要である。  

 

図 8.5-1 給水基本計画 (2007－2015) 

 

計画 水源 対象 1 日最大給水可能量 建設コスト 水生産コスト 
維持管理費 

(月水生産コスト)

D1 
深井戸 
(F015) 

Ambovombe 市 
 (レベル 2) 

600m3 /日 
Ar2,340 百万

¥130,000,000 
Ar1,539/m3 
¥86/ m3 

Ar16.5 百万

¥1,030,000/月 

D4 
深井戸 
(F006B) 

管路給水 120km 
 Antaritarika まで 

1,600m3 /日 
Ar41,000百万

¥2,300,000,00
0

Ar1,154/m3 
¥64/ m3 

Ar16.2 百万

¥1,350,000 月

S2 改修 
太陽光利用ポンプ場

の改修(F/U) 
50 m3 /日 

Ar900 百万

¥50,000,000 
Ar6,154/m3 
¥341/ m3 

Ar.9.2 百万

¥510,000/月 

2008                   2010

給
水

対
象

地
域
の

段
階
的

給
水
 

緊 急 (2007) 短 期 
(2008-2010)

中 期 
(2011-2015) 

2015 

85% 

33.6%

12.8% 

技
術

及
び

経
営
支

援
 

技術強化 (2007-2010) 

技術協力 (2007-2015) 

技術強化 (2007-2009) 

給水計画 D1:Ambovombe 市への給水 (F015)生活用水 
計画対象給水人口(40,000 人) 、最大給水可能量 (600 m3/日) 

給水計画 D4: Ambovombe 市の給水(F006B)飲料水 
Ambovombe 盆地内給水含む (計画対象給水人口 85,000 人) 
最大給水可能量 (600m3/日) 

給水計画 D4：飲料水供給  
海岸砂丘地帯への給水 (F006B) 
計画対象給水人口 (180,000 人)  
 
最大給水可能量 1,600 m3日 

計画 S1 : AES (組織・運営維持管理)
計画 S2: F/U フォーオアップ支援 
既存管路給水の改修 (140km) 

天水溜に係る技術指導と建設、保健衛生教育（地方自治体レベル/NGO 起用） 
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次表-8.5-1  計画給水人口と給水可能量を参照 

 

表 8.5-1  計画給水人口と給水可能量  

項 目 

緊急計画 中短期計画
摘 要 

計画 D1 計画 D4-(1) 計画 D4-(2) 
Ambovomebe 

地下水水源 

Antanimora 

地下水水源 
 

目標一人当たり水消費量(ℓ/人・日) 10 10 10  

 

プロジェクト対象

地区居住人口 

Antanimora 5,000  
途中の村落 57,000   
Ambovombe 市近隣 40,000 23,000  
海岸砂丘地区 180,000  

合計 40,000 85,000 180,000 
給水普及率 100％ 50％ 50％ 
プロジェクト対象地区内の計画給水人口 40,000 43,000 90,000 

133,000 

１日平均使用水量(有収水量) (m3/日) 400 430 900 A. 

目標 1 日平均給水量 B. 有収率 90％ 90％ 90％ 漏水率（10％）

(m3/日) 440 480 1,000 

目標１日最大給水量 C. 負荷率 70％ 70％ 70％ 雨期低減率: 

30％ 

D=A/(BxC)

（m3/日） D. 630 D. 690 D. 1,430 
D.  合計 2,120 

最大給水可能量 

=送水管容量口径 300mm （m3/日） 

E. 600 600 1,000 最大送水能力 

E. 1,600  

口径 300mm 送水管 
水源量 

（m3/日） 

600 

最大水源量 

600 1,000 最大給水可能

量と同 

 

1,600 

最大送水管能力と同 

目標１日最大給水量に対する不足水量 

(m3/日） 

30    520 D-E 

最大給水可能量による給水可能人口(人） 

一人当たり使用水量 10(ℓ/人・日) 

38,000 38,000 63,000 E*C*B/10(ℓ/

人・日)  101,000 

 

8.6  水料金 
  

8.6.1 現状の水料金評価(2005） 

 

現状の水料金の水生産コストを評価し、適切な水料金を検討する。 表 8.6.1-1 に、2005 年の水販

売実績と水生産コストを示す。南部給水公社（AES）の活動は、以下の 3 点に要約される。 

・Ambovombe 給水(主として給水車による) 

・Tsihombe-Beloha 管路系による給水 

・給水センター(5 地区)の独立給水施設( AEP/AES) 
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1) 給水車による Ambovombe 給水  

Ambovombe 事務所は、1990 年代に日本の支援によって供与された給水車で給水を行っている。当

初、24 台の給水車が供与されたが、現在は 2 台に減少し、2005 年に販売した水量は 6,612 m3/年 (18 

m3/日) であり、水生産コストはバケツ一杯 当り 126Ar と試算され、現在の水料金 100Ar/バケツ

を超えている。一方、給水車一台（6 m3)の水価格は、2006 年時点で燃料費の高騰で、75,000Ar/

台 (168Ar/バケツ) となっている。燃料費は、1990 年 347FMG/ℓ(¥31/ℓ) であったが、2005 年

1,700Ar/ℓ (¥94/ℓ) に上昇、さらに 2006 年では 2,200Ar/ℓ (¥122/ℓ) と高騰している。Ambovombe 市

から 35km 離れた Ambassary 浄水場は、1990 年代に 200 m3 /日を給水していた。 

2006 年の現在、AES は Ambovombe 市内で商用電力が利用できるようになったため、手掘り井戸

から 約 40 m3 /日の揚水を行っている。 

 

2) Tsihombe-Beloha 管路系による給水 

日本の支援により 1997 年から 1999 年に浄水場を含む Tsihombe-Beloha 管路 142km と 7 台の給水

車によって、給水人口 80,000人に対して約 280 m3/日が給水される計画であった。施設完成後、2005

年時点における、 7 年間の給水実績は 70 m3/日であった。一方、2005/2006 年の給水量は 7 m3 /

日で、稼動可能な給水車は 2 台となり、燃料の高騰も影響して給水活動実績が大きく減少してい

る。水生産コストの試算は、バケツ一杯当り 392Ar で、水販売価格 100Ar/バケツの約 4 倍となる。 

  

3) 5 センター(地区)の独立給水( AEP/AES) 

給水センター(5 地区)の独立給水(AEP/AES)が、Antanimora, Andalatanosy, Beraketa, Isoanala そして 

Tsivory で地下水を水源として実施され、2005 年 1 年間で合計 26,385 m3 /年 (72 m3/年)の水販売

が行われた。水生産コストの試算は、バケツ一杯当り 64Ar で、水販売価格 100Ar/バケツに対し

て利益が出ている。これは、給水対象内に各戸給水や公共水栓で効率的に給水されていること

と、地下水を水源として太陽光利用揚水施設を活用していることによる。給水車は使用していな

い。このため、AES の組織経営改善として、独立給水（AEP/AES）センター方式が有効である。 

 

表 8.6.1 - 1  AES 2005 年の水生産コスト分析  

 

A) 水供給コスト分析 
事項 給水量  支出 収入 水生産 注釈

単位 ( m3/年) (Ar) (Ar) (Ar/バケツ) 
AES 全体 36,116 293,130,856 28,063,377 105 

B)  水生産コストの内訳  

事項 給水量 *水生産コスト 水販売額 *水生産コスト 水生産コスト

Ambovombe 給水 7,266  34,974,200 - 63  126
(給水車による)

Tsihombe-Beloha 管路

系給水 

2,465 37,116,021 14061738 196  392

小計 9,731 72,090,221 - 96  192
*バケツ売り水価格   *(100)

給水 5 センター 26,385 63,300,592 54,489,605 32 64
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8.6.2  給水代替案における水料金の検討 

 

収益ラインを考慮した水料金は、十分な運営維持管理費の確保を考慮に入れて、平均給水量以下

の最小給水量で算出した。 

 

表 8.6.2-1  給水代替案に係る水料金の検討 

事項 給水計画 D1 給水計画 D4 給水計画 S2 注釈 

水源 Ambovombe 郊外 Antanimora 地区 
既存管路給水施設の

改修 
 

1. 計画 1 日最大給水量 

(m3/日) 
630 2,040 

50  

(太陽光利用施設の

制約条件による） 

給水量 

10(ℓ/人・日) 

2. 計画 1 日平均給水量 

(m3/日)  
440 690 1,430 50 

日平均給水量＝ 

最大給水量の 70％ 

3. 1 日最大給水 

可能量 (m3/日) 

600 

(井戸能力による)

600 1,000 
50 

(太陽光利用施設の

制約条件による） 

給水施設の地形的制

条件による。 

1,600  

(管路口径 DN300mm

の容量による) 

ポンプ平均稼働時間 
ディーゼル発電：8 時間/日以内 

太陽光発電の稼動：平均 6 時間/日 
 

収益レベルでの最小水量 

給水量 (m3/日) 

400 

 

200 500 50 

 

収益レベル最小給水

量の設定 700 

A 案： 

生産原価  

施設更新費含まず 

（Ar/バケツ） 

 

20 

 

23 

 

15 

 

80 
 

B 案： 

生産原価＋施設更新費 

(ポンプ及び発電機） 

（Ar/バケツ） 

 

25 

 

35 

 

20 

 

130 
 

C その他諸経費  

（Ar/バケツ） 
5-10 0-5 0-5 ― 初期経費、本部経費等

新水料金案 (収益レベル

の水料金)（Ar/バケツ） 

30-40 

 

35-40 

 

20-30 

 

80-100 

 

現在の水料金 

=100 Ar/バケツ 

追記 
独立採算制による

運営が可能 

独立採算制による運

営が可能 

独立採算制による運

営は困難 
給水量の確保が必要

最大給水可能人口 

(一人当たり使用水量を

10(ℓ/人・日) 

38,000 

101,000 
80,000 

(計画当初給水人口) 

送水管口径 300mm の

送水可能量による 38,000 63,000 
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8.7 施設計画図 
 

以下に、本プロジェクトによる Ambovombe 水源(F015)と Antanimora 水源(F006B)を使用した計画

D1-D6 の施設計画を図 8.7.1-1 および図 8.7.1-2 に示す。 

 

F006B

F030

1

2
3

SW23

SW44

F015

A4

P009

ANTARITARIKA

DIPφ300 L=63.0km

0 5 10

LEGEND

20km

DIPφ200～150 L=50.0km

ANTNIMORA 水源[F006B]

ジーゼル発電機施設（3式）

海岸砂丘地域

調査区域

配水槽 50m

送水管 =50.0km

3

 

図 8.7.1-1 給水計画代替案  
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図 8.7.1-2 給水計画代替案 給水システム図 

 

 

********* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水計画代替案

IN SO U T H R E G I O N O F

T H E M I N I S T R Y O F E NE R GY

T H E R EP U BL I C O F M

T HE SU STAINABLE,AUTO NO MIC DRINK

ジーゼル発電機施設（3式）

公共水栓：２栓

3高架水槽 50m ,h=15m

ANTNIMORA 水源[F006B]

AMBOVOMBE 市

海岸砂丘地域

3配水槽 : 100m

3貯水槽 : 800m

送水管 = 50km

3
配水槽：50m

ANTARITARIKA

1

2
3

送水管 = 63.0km
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第 9 章 環境社会配慮 
 
9.1 背景 
 
9.1.1 JICA の環境社会配慮制度 

 

・JICA は 2004 年に「JICA 環境社会配慮ガイドライン」を策定し、JICA の実施する「協力事

業」に適用することになった。 

・適用にあたっては、プロジェクトのタイプごとにカテゴリー区分され、本調査は開発調査の

B カテゴリーに区分されている。 

 

9.1.2 マ国環境影響評価制度の概要 

 

・1999 年にマ国は”la mise en compatibilité des investissements avec l’environnement” （環境と調

和した投資のための法令、以下、MECIE）を制定した。これにより同国における環境影響評

価（EIA）制度が規定された。その後、2004 年に予備的な環境審査に関する手続きを修正し

た政令が公告された。 

・MECIE では、EIA については 54 の事業種を、EEP については 29 の事業種を指定している

が、本プロジェクトに関連すると想定される事業種は下記のとおりである。なお、本プロ

ジェクトに関連する EEP の指定事業種はない： 

 

表 9.1.2-1 本プロジェクトに関連する EIA の対象となるプロジェクト 

事業種区分 条 件 

すべての活動 脆弱な環境におけるすべての活動 

すべての活動 自然環境を改変するもしくは自然資源を利用する、もしくは生活環境

の質を低下させる可能性のあるすべての計画、事業もしくは政策 

土地の掘削 20,000m3以上の土地の掘削 

揚水 30m3/時間以上の揚水 

 

9.1.3 マ国環境担当者とのヒアリング結果 

 

・マ国環境影響担当者と、本件調査で予定されている計画の EIA の必要性の是非について、

下記のとおりヒアリングを実施した。 

(1)日時：2005 年 4 月 15 日  

(2)ヒアリング先：ONE 環境評価局長 Paul ANDRIANAIVOMAHEA 氏 

(3)同席者：MEM 水衛生局長 Razanamihaja M E RAKOTOMAHARO 氏 

     MEM 水衛生局データ管理・環境保護課長 Marcel RAKOTOMAVO 氏 

(4)ヒアリング結果 

・プロジェクトのサマリー及びスコーピング（案）を提出し、これらの内容について説明
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した。 

・協議した結果、ONE の公式見解として、下記の理由により、本案件については、EIA は

実施する必要のない計画であるとの結論を得た。 

理由 1：開発量が少なく、かつ開発の対象も対象地域内に限定されていること 

理由 2：開発の目的の社会的必要性が高いこと。 

 

9.1.4 本調査における環境社会配慮の実施方針 

 

・上記のように、本案件においては、MECIE に基づく EIA を実施する必要がないと当局により

判断されたことにより、本案件に係る環境社会配慮については、本格 EIA は実施せず、IEE レ

ベルにとどめて実施することとした。 

 
9.2 計画の概要 
 
9.2.1 計画の背景 

 

・対象地域であるマ国南部地域は、年間降水量が 500mm 前後（海岸地帯は 400mm）と少く、地

下水や表流水が少ないため、飲料水の供給量が不足している。とりわけ、Ambovombe 市より南

部の海岸地帯では、少雨かつ周辺に地下水源がほとんどないこと、さらに公共の給水車の故障

が多く、ほとんど機能していないことから、特に乾季において住民は法外な価格で水売り人よ

り生活用水を購入することを強いられている。 

 

9.2.2 計画の目的 

 

・対象地域に対して安定的にかつ持続的・自立的に安全な飲料水を供給する計画を立案すること

を目的とする。 

 

9.2.3 計画対象地域 

 

・給水対象地域は、Ambovombe 市及び周辺、さらに国道 10 号より南の海岸地帯に及ぶ地域。対

象コミューンは 15 に及び、総人口は 277,980 人（2005 年現在）。 

・ 水源の開発対象地域は給水対象地域ならびにその北方、国道 13 号より北の Antanimora までの

地域。 
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9.2.4 給水計画の概要 

 

・給水計画案（一部）とその概要は次表に示すとおりである。 
案 概  要 水 源 給水地域 

D1 ･ Ambovombe 市 郊 外 の 水 源 を 利 用 し た

Ambovombe 市街地の給水施設（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電方

式） 

Ambovombe 市郊外の深

井戸（F015 付近） 
Ambovombe 市街地 

D2 ・同上（商用電力方式） 同上 同上 
D3 ･Ambovombe 市郊外の水源を利用した海岸砂丘

地帯の給水施設（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電方式） 
同上 海岸砂丘地帯 

D4 ・Antanimora の水源を利用した Ambovombe 市及

び海岸砂丘地帯への自然流下式送水方式の給

水施設（太陽光揚水方式） 

Antanimora の 深 井 戸

（F006,F006B 付近） 
Ambovombe 市及び

海岸砂丘地帯 

D5 ・同上（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電方式） 同上 同上 
D6 ･Antanimora の水源を利用した Ambovombe 市街

地への自然流下式送水方式の給水施設（ﾃﾞｨｰｾﾞ

ﾙ発電方式） 

同上 Ambovombe 市街地 

 
9.3 対象地域の現状 
 
9.3.1 自然環境 

 

(1) 気候・水象 

・対象地域はマ国の中で、最も乾燥した地域にある。平均年間降水量（1998-2004 年）は対象地域

最南端の Antaritarika でわずかに 400mm であり、等降水線は北部ほど高くなり、対象地域最北

部の Antanimora では平均年間降水量が 700mm 程度になる。対象地域の中心市街地である

Ambovombe 市の平均年間降水量は 541mm であった。雨季は例年 12 月から 3 月であり、この期

間に年間降水量のほとんどが観測される。 

・対象地域の西側には Mandrare 川が、東側には Mananvovo 川が流れているが、これらの川の間に

広がる対象地域の Ambovombe 盆地内ならびに海岸砂丘地帯には常時河川はなく、雨季にのみ

川筋が出現する。なお、Mandrare 川は乾季にも流量が見られるが、Mananvovo 川は乾季にはほ

とんど流れが観測されない。 

 

(2) 地形・地質・水理地質 

・対象地域の Ambovombe 盆地は標高 120m～250m の間で、緩やかに傾斜している。Ambovombe

市街地が最も低く、標高 130m～136m である。また、南部の海岸地帯は砂丘が広がり、標高 150m

～300m の間で推移している。 

・対象地域の地質は概ね 3 タイプに区分される：北西部の Antanimora 周辺の先カンブリア紀の基

盤岩地帯、Ambovombe 盆地の第四紀堆積層及び海岸部の砂丘地帯である。 

・水理地質的には、Antanimora 周辺の基盤岩地帯には比較的良質な被圧地下水が見られ、一方

Ambovombe 盆地及び海岸砂丘地帯は厚い沖積層に覆われ、塩分を多量に含んだ不圧地下水が存

在する。 
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(3) 生態系 

・マダガスカルはおおよそ 1 億 5 千万年前にアフリカ大陸から分離して以来、生物は独自の進化

を遂げており、生息する種の多くはこの島固有のものである。 

・対象地域は、マ国の中でも最も乾燥した地域にあり、また土壌も砂質で乾燥していることから、

基本的に植物の生育環境上、悪条件にある。しかしながら、この特有の条件化に適応するよう

に、この地域には世界的に見ても他に類のない特異的な植物が多種多様に生育している。この

意味から、この地域を含む南部地域一帯は、WWF の指定する Global200（世界的に見て保全す

ることが重要な 238 の生態系を指定）に指定されている。 

・対象地域について、2005 年 9 月（Ambovombe 盆地：Antanimora～Ambondoro～Ambovombe）並

びに 2006 年 6 月（海岸砂丘地帯：Ambovombe～Antaritarika）植生調査を中心とした生態系の概

略調査を行った。また、衛星画像解析により植生の分布を把握した。 

・Ambovombe 盆地およびその周辺、特に Antanimora から Ambovombe に至る国道 13 号線の両側

には、アローディア・プロセラやディデエレア・トローリーなどのディディエレア科（マダガ

スカル固有科）やユーフォルビア科が優占する半乾燥林が分布している。生育種の多くはこの

地域固有の種である。このような半乾燥林は、かつてはこの地域一帯に見られたと考えられる

が、これらの樹木が地域住民にとって重要な燃料源であり材にもなることから、大量に伐採さ

れ、今では残された面積もわずかである。なお、調査中にベローシファカを数頭確認しており、

また別の調査中にワオキツネザルも確認された。したがって、残された森林はこの地域固有の

生態系を支える上で重要な役割を果たしている。 

・一方、海岸砂丘地帯はほとんど裸地もしくは農耕地が広がるが、墓地の周辺など、地域の伝統

により一部半乾燥林が残されている。 

 

9.3.2 社会環境 

 

(1) 行政区分・人口 

・対象地域の行政区分は、1 州(Province)、1 地域（Region）、2 県（District）、15 コミューン（Commune）

からなる。人口は 2005 年現在、全体で 277,980 人、このうち、38,213 人が Ambovombe の都市

部に居住している。 

・また、対象地域 15 コミューンの人口増加率は過去 3 ヵ年で 35.5％となっており、地域全体の増

加率より高い。ロジスティックカーブによる人口予測によれば、2015 年の対象地域の人口は約

40 万人と推定されている。 

 

(2) 社会・文化 

・対象地域の主要な民族は Antandroy 族である。主要な宗教はキリスト教で、3 宗派（プロテスタ

ント、FLM、カトリック）で全体の 6 割を占める。ただし、伝統宗教も根強く、全体の 1/4 が

伝統宗教である。 

・対象地域の土地所有形態は、法的には国有地がほとんどであるが、実質的には村のリーダー

（olom-be）が決定権を持っている。農耕地などの個人所有の土地もリーダーによって決定され

るなど、村の土地利用はすべてリーダーの意見が尊重される。したがって、井戸位置などを決
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定する際もリーダーの意見を尊重する必要がある。また、地域内には墓地の周辺やリーダーに

よって決定された聖なる森など、一切の活動を禁じられた土地があるので、さらに注意を要す

る。 

・対象地域は、近年変化しつつあるも、女性の意見はあまり尊重されない。また、水汲みは牛車

で運搬する場合は男性が主体であるが、徒歩による場合は女性が主体である。 

 

(3) 経済 

・対象地域の主要な産業は農業であり、ついで海岸地帯の漁業に従事している人が多い。 

・一方、主要な産業ではないが、水売り人の存在は本計画にとって考慮せざるを得ない産業であ

る。特に、乾季においては対象地域住民の生活にとって欠かせないものとなっている。ただし、

水売り人の一部はこれにより生計を立てているものの、大半の水売り人は農業を別に営んでお

り、副業にしか過ぎない。なお、水売り人は組織化されているものでもなく、さらに行政によ

り許認可されているものでもない。 

 

(4) 給水の現状 

・対象地域はマ国のなかでも最も乾燥地域にあり、給水事情は全般に劣悪である。本地域の主要

な給水源は、天水利用の人工構造物（Bassin, impluvium、人工池）、地下水利用（深井戸、浅井

戸、vovo）、表流水利用（川、池、水溜り）及び給水サービスの利用（AES の給水車、民間の水

売り人）に区分される。 

・本調査で実施された社会調査によれば、対象地域の 43％の村落で地下水が主要な水源となって

おり、次いで河川、天水溜だめなどの天水利用の順である。ただし、地域内は全般的に劣悪な

給水事情であるため、どんな形態であれ水があればこれを利用する傾向にあり、例えば雨季な

どは周辺のたまり水なども重要な水源として利用されている状況である。 
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9.4 環境社会配慮結果 
 
9.4.1 雇用や生計手段等の地域経済 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 
D4 
D5 
D6 

 

・パイプラインが開通し、各地に共同水

栓ができ、水売り人の料金より安く、

容易に飲料水や生活用水が手に入ると

すれば、水売り人の活動は相当程度影

響を受けることが想定される。ただし、

水売り人のほとんどは農業の傍ら従事

しており、これらの人々が完全に職を

失うことはないと考えられる。 

・左記のとおり、専業としている水売り

人は少数派のため、特に水売り人に特化

した対策は実施する必要はない。ただ

し、給水事業の実施により、公共水栓の

管理人など、新たな雇用形態が発生する

ことから、これらが新たな水売り人の受

け皿となることを期待する。 

 

9.4.2 社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 
D4 
D5 
D6 

・井戸位置やパイプラインの敷設箇所を

含め地域の土地利用には該当村落のリ

ーダーの承認を得て設置する必要があ

り、この手続きを経ないと、地域住民

の協力が得られない。なお、水源の候

補地としている本調査の試掘井につい

ては、すでに地域のリーダーの承認を

得ている。 

・新たに井戸を設置する場合やパイプラ

インを敷設する場合は、必ず該当地域の

村落の関係者に対しコンサルテーショ

ンを行い、村落のリーダーの承認を得る

必要がある。特に、墓地や聖なる森など

のタブーとされる地域には開発を実施

しないように注意する必要がある。 

 

9.4.3 貧困層／先住民族／少数民族 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 

・Ambovombe 市街地のみへの供給となる

ため、その他の地域、とりわけ海岸砂

丘地帯の貧困層での水不足は依然とし

て解決されない。 

・長期的には海岸地帯にもパイプライン

を通す必要が出てくるが、短期的には天

水だめの設置など、他の水源と組み合わ

せて海岸地帯の給水状況の改善を図る

ように努める。 
D3 
D4 
D5 

・公共水栓の配置によっては、地域的な

隔たりが生じる可能性がある。 
・地域的な隔たりが極力ないように公共

水栓を配置する。 

D6 D1、D2 と同 D1、D2 と同 

 

9.4.4 被害と便益の分配や開発プロセスにおける公平性 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 

・Ambovombe 市街地のみへの供給となる

ため、その他の地域、とりわけ海岸砂

丘地帯は依然として水不足は解決され

ない。 

・長期的には海岸地帯にもパイプライン

を通す必要が出てくるが、短期的には天

水だめの設置など、他の水源と組み合わ

せて海岸地帯の給水状況の改善を図る

ように努める。 
D3 
D4 
D5 

・公共水栓の配置によっては、地域的な

隔たりが生じる可能性がある。 
・地域的な隔たりが極力ないように公共

水栓を配置する。 

D6 D1、D2 と同 D1、D2 と同 
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9.4.5 地域における利害の対立 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 

・水源と給水地域が同一のため、利害の

対立は生じない。 ・特になし 

D4 
D5 
D6 

・水源が Antanimora にある一方で、主な

供給地域が Ambovombe 及び南部の海

岸地帯であるため、Antanimora 地域と

の利害 の対立が 想定されるが、

Antanimora 地域は既に相当程度の地域

に井戸が建設されており、また本計画

においても水源付近に水栓は設置する

ことから、周辺地域への配慮もなされ

ており、利害が対立するとは考えられ

ない。 

・設置に当たっては Antanimora 地域の住

民に十分説明をして合意を得ておく必

要がある。 

 

9.4.6 ジェンダー 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 
D4 
D5 
D6 

・給水地域の拡大により、女性の労働は

軽減されることが予想されるが、水管

理のあり方などでは、地域の伝統から、

主たる利用者である女性の十分な参加

がないまま決定されることが懸念され

る。 

・地域住民参加方式による管理方法の決

定に当たっては、女性が十分に参加でき

るようにあらかじめ啓発しておく必要

がある。 

 

9.4.7 水利権 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 

・水源と給水地域が同一のため、水利権

に係る問題は生じない。 ・特になし 

D4 
D5 
D6 

・水源が Antanimora にある一方で、主た

る供給地域が Ambovombe 及び南部の

海岸地帯であるため、Antanimora 地域

の住民が水利権を主張する可能性があ

る。Antanimora 地域はすでに相当程度

の地域に井戸が建設されており、また

本計画においても水源付近に水栓は設

置することから、周辺地域への配慮も

なされているため、大きな対立が生じ

るとは考えられない。 

・設置に当たっては Antanimora 地域の住

民に十分説明をして合意を得ておく必

要がある。 
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9.4.8 地下水 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 
D3 
D4 
D5 
D6 

・地下水の利用により、周辺の vovo など

既存の井戸の地下水位の低下が懸念さ

れるが、既存の井戸の深さはほとんど

が 20m 未満の浅井戸であるのに対し

て、本計画により掘削される予定の井

戸は深度 60m～150m の深井戸である。

ターゲットとしている帯水層が異なる

ことから、既存井の地下水位の低下は

考えられない。 

・特になし 

 

9.4.9 表流水 

計画番号 想定される影響 配慮案 
D1 
D2 
D3 
D4 
D5 
D6 

・地下水利用であることから、表流水へ

の影響は想定されない。 ・特になし 

 

9.4.10 生物・生態系 

計画番号 想定される影響 配慮案 

D1 
D2 

・ Ambovombe 市 内 の 給 水 源 か ら

Ambovombe 市内への給水であるため、

周辺の生態系には全く影響しない。 
・特になし 

D3 

・Ambovombe～Antaritarika 間のパイプラ

イン敷設候補地にはほとんど植生らし

い植生は存在しな。一部墓地周辺など、

地域固有種の森林が存在することか

ら、パイプライン敷設地、各中継水槽

等の建設地がこれらの森林に重なる可

能性がある。 

・中継水槽の建設にあたってはこれらの

森林地帯はできるだけ避けるとともに、

パイプラインの敷設についても同様で

あるが、やむを得ず森林地帯を通過する

場合は伐採面積を最小限にとどめるよ

うに留意する。なお、墓地周辺など地域

住民にとってタブーとされる地域にお

ける開発は一切実施しないように努め

る。 

D4 
D5 

・Antanimora～Ambovombe 間には良好な

森林が残存していることから、パイプ

ラインの敷設コースによってはこれら

の森林を伐採する可能性がある。 

・メインのパイプラインは国道沿いに敷

設し、森林の伐採を最小限にする。また、

水源候補地から国道までのルートにつ

いては、一部伐採を余儀なくされる可能

性があるが、その面積は最小に留めるよ

う留意する。 

D6 

・Antanimora～Ambovombe 間については

D4 に同 
・Ambovombe～Antaritarika 間について

は、D3 に同。 

・同左 

 

 

********** 
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第 10 章 給水施設の維持管理 
 
10.1 村落給水体制の整備 
 
村落レベルの給水に係る運営維持管理体制を整備するためには、住民による給水委員会と管理委

員会を制定していく必要がある。マ国南部地域の村落部では、地域社会と住民は給水施設の維持

管理を自ら行っていく意思を持っている。これまでに、ハンドポンプ付深井戸、手掘り井戸や天

水集水施設等の給水施設を運営管理してきた経験を有する。 

 

本調査団が 2005 年から 2006 年にかけて実施したパイロットプロジェクトでは、マ国の NGO に委

託して、地区毎の給水委員会(CPE)の設立し、住民による運転管理や住民自身による水料金徴収方

法について説明を行った。それに基づいて、地区毎の給水委員会(CPE)を設立して、太陽光利用揚

水施設、足踏みポンプやロープポンプ等による給水施設の建設と運転管理を行った。そして、2006

年 6 月～9 月に、住民に対する給水委員会活動のモニタリングを実施した。その結果、得られた

結論は、地区毎の CPE では住民自身による給水施設の運営管理は重要であるが、給水施設の持続

性や更新性を配慮すると、この地区の給水と技術的な経験を有するAESが給水の運営管理に直接、

あるいは間接的に支援、参加していく事がふさわしいと判断された。 

 

10.2 AES の組織 
 

AES は 1982 年に南部地域（本調査対象地域）の給水を行うために設立された。首都 Antananarivo

に本部を置き、マ国南部地域の中心都市である Ambovombe 市に技術本部が置かれている。 

Ambovombe にある技術本部は、AES 所管地区の給水維持管理業務を行っている。さらに、西部の

Tsihombe 市と Beloha 市(Tsihombe-Beloha)間には、日本の援助により建設された管路給水施設が有

り、この施設を管理する地方事務所が置かれている。（管路給水施設の建設は、日本の支援により

1995 年から 1999 年に実施された。） 

 

AESが所管する主な維持管理施設は以下である。 

 

  1)  Ambovombe給水車 

    2)  140km のTsihombe市とBeloha市(Tsihombe-Beloha)間管路給水施設 

    3)  AEP 5ヶ所の給水センターによる地下水を水源とする給水施設 

4)  7ヶ所のCPE太陽光利用による地下水を水源とした給水施設 

5)  世銀とUNICEFの援助によるハンドポンプ利用の地下水開発計画 

 

2005 年 9 月には、世銀のコンサルタントと AES 独自の調査に基づいて、AES の改革について幾

度もエネルギー鉱山省（MEM）や関係機関を交えた議論がなされた。 

MEM を中心に南部の飲料水供給の実行可能性についての重要なシンポジウムが、Ambovombe 市

で 2006 年 3 月 24 日、25 日にわたり、多面的な給水方法の解決策を議題として開催された。 

AES の年間の給水量は、36,000 m3/年、日量にするとわずか 100 m3/日 （2005 年）となっている。
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AES の主な収入は給水料金で賄われており、このように収入規模が小さい状況では、給水施設の

建設投資、既存施設の改修というようなこの地域の健全な給水を行うためには、財政改革無しで

は成り立たないであろう。その上でさらなる維持管理技術の改善が必要となる。 

 

したがって、この地区の新規プロジェクトと既存施設改修は、当地と AES の給水事業に弾みをつ

けることができる。AES は、南部地域の給水を日本や他の援助機関とともに 25 年間行ってきた機

関でもあり、新施設が建設された場合は、引き続き AES が運転管理を行うことが望ましいと思わ

れる。 

AESは南部地域の給水を行う上では、重要な機関と考えられる。 

 

10.3 AESの財政 
 

直近の AES の経常支出は、主に Ambovombe 地区の給水車の運転や Beloha 市と Tsihombe 市間の

管路給水施設の運転経費で構成されている。経常経費の収支は、表 10.3-1（1999 から 2005 年）、 

水生産量は、表 10.3-2（2005 年）参照。 

 

表 10.3 -1 AES の財政状況 1999-2005(Ar) 
年 料金収入 運転費 差額 

(1999-2004)
中央政府からの補助金 

1999 107,601,955 372,327,788 236,535,100 (63.5%)補助金 
2000 190,421,539 495,501,068 312,719,400 (63.1%)補助金 
2001 184,558,000 496,677,400 312,119,400 (62.8%)補助金 
2004 106,682,323 251,329,333 -144,647,010 - (57.6%) 
2005 57,212,675 58,626,171 -1,413,495  -(24.1%) 

出典： AES 年報 2006 年 2 月 

 

2005 年の AES の給水量は 36,116 m3/年 (98.9 m3/日)で、平均の人件費を含まない給水原価は 105 

Ar/13 ℓバケツとなっている。表 10.1.3-2 参照 

石油の高騰が給水コストや価格に大きく影響し、また、生産量が 36,116 m3/年 (98.9 m3/日)と少な

いため、AES が自力で給水活動を確保するためには水の生産量の増大が不可欠となる。 

既設 AES 施設の生産原価を以下に示す。 

 

1)  Ambovombe の給水車による給水地区の給水量は、 7,266 m3/年 (19.9 m3/日) 、2005 年推定

の生産原価は 63 Ar/バケツ(13 ℓ)ななる。 

2) Tsihombe 市と Beloha 市間の管路給水施設の給水量は、2,465 m3/年 (6.8 m3/日), 2005 年推定

の生産原価は 196 AR/バケツ(13 ℓ)となる。 

3) 5 給水センター(AEP/AES) の給水量は 26,385 m3/年 (72.3 m3/日) , 2005 年推定の生産原価は

32 AR/バケツ(13 ℓ)となる。 
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表 10.3-2  AES 水の生産量と生産原価 （2005） 

出典： AES 年報 2006 年 2 月 

 

10.4  AES に対する提言 
 

AES は南部地区給水施設の維持管理を行ってきた経験も有り、引き続きこの地区の給水を行って

いくには適切な政府機関と言える。ただし、AES の機構改革は必要であり、これについて以下に

提言する。 

1) 新規プロジェクトがスタートした段階で、AES はプロジェクトの内容に従い、問題解決

のためのワーキンググループを立ち上げる。 

2) AES 独自に、または援助機関とともに新給水施設の経営改革に関する調査、作業を行う

必要がある。 

3)  AES やこのプロジェクト実施のために編成されるプロジェクトチームは、日本等の援助

側と今までの調査に基づいて、提言にある持続的、自立的飲料水供給計画実現のために

適格で優れた経営者の任命をしていくことが重要な条件となる。 

3) マ国南部地域の給水プロジェクト完成後、研修を受けた AES チームがこのプロジェクト

による新規施設の維持管理を行う。 

 

新規プロジェクトのための職員構成と職務の概略を以下に示す。 

 

 (1) 概略 

1) 給水管理業務 

各給水センターでの水販売と料金徴収、給水施設の維持管理 

給水活動の活性化 

需要者住民へのサービス業務 

 

2) 経営管理業務 

   料金徴収管理 

項目 
 

給水量 
( m3/年) 

経常支出 
(Ar) 

料金収入 
(Ar) 

給水原価 
(Ar/バケツ) 摘要 

 A B C B/A  

2005 年 合計 
36,116 

(98.9 m3/日) 293,130,856 286,063,377 105 政府からの補助金を含む。 
総経費の約 50%) 

詳細 給水量 
 経常支出 料金収入 生産原価 人件費は含まず 

1) Ambovombe 
給水車 
給水区 

7,266 
(19.9 m3/日) 34,974,200 - 63 6,612 m3/年 (18.1 m3/日)の給

水車による給水を含む。 

2) Beloha－Tsihombe
管路 
給水区 

2,465 
(6.8 m3/日) 37,116,021 14,061,738 196  

小計 
9,731 

(26.7 m3/日) 72,090,221 - 96  

給水センター    100  

3) 5 AEP/AES 
26,385 

(72.3 m3/日) 63,300,592 54,489,605 32  
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   企業財務管理 

   企業経営管理 

   職員研修 

3) 施設維持管理業務 

ポンプ、管路施設等、給水施設の運転、維持管理、維持管理技術の確保 

機械技術者、電気技術者等の必要専門職の獲得、養成 

機器維持管理スペア－パーツの確保、維持管理 

修理機材の確保、維持管理 

トラックや重量物輸送用の車両の確保、維持管理 

    他、維持管理業務 

 

(2)  給水施設毎の維持管理業務 

1) 既設、新設ポンプステーションや管路の運転、維持管理、点検補修、 

改修、漏水管理 

2) 運転要員の給水業務や維持管理についての研修 

3) 給水車の維持管理、給水活動の活性化、実施体制の強化 

4) 給水施設の電気設備の更新、JIRAMA 受電の実施等 

 

表 10.4-1 職員配置計画の提言内容を参照。 

 

表 10.4-1 職員配置計画 
項目 職種 人員数 役割 組織 

管理委員会 委員会、監査事務局  経営管理、監査 中央政府、 MEM, 地
方政府、地域住民 

Ambovombe 本部 給水技術、補佐 総裁を含み数名 経営、技術管理 中央政府: AES 
総務 数名 総務、総裁等経営陣の補佐  
配管工、電工等技術スタッフ 数名 施設維持管理  

(施設巡回修理, 老衰修理) 
経理 数名 経理、会計事務 
労務 数名 労務、人材研修 
資材管理 数名 色材管理、調達  
営業 数名 給水営業、料金徴収の統括 
その他 数名 運転手、守衛、他 

水源地事務所 施設運転, 井戸、ポンプ施設、

管路管理 
数名 施設の維持管理 

(井戸、ポンプ、水槽、管路) 
政府: AES または 
委託機関 

給水セン

ター 
Ambovombe 市 給水営業 給水地点毎 給水地点での給水、料金徴収、

施設の維持管理業務 
政府: AES または 
委託機関 

コミューンと

村落 
給水営業の地域委託 給水地点毎 

 (20 ヶ所程度) 
給水センター毎の給水営業 
給水施設の維持管理 

コミューン等地域の

水委員会 
その他(AEP) 既存施設の維持管理 新しい組織と整合させる  

 

 

********** 

 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 11 章 プロジェクト評価 

11-1 

第11章  プロジェクト評価 
 

11.1  本プロジェクトに対する経済、財政面の評価 
 

この調査における給水計画代案は、マ国南部の乾燥地域住民の基本的生活におけるニーズ（BHN）

と貧困からの脱出を目標とし、また、住民の大部分は水源から遠くに住んでいるため、特に水環

境において、彼らの生活水準が向上できることを目標として計画した。また、本調査では合計 5

ヶ所のパイロットプロジェクトに 3 種類の給水施設を建設した。（公共水栓：太陽光利用揚水施設、

手押しポンプ：ヴェルニエポンプとロープポンプ）住民はこれらの新しい給水施設により、以下

の通りの間接的、直接的な利益を受けた。その中で、住民が直接的に受ける利益は以下である。 

1）一日の水使用量が増加した。 

2）住民の公衆衛生と健康の改善を行うことができた。 

3）村外から水を運ぶ時間を節約することができた。 

4）水を運ぶための激務を減らすことができた。 

5）水売り人から高い水を買うために払うお金を節約することができた。 

 

さらに、期待される間接的な利益は、以下の通りである。 

1）現金収入増加のための、（例えば園芸と家畜活動）より多くの時間と経済発展のための機会

が増加した。 

2）公衆衛生改善の結果として、子供たちの疾病と死亡率が減少し、女性の育児のための時間が

増加した。 

3）組織化された水管理委員会の活動の結果として、地域住民のコミュニティの活性化を促した。 

 

一方、パイプラインシステムを含む本調査で提案の給水計画は、技術的に可能な案で、経済的に

も有効な案となっている。調査の結果、給水施設が計画通りに稼動するならば、運転コストを上

回る料金収入が期待されることが確認された。 

 

マ国南部地域の既存給水施設は、AES により 2005 年にはわずか 100 m3/日（36,116 m3/年）の飲料

水供給があるのみで、Ambovombe 市と海岸砂丘地域は深刻な水不足に苦しんでいる。したがって、

第１優先の給水計画案では、経済性を追及し、2006 年時点のこの地域の公定水料金 100Ar/13ℓ バ

ケツより安い水料金で、住民のアンケート調査から期待される水料金である 50Ar/13ℓバケツで給

水できる計画とする。料金設定においては、計画給水量より少な目の 400 m3/日を給水した場合を

想定し、計画給水量に近づけば、さらに単位水量当たりの運転コストは低減できる計画とした。

さらに、この地域の給水改善が行われると、社会的、経済的にもより大きく地域社会に前向きな

影響を与えることができ、地域の発展に貢献することになる。さらに、この給水プロジェクトに

起因する好ましい経済効果は波及し、拡大することが期待される。 
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11.2 環境影響評価 
 

この調査の目的は、給水のための地下水開発である。環境影響評価対象地区は、Ambovombe市と

海岸地域給水のためのプロジェクトとであり、環境に影響を及ぼすような巨大な計画ではない。

しかし、環境への影響は地下水開発とパイプラインの建設に大きく影響される。給水施設は10年

以上長期間運転される施設である。したがって、ポンプ揚水による地下水開発と、パイプライン

の建設に関する以下に示される事項を継続的にモニタリングして、環境に影響が生じないように

対処していかなければならない。 

 

1）既存深井戸での、ポンプ揚水による地下水水位の変化 

2）ポンプ揚水による地下水の塩水侵入や水質変化 

3）給水ための地下水ポンプ揚水によるによる地盤沈下 

4）パイプラインの建設による自然環境の破壊の程度 

 

本プロジェクトによるAmbovombe市内と周囲の村落への給水計画は、この地区の環境に対して重

大な影響を与えるような規模ではないと考えられる。しかし、ある程度人口の集中したこの地区

に、継続的な給水が行われる場合、多少なりとも排水が増加する。排水も野菜の栽培等に有効利

用されるようなレベルの問題と思われるが、公衆衛生に関しては、問題が生じないように住民自

身によって対応されるべきである。一方、排水による衛生問題への影響が考えられない間は、本

給水計画は水運搬のための女性と子供たちの労働を軽減することができ、生活改善を行う上で効

果的、かつ、重要なプロジェクトとなる。よって、本プロジェクトは安定して安全な飲料水の供

給と、地域の経済活動の発展に大きく貢献できるものであり、本計画を優先的に考えるべきであ

る。 

 

11.3 給水組織と施設の評価 
 

今まで、AES と MEM は、調査対象地域の給水を継続的に改善する努力を行ってきた。今後、財

政的には、AES は独立採算で運営できる体制でなければならない。また、給水委員会（CPS/コミ

ューン）を支援するためには、多岐にわたる経費を賄い、将来に発展性を残すために、給水料金

収入で適切な余裕（利益）を持つ運営としなければならない。 

現在は、給水車が激減し、燃料高騰により、以前と比べて給水がほとんど行われない状況となっ

たが、村落単位では政府の援助による給水を期待している状況もある。新しい給水施設で給水活

動を推進するためには、AES は対象地域で長い給水の経験を持っており、引き続き飲料水を供給

する事ができる機関と判断される。もし、AES とともに、さらに新しく有効な水管理組織や制度

を組み込むことができれば、住民に対してより効果的な給水と組織対応を推進することができる。 

 

本パイロットプロジェクトは、給水委員会が村落給水レベルで給水施設の運転と維持管理が可能

であることを確認するために実施した。給水委員会は、都市部から遠隔地のため、村落自身で給

水するための給水施設を稼動させた経験を持っていなかった。しかし、このパイロットプロジェ

クト実施により、本調査チームと MEM は、本給水プロジェクト実施のための十分な知識と経験
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を得ることができた。その結果、水管理委員会が村落レベルで給水施設の運転と維持管理が可能

であることが確認された。特に、本パイロットプロジェクトの計画立案時や実施段階で、実際的

な対応策について NGO を通して、水管理委員会と村落住民や AES、他の関係者間で編成された

ワークショップで率直な討議を行った。また、これらの経験は AES や村落の部内に蓄積され、将

来に対する有益な経験となっている。 

既存の AES の組織は、基本的には、給水施設の維持管理を行うにあたって、技術面ではある程度

の能力を有する。ただし、長年、耐用年が短く、経費のかかる給水車による給水を主要な業務と

して、政府からの補助金に頼って給水活動を行ってきたため、公営企業としてあるべき独立採算

制による給水事業を行うことができなかった。AES 組織の更なる発展のためには、独立採算に基

づく公営企業への体質改善と、不測の経済や社会的な変動に耐えて、公共性が高く、困難な地域

での給水事業を継続的に続けていくための政府の役割を明確にして、南部地区の安定給水を確保

する体制を確立していかなければならない。 

また、AES は継続的な給水をこの地域で行っていくためには、住民との継続的なコミュニケーシ

ョンを深める努力、住民の要望を満たすような給水計画の策定、給水施設の一般解放、住民の運

営参加、適切な住民からの水代金の徴収等を行い、住民の協力を得て給水活動を行っていく必要

がある。他方で、パイプラインを含む給水施設が継続的に運転されるためには、今後、AES と援

助側とが維持管理面で技術的な協力を十分行っていくことが望まれる。 

 

11.4  本調査によるパイロットプロジェクト給水計画に関する技術的評価 
 

(1) 技術的評価 

本調査によるパイロットプロジェクトの給水機能に関する評価を以下に示す。 

各々のサイトの太陽光利用揚水施設、ヴェルニエ、ロープポンプと付属の給水施設は、村落委員

会（CPE）と AES/MEM によって良好に運転された。太陽光利用揚水施設等の地下水水位変動等

データは、CPE により日報に記録され、また、水料金も CPE によって徴収されている。将来的な

地下水水源の動向も、これらのモニタリング結果に基づいて予想できるようになった。特に太陽

光利用揚水施設を含むパイロットプロジェクトの建設、また、これら本調査で提案の給水計画は、

施設の運転管理の経験に基づいて判断すると、彼らの既存の技術水準で実現可能と判断される。 

 

また、既設 6 ヶ所の太陽光利用揚水施設は、1999 年から AES によって維持管理され、現在正常に

稼働している。一方パイロットプロジェクトでは、現在、5 年間の保証で地元の設置業者によっ

て保守されており、この地区での昨今の技術改善の進展を示しているといえる。したがって、こ

れら太陽光利用揚水施設は省エネルギーで、また、運転コスト低減が期待でき、持続可能な施設

稼働を可能とするために不可欠な方法といえる。今後とも、太陽光利用揚水施設の採用を推進し

ていくことが薦められる。 

 

(2) 建設工事 

本調査によるパイロットプロジェクトの建設工事期間は、2005年 10月から 2006年 3月であった。

工事は予定期間内に完成した。ただし、遅延要因を挙げると以下となる。 

1）通関手続きに多少の遅れが生じた。（太陽光利用ポンプ機材の税額控除のための法的手続き
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の遅延） 

2）雨季の悪天候のため、サイトへの機材の搬入の遅れもみられた。 

4）住民との土地問題の交渉に要する時間も必要となる。 

 

このような経験を生かして、新規給水プロジェクト実施時には以下の点について考慮しなければ

ならない。 

1）建設工事は雨季を避けて、時間的余裕を持つ必要がある。 

2）進入路に注意を払う。緊急な問題がある場合に備えて、関係機関と早急に連絡できる体制

を整えておく。 

3) パイロットプロジェクトにおける給水施設の建設工事は、当初の予定から大きく遅れなか

った。しかし、マ国の南部地域での工事は、我々がしばしば予測できない事態が起こる。

工事実施に当たっては、余裕を持った工期とする必要がある。 

 

11.5 経済評価 
 
本調査における給水計画は、マ国で最も貧しい人々、最も給水条件が悪い人々を対象としたもの

である。一方、給水を担当する組織は、財政難にあえいでいる。これらの状況から、本調査で提

案する給水計画の各案は、住民の生活条件の改善および当該組織の財政状況の改善に寄与するも

のである。 

 

(1) 給水事業実現による効果 

    

1) 事業実現の効果 

優先プロジェクトの Antanimora を水源地とする管路による給水計画（D1-D6）が実現すると、

良質の安定した水供給が可能となり、対象地域の住民の健康が改善される。このことは、健康

な生産活動における時間の増大、および、医療費の減少につながる。また、現在の高額の水売

りからの水料金の負担が低減され、Ambovombe 市と海岸地帯の住民にとって経済的効果が期

待される。 

 

2) 水料金の低減 

水料金の低減は、本計画の最も重要な目的の一つである。飲料水供給の優先事業では、水料金

は 20Ar から 40 Ar が期待され、（表 8.6.2-1 を参照）これは AES および民間の水売り人の現況

価格よりも非常に安価である。しかし、無料の水源のことも考慮しなければならない。1,204

ヶ所ある水源のうち、37%の水源は無料である（河川や沼地）。これらの水源を利用している

住民にとっては、結果的に、事業の実現は経済的に負担の増大となる。 

 

3） 水質の改善 

水質の改善は、本計画のもう一つの重要な目的である。優先事業の中では、深井戸による地下

水で、水質が良い 2 ヶ所の水源が選択されている。住民が現在利用している水は、大腸菌によ

って汚染されているのみならず塩水化した水源も多く、マ国及び WHO の飲料水水質基準に適
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合していない。それゆえ、本プロジェクトによる事業の実現は、地域の全裨益者にとって飲料

水の改善をもたらすことになる。このことは、住民の健康が向上し、医療費の削減につながる。 

 

4) 給水時間の短縮 

現在、住民は家より 1km 以上離れたところにある水源まで水汲みに行っており、水汲みに毎日

の多くの時間を要している。本計画によって提案されている給水施設（配水槽：給水センター）

も、各村あるいは各フクタンに毎に配置されない場合もある。配水槽は村落から最大 10km 以

内に計画されるが、非常に効果的であると言えない裨益者も含まれることがある。ただし、裨

益者にとって、乾期の最悪の水不足の改善は解消される。 

 

(2) AES の経済状況の改善 

 

AES の年次報告書によれば、販売する水の量が限られていることにより、2005 年の収支決算で

AES は年間約 140 万 Ar(¥78,000)の損失を出している。1 日に換算すると、約 0.4 万 Ar(約¥210)の

損失である。一方、緊急提案の Ambovombe 給水（D1 、D2）の事業（F015 の水源活用）が、一

日平均 400m3/日を給水する計画である。もし、AES が計画通り 400 m3/日の水を 13ℓ/バケツあたり

40Ar（ポンプと発電機の更新費を含む）で販売すれば、AES の収入は一日当たり 123 万 Ar (約

¥69,000)に達する。この金額は、上記のような AES の財政難を十二分に改善すると予測される。 

 

 

********** 
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第 12 章  技術移転 
 

12.1  技術移転 
 
本調査の目的の一つである技術移転を、以下の通り実施した。 

 

表 12.1-1 技術移転の内容 

目標  技術移転の内容 

技術管理 

1.社会経済と世帯状況の調査 1）地区別現地調査、コミューン、フクタンと村落
2) 地方機関との討議、村レベルの世帯調査 

2.地下水賦存可能性調査と地

下水開発、水資源管理 

1） 地球物理学的な調査（例えば試掘ポイントの選
定） 

2） 選択のための VES 調査、IP 調査と TEM 調査）
は）水理地質調査、水資源賦存量調査 

3） 地下水ポテンシャルの確認、試掘の工事管理、
電気検層、揚水試験 

4） 水質試験と評価 
5） 地下水位と水質の月変化、季節変化の測定と相

関性の分析 
6） 地下水質特性分析 

3.給水施設の設計 

1） 給水施設の調査  
2） 給水施設運転、維持管理方法の調査 
3） 水源、取水施設と浄水場、パイプラインによる

給水施設調査、調査に基づいた給水、施設計画の
策定。 

4） AEP/AES 太陽光利用揚水施設のモニタリング 

4.維持管理(O&M) 1) 持続可能な給水施設運転、維持管理に関する調査

維持管理 
 施設維持管理(O&M) 

1) 村レベルでの給水施設の運転と維持管理 
2) CPE 委託のパイロットプロジェクトによる給水

施設のモニタリングと維持管理 
3) 毎日の記録とレポート作成 
4) MEM/AES から CPE レベルへの技術協力 
5) 水代金に関する議論と更新コストを含む維持管

理コスト、毎日のデータ記録と報告書作成。 
 

 

12.2   技術移転のためのセミナーの実施 
 

フエーズ Ｉおよびフエーズ II で実施した調査内容の説明と技術移転、MEM と AES のカウンタ

ーパートによるパイロットプロジェクトの実施と結果について、関係機関との意見交換のために

2006 年 10 月に首都 Antananarivo 市と南部地域の Ambovombe 市で技術移転セミナーを開催した。 

各調査団員によるセミナーの報告、参加者リスト、質疑応答内容メモをデータブックのパート 4

および 5 に示した。セミナーの首都 Antananarivo 市の関係機関および住民代表の参加者は 42 名、

一方、Ambovombe 市は 53 名であった。 
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12.3 パイロットプロジェクトに関する村レベル CPE への提言 
 

技術的な指導は、パイロットプロジェクトの建設、施設の運転、維持管理、モニタリング等の作

業を通して、パイロットプロジェクトサイトで AES/MEM のスタッフと同様に CPE メンバーに

も行った。 

維持管理（O&M）方法の技術移転の内容は、以下の通りである。 

 

1. 給水システムと施設の概要説明 

2. 水中モーターポンプの維持管理方法 

3. 電力源（太陽光利用揚水施設）の維持管理方法 

4. 手動ポンプ（ロープポンプとヴェルニエポンプ）の維持管理方法 

5. 水料金と保証金を徴収する方法 

6. 支障が起きた場合の対処方法 

7. 毎日の運転、維持管理方法、料金徴収等の記録方法 

 

 

********** 
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第 13 章  結論及び提言   
 

13.1  結論 
 

本開発調査の実施による結論は以下の通りである。 

   

1) 水理地質調査、社会経済調査、物理探査、既存井戸台帳調査、測水調査、水質調査を、実施機

関エネルギー鉱山省水衛生局(MEM／DEA)の協力により実施し、調査を通じてカウンターパー

トへの技術移転を行った。調査対象地域 Ambovombe における調査では、南部給水公社(AES)の

支援と協力を得た。 

 

2) マ国南部の調査対象地域は、乾燥気候で非常な乾燥地のため水資源が存在せず、住民の飲料水

が欠乏している。南部給水公社の 2005 年の年報によると、給水対象人口 278,000 人に対して十

分な水供給ができず、Ambovombe 市及び周辺村落は、非常に困難な状況にある。2005 年の年間

給水量は 36,116 m3/年(99 m3/日)で、１人 1 日当たり給水量 0.4ℓ/人・日に満たない状況であった。

これは、給水車台数の問題もあるが、燃料費の高騰が原因である。Ambovombe の地方価格で、

2004 年に 694Ar/ℓ(39￥/ℓ) であったものが、2005 年は 1,680Ar/ℓ(94¥)、2006 年には 2,200Ar/ℓ(123

￥/ℓ)と 3 倍以上に高騰したためである。 

  

3) 調査中の 2005 年 3 月にサイクロンの来襲があり、Mandrare 川の洪水のため 1990 年日本の支援

によって建設されたアンバサリ浄水場の取水地点が被害を受けた。同様に、1995 年から 1999

年に日本の支援により建設された Ampotaka 浄水場も被害を受け、早急な改修と保護対策工事が

必要な状態となっている。この既存給水システムは、燃料費高騰と給水車の減少により、給水

代替案で提案しているように、施設の改修、特に発電機の改修が必要である。2005 年の平均給

水量は 7 m3/日で、1 人 1 日当たり給水量は 0.2 ℓ/人・日であった。このため、水生産コストは 

15,057Ar/m3 (843¥/m3) と公定料金の 2 倍以上となっている。既存給水システムについては、太

陽光発電などの導入による効率性の改善を行う事が必要である。太陽光発電 1 セットにより得

られる最低給水量は、約 50 m3/日程度と想定される。  

 

4) 調査対象の Ambovombe 地域の人口は、1993 年の人口統計(センサス)で 146,078 人、2000 年の

EDF 調査では 277,247 人、2004 年の Ambovombe 県事務所統計では 207,419 人 とばらつきが大

きい。2005 年の調査団による集計では 277,980 人であり、給水計画目標年次(ミレニアム目標

年)2015 年は 400,000 人と予測されている。 一方、Ambovombe 市の 2005 年の人口は 38,213 人

で、2015 年については 42,000 人と予測される。調査対象地域の飲料水の最小給水原単位量 10 ℓ/

人・日を採用すると、2015 年の水需要量は Ambovombe 市で 420 m3/日、その他村落部で 3,580 m3/

日となり、調査対象地域全体では、合計 4,000 m3/日 となる。 

 

5) 2005 年から 2006 年において南部給水公社は、Ambovombe 市内で JIRAMA の商用電力の利用が

可能となったため、水中モーターポンプにより 30～40 m3/日の地下水を揚水し、給水車による村

 

 

 

 



マダガスカル国南部地域における自立的･持続的飲料水供給に係る調査 
最終報告書 要約 第 13 章 結論及び提言 

 

13-2 

落への給水が行われた。南部給水公社の 2005 年の給水量は、合計 36,116 m3/年 (98.9 m3/日)で、 

Ambovombe 市の給水車では 7,266 m3/年 (19.9 m3/日) 、Tsihombe-Beloha 間の管路給水では 2,465 

m3/年 (6.8 m3/日)そして給水センター(5地区)のAEP/AES 給水では26,385 m3/年 (72.3 m3/日)と報

告されている。しかし、これは、給水対象人口 277,980 人に対して、1 人当たり 1 日平均給水量 は

0.4 ℓ/人・日未満であり、水源不足と給水車不足が原因である。独立給水施設の給水センター5

ヶ所（AEP/AES）の給水状況は、2006 年の年報によると、独立的に運営管理され、南部給水公

社の水販売総量の 73% を占め、経営状態が良好で利益を出している。 

 

6) 物理探査を含む水理地質調査の結果、Ambovombe 市周辺の深度 20m～30m において不圧地下

水の存在が認められた。2005 年 7 月から 2006 年 3 月に試掘調査を実施し、地下水ポテンシャル

を確認した。一方、先カンブリア紀基盤岩の風化帯が露頭する Antanimora から Manave 地区は、

Ambovombe 市の北西 50-60km に位置し、良質の被圧地下水が存在することが MEM, AES, 

UNICEF や世銀のプロジェクトで判明していた。既存深井戸 107 井の水理地質解析の結果では、

塩分濃度の高い水質問題もあり、成功率 64％、井戸 1 井当りの揚水量約 80 m3/日/井戸の地下水

ポテンシャルが予測された。一方、本調査における試掘の結果、地下水ポテンシャル(揚水可能

量)は 500～600 m3/日/井戸と非常に高く、地下水の水質も良好であることが確認された。  

 
7) 試掘調査は 2005 年 9 月から 2006 年 3 月に実施し、Antanimora 地区の試掘地点 F001, F006 及

び F006B で、水量 15～30 m3/時/井戸以上の良質の地下水を発見した。電気伝導度は 77mS/m か

ら 122mS/m、静水位は地表から 14m～17m の被圧地下水である。成功井の標高は 250m～300m、

給水対象 Ambovombe 市の標高は 150m である。このため、給水対象の Ambovombe 市及び途中

の村落は、Antanimora からの飲料水を自然流下で得ることが可能である。地下水ポテンシャル

は、揚水試験結果より 500～600 m3/日/井戸であることが確認され、良質の飲料水を Ambovombe

市や海岸砂丘地域へ標高差を利用して自然流下式に供給可能である。成功した試掘井のF006に、

パイロットプロジェクトとして、2006 年 3 月に太陽光利用揚水施設を設置し、住民管理のもと

で順調に稼動している。  

 

一方、Ambovombe 市においては、深度 50m から 200m の深井戸 5 井の試掘調査を実施した。成

功は 1 井のみで、水量は 300 m3/日、電気伝導度はマダガスカル国水質基準の上限 302 mS/m で

あった。静水位は地上から 134m と非常に深く、不圧地下水であった。Ambovombe 市にとって

は非常に恵まれた水源であり、また海岸砂丘地帯へも給水可能な水源である。  
 

8) 給水対象の主要地域は Ambovombe 市と海岸地域である。海岸砂丘地域は、農業と漁業に従事

する人々の村落が散在しており、飲料水は雨季の天水のみに頼っている。試掘調査結果から、

海岸砂丘地域には地下水ポテンシャルは無く、在っても塩水であった。このため、海岸砂丘地

域の水源は、Antanimora 地区ないし Ambovombe 市からの水源に依存することになる。 
 

9) 南部給水公社には独立給水センター運営組織(AEP) がある。現在、5 ヶ所の給水センター

(Antanimora, Andalatanosy, Beraketa, Isoanala, Tsivory)では、独立採算制で運営維持管理が行われ

ている。一方、太陽光利用揚水施設が、1999 年から 2001 年にかけて南部給水公社とフランス
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の NGO である FONDEM の支援により建設され、村落レベルの給水委員会(CPE)によって良好

に運営維持管理されている。このため、パイロットプロジェクトを含む本開発調査では、村落

単位での給水委員会(CPE)と独立給水組織（AEP）による対象地域の給水改善計画を自立的･持

続的な運営維持管理システムとして提案する。  
 

10) 調査対象地域における太陽光利用揚水施設の既存給水量は、8 m3/日～44 m3/日で村落水委員会

(CPE)が運営維持管理している。給水人口は、各施設 320～3,600 人で、南部給水公社の支援を

得て、5 年間以上も問題なく稼動している。建設時の機器の保証期間は 1 年間で、特別なもの

は含まれていない。本調査のパイロットプロジェクトでの検討結果は、5 年～10 年以上の給水

施設の持続的な運営維持管理のため、対象村落住民に対して、「給水施設更新の概念」を導入

した。安定した給水を行うためには、村落住民から水料金を徴収し、維持管理費を貯蓄してお

く必要がある。このことが給水施設の持続的で長期間の運転を可能にする。このため、パイロ

ットプロジェクトでは、「機器の保証期間を 5 年間」として、20 m3/日の給水能力を持つ太陽光

利用揚水施設を設置した。維持管理体制は、村落レベルでの給水委員会(CPE)を新たに組織し、

水料金の徴収を義務付けた。 
 

11)太陽光利用揚水施設は、水中モーターポンプ、太陽光パネル、インバータ、貯水槽、そして制

御機器から構成される。パイロットプロジェクトの Antanimora（F006）における給水施設の運

営維持管理について、5 年間保証を現地建設企業の TENEMA が太陽光利用揚水機器と同時に

給水施設の運営維持管理についても実施し、順調な稼動結果がモニタリングされた。給水委員

会（CPE）は水料金を徴収し、プロジェクトの保証期間 5 年後の独自の維持管理費として貯蓄

している。援助機関による給水施設に関して、「機器の保証 5 年間」が確保されると、その期

間に村落住民による水料金が貯蓄され、5 年～10 年以降の持続的な運転に利用されることにな

る。保証期間中のこれらの水料金は、村落の運営維持管理基金として貯蓄される。水料金の徴

収額が、「給水施設更新の概念」を含むものであれば、さらに長期間(15-20 年間) の給水施設の

運営維持管理が継続することになる。 
 

12) 手押しポンプについては、対象地域において修理が簡単でスペアパーツが入手しやすいこと

を念頭に選定した。既存の手押しポンプを考慮し、パイロットプロジェクトでは下記の 2 種類

の手押しポンプを選定した。 
a) ロープポンプ          ：2 ヶ所に設置(P009 と P010) 
b) ヴェルニエポンプ(足踏み)：2 ヶ所に設置(F009 と F022) 

手押しポンプの運営維持管理は、村落レベルの給水委員会(CPE)よって実施する。調査団は、

地域の NGO（TRATRA）を起用して、村落自身による運営維持管理のための能力開発を住民参

加型で実施した。世銀や UNICEF プロジェクトによる既存の運営維持管理システムについては、

本計画の自立的･持続的視点からモニタリングを行った。調査の最後の時点 2006 年 9 月に、調

査団は実施機関とともに、給水委員会（CPE）の運営維持管理に係る水料金を評価するととも

に、太陽光利用揚水施設に係る既存組織(CPE/AEP)の稼動と運営状況をモニタリングし、順調

であると評価した。 
 

13) 一方、調査対象地域内で太陽光利用揚水施設が稼動しており、既存組織(CPE/AEP)によって

運営されている。1999 年から 2001 年に建設された給水施設である。7 施設は村落が関係する
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給水委員会(CPE)が、南部給水公社(AES)の維持管理支援を受けて実施している。水料金と住民

への給水形態については、運営組織の給水委員会(CPE)と既存組織(CPE/AEP)により形態が異な

る。  

 

建設年 村落名 給水量 給水人口 水料金 運営組織

1999 Ambondro Nanahera  (Ambobombe) 22 m3/日 x 2 3,600 20 Ar/13 ℓ CPE 

2001 Hahavelo Mitsangana (Ambobombe) 10 m3/日 1,000 20 Ar/13 ℓ CPE 

2001 Toby Mahavelo (Ambovombe) 8 m3/日 360 20 Ar/13 ℓ CPE 

2001 Ifotaka (Ambassary Sud) 18 m3/日 1,820 200Ar/月/世帯 CPE 

2001 Lovasoa Ranopiso (Fort Dauphin), 12 m3/日 320 20Ar/13 ℓ CPE 

2003 Antanimora (Ambovombe) 19 m3/日 2,000 40Ar/13 ℓ  AEP/AES

 

14) 飲料水は人々の生活に必要不可欠のものであるが、水不足は、貧困、乾燥気候や半乾燥気候、

旱魃、気候変動に起因している。飲料水供給計画は、人々の意識改革、参加意欲、所有財産、

教育、能力開発、協力関係の構築、施設の運営、維持、管理などの多様な要素から構成され、

貧困削減のための入口であると共に最も効果的な対策でもある。また、受益者の多くは女性や

子供達であり、乳幼児死亡率の改善や、朝から夕方まで毎日、家族のための水運びの労働の低

減に大きく寄与する。給水計画の成功の鍵は、自立的・持続的飲料水供給で、運営維持管理に

必要な水料金が人々によって快く支払われることにある。  

 

貧困削減の視点から、よく組織化された飲料水供給計画は、地方の貧困村落において、水料金

の支払いに必要な現金収入が得られるような具体的な支援についても注意を払うことが必要で

ある。調査団よりステアリングコミッティ(政府監理委員会)や関係機関に望むことは、それぞれ

の政府関係担当分野から、貧困住民が飲料水購入に必要な現金が得られるような支援が同時に

行われるように行動することである。 

  
13.2  提案 
 

調査から得られた提案は、以下の通りである。 

 

1) 本調査において、Ambovombe盆地と周辺域の地下水開発に係る総合的調査を実施した。試掘

による深井戸20井と手掘り井戸5井は、計画通りに完成した。しかしながら、飲料水用の地下

水は、Ambovombe市の北西60kmのAntanimoraのみにおいて発見された。そして、マ国飲料水

水質基準に照らして生活用水として利用可能な水源は、Ambovombe市郊外において成功した。  

 

2) Ambovombe市を含む海岸地域 206,500人のための給水施設は、Antanimoraの水源から

Ambovombe市を経由して海岸地域のAntaritarikaまで送水する必要があるため、約120kmの給水

管路が必要となる。長距離の給水管路にもかかわらず有利な点としては、良質の飲料水を水

源のAntanimoraから終点のAntaritarikaまで自然流下式に送水が可能なことである。試掘結果に
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よるF006Bの地下水ポテンシャルは、井戸深度70mで静水位は15mと浅く、水位降下10mを想

定すると600 m3/日/井戸 の揚水が可能である。水質は100mS/m と、WHO飲料水水質ガイドラ

インの基準値以内である。このため、太陽光利用揚水施設による1日平均6時間の稼動で、地

下水量100 m3/日/井戸 が揚水可能である。本計画における1日最大送水可能量は、1,600 m3/日

として施設計画を作成した。一方、採算を考慮した年間平均の最低給水量は500～700 m3/日と、

計画給水量よりやや低く見積もっている。動力源としては、投資コストの最適化を考慮し、

給水（D4）の提案では、4ヶ所の太陽光発電施設と2ヶ所のデーゼル発電施設により揚水し、

水源のAntanimoraから海岸地帯のAntaritarikaまで送水管路約120kmより自然流下で給水する計

画である。この計画でのバケツ1杯(13ℓ)の水生産コスト(＝販売価格)は、20～30Ar/バケツ(1.1

～1.7¥/バケツ) ないし、1 m3当り1,538～2,307Ar/ m3 (86～129¥/ m3)となる。現在(2006年)の

AES水販売価格は、バケツ1杯(13ℓ)が100Ar/バケツ(5.6¥/ m3)であるため、計画が実施されれば、

現在の水販売価格を大幅に引き下げることが可能となる。また、年間平均給水量が安定して

500 m3/日以上が確保されれば、利益を上げることが十分可能である。 

 

3) 一方、アンボボンベ市郊外の試掘井F015において成功した地下水水源は、早急な開発を行い、

現在、非常な水不足に困窮するAmbovombe市約40,000人に対する給水することが急務であるた

め、給水案（D1）の建設を推薦する。 給水施設の水源F015は、給水対象地域に最も近い水源

であるため、最も経済的な給水案である。地下水ポテンシャルは、水位降下1mで300 m3/日/

井戸の揚水が可能であるが、井戸深度150mで静水位は地表から134mと深い。水質は、塩分濃

度が高く電気伝導度が302mS/mとマ国飲料水水質基準値上限であるが、地域で利用される生活

用水よりは良質で安全な水といえる。このため、地下水は飲料用水として適用はできないが、

生活用水として、料理、水浴び、洗濯その他に活用が可能である。 また、地下水位が深いた

め、太陽光利用の揚水は困難で、デーゼル発電施設となる。本計画における1日最大給水量は

600 m3/日であるが、採算を考慮した年間平均の最低給水量を200 m3/日で計画している。動力

源としては、投資コストの最適化を含め、バケツ1杯(13 ℓ)の水生産コストは30～40Ar/バケツ

(1.7～2.2¥/ m3) ないし1 m3当り2,308～3,076Ar/ m3 (129～172¥/ m3)で、2基のデーゼル発電施設

により揚水する。年間平均給水量が安定して200 m3/日以上が確保されれば、利益を上げるこ

とが十分に可能である。 

 

4) 現在、JIRAMAによる商用発電がAmbovombe市にはあるが、電力容量が小さいため、将来的な

活用を期待する。南部給水公社はAmbovombe市に技術事務所を持ち、現在のバケツ1杯(13 ℓ)

の販売価格は100Ar/バケツ(5.6¥/ m3)であり、給水量はAmbovombe地域で20 m3/日、対象地域全

域でも100 m3/日程度を給水車、既存の140kmの給水管路施設、5ヶ所の給水センター(AEP/AES)

で行っているに過ぎない。このため、安定して年間平均の給水量400 m3/日以上がAmbovombe

市において給水されれば、地域の水不足解消に多大な改善をもたらす。また、困窮するAES

の収入向上につながることが期待される。 

 

5) 調査対象地域においてパイロットプロジェクトを5ケ所で実施して、太陽光利用揚水施設、ロ

ープポンプ、ヴェルニエポンプを設置した。完成した給水施設は、実施機関を通じて住民組
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織の給水委員会(CPE)に引渡した。運営維持管理に係る技術指導については、パイロットプロ

ジェクトの中で現地NGOを起用して実施した。給水対象地域の人口500人から数千人の村落に

おいては、水源としての地下水を開発し、パイロットプロジェクトと類似の給水施設を設置

する計画が、運営維持管理の面から持続的で自立的である。残念ながら、調査対象地域では

適切な飲料水水源を全ての村落内に見つけることが出来なかった。Ambovonbe盆地や海岸地域

では地下水ポテンシャルほ低く、塩分濃度が高い水質であった。しかし、パイロットプロジ

ェクトで提案している形態(モデル)、地下水水源による1村落1給水施設は、地方給水において

は最適な給水方法で、マ国全土における地方給水方法として広く適用が可能である。   

 

6) 調査対象地域における貧困削減の検討は、安全な水と住民参加が重要なキーワードである。

このため、調査期間を通じて社会学的な視点を尊重した。特に、南部地域の水供給は、長い

間、中央政府の公共サービスの一環として、地方自治体、コミューンそして村落レベルを通

じて支援されてきた。しかしながら、政府の財政抑制のため、貧困地方の給水サービスにお

いてさえも削減されてきた。給水サービスの復旧や給水施設の運営維持管理の再建に向けて、

｢裨益者負担の原則｣の導入により、持続的で自立的な運営を確実なものとする必要がある。

このような目的に沿った住民の理解と概念を、地方自治体、コミューン、村落レベルの地方

給水関係者間で取り付けることが必要である。参加を促進するワークショプを、パイロット

プロジェクト5ケ所で、現地NGOの起用によって開催し、計画に最適な上記のキーワードを焦

点とした。村落の組織的な活動、住民の支払い可能な水料金、給水施設の運営維持管理体制

の立上げ、地方自治体や南部給水公社の支援など、既存の運営体制強化が核心である。   

 

7) 本調査で提案する計画に基づき、給水率3％と非常に低率な対象地域の給水率を向上させるこ

と重要である。まず、第一に県庁所在地であるAmbovombe市とその周辺村落部の改善が、日

本の支援により、本調査の地下水開発と給水計画の教訓を活用して実施されることが求めら

れる。また同時に、地方自治体やコミューンレベルにおいて、利用可能な水が雨季に限定さ

れる現状の早急な水環境の改善として、調査団やNGOの技術支援と協調した活動、天水溜の

改修と建設、保健・衛生教育を主体的に実施することが求められる。 

 

8) パイロットプロジェクトで建設された給水施設の持続的な運営維持管理のために、実施機関

による地方自治体やコミューンそして給水委員会へのガイダンスや支援が求められる。この

ため、短期の専門家派遣についても提案される。現地NGOを通じての村落レベルの活動につ

いては、太陽光利用揚水施設や手押しポンプの運営維持管理の支援、保健・衛生教育と村落

住民の能力開発、効果的な能力強化のプログラムの紹介が必要である。この短期専門家ない

し技術支援チームは、村落民の現金収入の向上による貧困削減についても注意を払い、総合

的に地域の給水改善を支援する必要がある。 

 

9) 技術移転セミナーやワークショップを通じて、給水改善に係わるプロジェクトの重複を避け

るため、他ドナーやNGOとの意見交換やセミナーなど具体的なプレゼンテーションを、調査
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を通じて実施し、相互協力関係を構築した。本調査後も、このような親密な協力と協調関係

を通じて他の援助機関との連携が提案される。 

 

10) 地下水のポテンシャルの確認が重要であるが、数千人から10,000人程度の地方給水は、地下水

を水源とする給水計画の策定が推薦される。しかし、海岸地域の地下水の水質問題、塩水化

については、注意が必要である。本開発調査において、調査団は困難な地下水ポテンシャル

調査と評価のため、物理探査、試掘、帯水層の水質プロファイリングその他調査解析手法を

総合的に実施し、これらの調査機器は、実施機関に引渡された。今後、十分に活用されるこ

とが望まれる。エネルギー鉱山省は、現状の南部給水公社との協力関係を維持しながら、給

水に関する技術的な知見のある地下水開発専門家を育成するための訓練を行うことが必要で

ある。 

 

11) マ国南部地域における地方給水は、南部給水公社が長年の経験を生かして主導権を持って調

査対象地域の給水改善を行うことが求められる。調査団はパイロットプロジェクトの結果を

検討し、それに基づき、技術的、社会学的、参加型や意識向上、財務、経済(補助金対策)、法

律上の問題など、活動の必要性を提案した。実際に全国レベルでの給水改善計画においても、

このような活動モデルの実施が求められる。地方都市や地方村落の給水計画の改善を目的と

して、実施機関 MEM は、現在進行中の南部給水公社の組織改革において、新規給水施設は商

業ベースないしは中央政府や地方政府、県レベルでの支援が可能な効率的な組織とすること

が求められる。また、財政的には、実施機関が経済的に脆弱である村落組織を、経済的によ

り健全な地方都市ないし村落からの相互補助によって持続的な運営をより強固にする配慮が

求められる。  
 

 

 

********** 
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